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夢と生きがいをもち、自ら学び、考え、行動し、 

未来を創造する子どもを育む学校づくりをめざして 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大は人々の暮らしを根底から揺るがし、学校教育に

おいても学校・幼稚園の臨時休業や行事の中止・延期など大きな影響を及ぼしましたが、

令和５ (2023) 年５月、新型コロナウイルス感染症は感染症法上の２類相当から５類へ移

行されました。感染症対策は個人の判断に委ねられるようになり、各幼稚園、小・中学校

ではコロナ禍以前の子ども同士が活発に関わりあう教育活動を取り戻しつつあります。 

 また、令和５（2023）年４月には「こども基本法」が施行され、子ども政策を総合的に

推進する司令塔としてこども家庭庁が設置されました。子どもの最善の利益を第一に考え

る「こどもまんなか」社会の実現に向けた取組が求められています。 

 

 社会情勢や教育を取り巻く環境が大きく変化している中、学校教育をさらに充実させる

ため、港区学校教育推進計画（令和３（2021）年度～令和８（2026）年度）を改定しまし

た。 

 児童・生徒数の増加が見込まれる中、港区ならではの幼・小中一貫教育や、ＩＣＴを活

用した学び、海外で英語を活用したコミュニケーションを行う機会を創出する国際理解教

育などを充実させることで、一人ひとりの個性を伸ばし、可能性を広げる教育を推進して

まいります。 

また、相談機能の充実や不登校対策の推進などを通じて子どもたちにより寄り添った体

制を整備するとともに、小学校高学年での教科担任制の実施や中学校での部活動指導員の

配置などを推進し、教育の質の向上と教職員の負担軽減に向けて取り組んでまいります。 

 

改定に当たっては、学識経験者や公募区民、関係団体の方々で構成された港区学校教育

推進計画検討委員会や、子どもや保護者に対するアンケート調査、素案に対する区民意見

募集及び区民説明会でもご意見をいただき、それらを最大限反映するよう努めてまいりま

した。 

今回の見直しに当たってご協力いただいた皆様に、改めて御礼申し上げます。 

 

この計画を着実に進め、「教育の港区」の名にふさわしい、夢と生きがいをもち、自ら学

び、考え、行動し、未来を創造する子どもを育んでいくため、地域の皆様と力を合わせて

魅力あふれる学校づくりに引き続き全力で取り組んでまいります。 

 

令和６（2024）年２月 

 

港区教育委員会 

教育長 浦田 幹男 

  



3 

目 次 

第１章 計画の改定に当たって .................................................. 5 

１ 計画の概要 .............................................................. 7 

（１）港区学校教育推進計画とは ............................................. 7 

（２）計画の目的 ........................................................... 7 

（３）計画の位置付け ....................................................... 8 

（４）計画の期間 ........................................................... 8 

２ めざすべき姿 ............................................................ 9 

３ 改定の方向性 ........................................................... 10 

（１）自らが国づくり、社会づくりの主体となれるようその基盤となる、「徳」「知」「体」

を育み、一人ひとりの個性を伸ばす教育を推進します。 ...................... 10 

（２）未来への先行投資を実行し、「知」の世紀をリードする創造性や未来を切り拓き、

生き抜く力を育成します。 ................................................ 11 

（３）家庭や地域との連携を深めるとともに、港区の特性を生かした特色ある教育を推

進し、世界に貢献できる人材を育成します。 ................................ 11 

（４）教員の働き方改革とともに学校の教育力の向上を図り、子どもたちが安全・安心

に、いきいきと学び、健やかに成長していくことのできる教育環境を整備します。

 ........................................................................ 12 

第２章 港区の学校教育に関する現状と課題 ..................................... 13 

１ 改定に当たって踏まえるべき背景 ......................................... 15 

（１）社会情勢の変化 ...................................................... 15 

（２）国や東京都の状況 .................................................... 16 

（３）港区の状況 .......................................................... 19 

２ 港区の学校教育に関する現状と課題 ....................................... 22 

（１）「徳」「知」「体」を育む学びの推進 ..................................... 23 

（２）未来を切り拓いて生き抜く力の育成 .................................... 43 

（３）地域社会と連携した教育の推進 ........................................ 53 

（４）学びを支える教育環境の整備 .......................................... 57 

第３章 学校教育の推進 ....................................................... 61 

１ 計画の全体像 ........................................................... 63 

２ 基本目標と施策の展開 ................................................... 64 

基本目標１ 「徳」「知」「体」を育む学びの推進 .............................. 66 

基本目標２ 未来を切り拓いて生き抜く力の育成 .............................. 77 

基本目標３ 地域社会と連携した教育の推進 .................................. 90 

基本目標４ 学びを支える教育環境の整備 .................................... 96 

第４章 計画の推進 .......................................................... 103 

１ 計画の推進体制 ........................................................ 105 

（１）推進体制 ........................................................... 105 



4 

（２）各主体の役割 ....................................................... 106 

２ 計画の進行管理 ........................................................ 107 

（１）管理方法 ........................................................... 107 

（２）評価方法 ........................................................... 108 

資料編 ...................................................................... 109 

１ 港区教育ビジョンの概要 ................................................ 111 

（１）港区教育ビジョンとは ............................................... 111 

（２）港区教育ビジョンの目的 ............................................. 111 

（３）港区が目指すこれからの教育 ......................................... 111 

（４）港区の教育における基本的方向性 ..................................... 112 

（５）教育ビジョンの実現に向けて ......................................... 113 

２ 港区学校教育推進計画検討委員会 ........................................ 114 

（１）港区学校教育推進計画検討委員会設置要綱 ............................. 114 

（２）港区学校教育推進計画検討委員会委員名簿 ............................. 115 

（３）港区学校教育推進計画検討委員会開催経過 ............................. 115 

３ 港区学校教育推進計画検討会 ............................................ 116 

（１）港区学校教育推進計画検討会設置要綱 ................................. 116 

（２）港区学校教育推進計画検討会委員名簿 ................................. 117 

（３）港区学校教育推進計画検討会開催経過 ................................. 117 

４ 区立幼稚園、小・中学校一覧 ............................................ 118 

（１）区立幼稚園 ......................................................... 118 

（２）区立小学校 ......................................................... 119 

（３）区立中学校 ......................................................... 119 

５ 主な小・中学校運営要員一覧 ............................................ 121 

６ 関連計画一覧 .......................................................... 122 

７ 用語解説 .............................................................. 124 

 

◆資料編の「用語解説」に掲載している用語には「※」の記号を付けています。 

 

 



 

5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の改定に当たって 
  



 

6 

  



 

7 

１ 計画の概要 

（１）港区学校教育推進計画とは 

「港区学校教育推進計画」は、「港区教育ビジョン（港区教育大綱）」が掲げる基本理

念、めざす人間像、取組の基本的方向性に基づき、子どもたちや学校を取り巻く環境の変

化、これまでの取組と成果、区民ニーズ等を踏まえた上で、区立幼稚園、小・中学校にお

ける教育のさらなる充実・発展、魅力ある学校づくりを着実に推進するため、今後の学校

教育施策の基本的な方向性と具体的な取組を示した計画です。 

 

（２）計画の目的 

港区では、「港区学校教育推進計画」（令和３（2021）年２月策定）で掲げられためざす

べき子どもの姿「夢と生きがいをもち、自ら学び、考え、行動し、未来を創造する子ど

も」の実現に向け、学校教育に関わる施策を推進してきました。 

一方で、こども家庭庁の設置やＧＩＧＡスクール構想※による児童・生徒１人１台のタ

ブレット端末配備、アフターコロナを見据えた取組の実施等非常に大きな社会情勢の変

化が生じています。 

このような背景から、港区では「港区教育ビジョン（港区教育大綱）」の基本理念・方

向性を踏まえつつ、学校教育を取り巻く社会情勢の変化や現状と課題に対応した施策を

計画的に推進するため、「港区学校教育推進計画」を改定することとしました。 
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（３）計画の位置付け 

「港区学校教育推進計画」は、学校教育分野における具体的な取組を推進するための

基本的な考え方や施策を示すものです。また、「港区基本計画・港区実施計画」をはじめ、

幼児教育や生涯学習、スポーツや図書館サービスなどの教育分野の各計画のほか、国際

化、環境等の関連計画と整合を図ります。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）計画の期間 

「港区基本計画」の計画期間と同様に、令和３（2021）年度から令和８（2026）年度ま

での６年間の計画とし、中間年となる令和５（2023）年度に見直しを行いました。 

港区学校教育推進計画 

令和３

（2021）

年度 

 

 

令和４

（2022）

年度 

 

令和５

（2023）

年度 

 

令和６

（2024）

年度 

 

令和７

（2025）

年度 

 

令和８

（2026）

年度 

 

  

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

整 合 

国の計画等 

港区の計画等 

 教育振興基本計画 

基本理念、めざす人間像 

取組の基本的方向 

港区基本計画 
港区実施計画 

 

区の行財政運営の指針

となる最上位計画 

港区基本構想 

港区の将来像、施策の方向 

教育大綱 

整 合 

港区学校教育推進計画 

港区教育ビジョン （p.111参照） 

努力義務 義務 

  国 
地方教育行政の組織及び 
運営に関する法律 

 国 
教育基本法 

港区生涯学習推進計画 港区立図書館サービス 

推進計画 

港区幼児教育振興 

アクションプラン 

港区スポーツ推進計画 

学校教育のさらなる

充実・発展のための

施策を定めた計画 

豊かな学びを支えるた

めの図書館サービスの

取組を定めた計画 

スポーツ活動の拡大に

向けた取組と施策の方

向性を定めた計画 

区民の学びの意欲に

応えるための施策を

定めた計画 

幼稚園教育のさらな

る充実のための施策

を定めた行動計画 

教育の基本を確立し、

その振興を図る 地方公共団体における教育行政の

組織及び運営の基本を定める 
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めざすべき子どもの姿 

２ めざすべき姿 
「港区教育ビジョン（港区教育大綱）」に掲げるめざす人間像、学校教育における現状

と課題を踏まえ、港区が育んでいく子どものめざすべき姿を前期計画から継承し、以下

のように掲げます。 

 

 

 

夢と生きがいをもち、自ら学び、考え、行動し、 

未来を創造する子ども 

 

全国的な少子高齢化や核家族化の進行、共働き世帯の増加等により、家庭を取り巻く

環境が大きく変化し、世代間交流の減少や地域とのつながりの希薄化が顕著になってい

ます。人々の働き方、生き方の多様化が子どもの生活習慣や健康に及ぼす影響について

も指摘されています。 

港区においては、急速な人口の増加に加え、さらなるグローバル化や都市開発の進展

等が、子どもの生活環境や学習環境、遊びの環境などに大きな影響を及ぼすことが考え

られます。 

こうした変化が激しく、将来を予測することが難しい社会において、子どもたちがよ

りよく生き抜いていくために、これからの教育には、一人ひとりの個性を伸ばし、多様な

能力を育むことが求められます。 

港区は「夢と生きがいをもち、自ら学び、考え、行動し、未来を創造する子ども」をめ

ざすべき子どもの姿として掲げ、生涯にわたり自ら学び続ける意欲を養い、新たな価値

を創造する、将来を担う人づくりに取り組みます。そのために学校は、保護者や地域と連

携し、子どもたちが安全・安心で、いきいきと楽しく学ぶことができる、質の高い学校経

営をめざします。 

 

    ≪学校経営の視点≫ 

     １ 子どもたちが安全で安心して過ごすことができる学校づくり 

     ２ 子どもたちがいきいきと楽しく学ぶことができる学校づくり 

     ３ 保護者や地域に信頼される学校づくり 
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３ 改定の方向性 
区立幼稚園、小・中学校における教育のさらなる充実・発展や魅力ある学校づくりを着

実に推進するため、基本的な考え方や施策、具体的な取組を示した港区学校教育推進計

画を改定します。 

改定に当たっては、計画策定時の方向性は維持しつつ、社会情勢の変化や国・都の政策

動向、港区におけるこれまでの取組の成果や、区立小・中学校の保護者や児童・生徒の実

態やニーズを把握するため実施した令和４（2022）年度アンケート調査の結果等を踏ま

えます。 

 

（１）自らが国づくり、社会づくりの主体となれるようその基盤となる、「徳」

「知」「体」を育み、一人ひとりの個性を伸ばす教育を推進します。 

①こども基本法や子どもの権利についての理解や自己肯定感を高め、自分を大切にする

とともに、他者を思いやる豊かな心の育成に取り組みます。いじめや差別をしない規

範意識を身につけ、協調性や助け合う心を育むため、人権教育や道徳教育をさらに推

進します。 

②小学校教科担任制や小・中学校の35人学級化を推進し、基礎的な学力と論理的思考力、

判断力、表現力の育成に取り組みます。港区の特性を生かした授業を展開し、子どもた

ちの知的好奇心を高め、意欲的に学ぶ姿勢を育みます。 

③コロナ禍によって低下した子どもたちの体力を向上させるため、一人ひとりの基本的

な生活習慣の確立と健康な体づくりを支援します。食育や学校保健のさらなる充実、

学齢や成長に応じた体力・運動能力を身につけるための教育に取り組みます。 

④学校司書※及び学校図書館支援員を活用し、「読書センター」「学習センター」「情報セ

ンター」として学校図書館の機能の充実を図り、読書をとおして人生を豊かにしよう

とする姿勢を育成します。 

⑤子どもたちの多様な学びの場を確保する取組を進めます。個に応じた教育を充実させ

るとともに、国籍や障害の有無に関係なく、自身が生活する地域の学校で、自分にあっ

た配慮を受け、ともに学ぶことをめざすインクルーシブ教育※の理念に沿った環境整備

を進めます。日本語を母語としない子ども、医療的ケア児※など、様々な困難を抱えた

子どもに対する支援の充実を図ります。 
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（２）未来への先行投資を実行し、「知」の世紀をリードする創造性や未来を

切り拓き、生き抜く力を育成します。 

①日常的にＩＣＴを活用できる環境を整え、情報技術を適切に活用した学習活動の充実

を図ることで、子どもたちの発達の段階に応じた、情報モラル及び情報活用能力を育

成します。プログラミング教育※を推進し、物事を順序立て、試行錯誤し解決する力を

育成します。 

②ＳＤＧｓ※達成に向け、世界が直面する社会、経済、環境の課題について子どもたちが

自分ごととして捉える意識の醸成や、日頃から取り組めるような知識を身につけるた

めの教育を推進します。社会の様々なことに子どもが関心を持ち、意見を発表できる

機会を充実させます。 

③ＧＩＧＡスクール構想※に対応した１人に１台のタブレット端末を活用することで、子

どもたち一人ひとりの理解度に合わせた個別最適な授業を実施するとともに、多様な

意見を共有しつつ合意形成を図る活動など協働的な学びを推進します。 

④郷土の歴史や文化、理科・科学、防災、環境等に関する体験学習の充実により、特色あ

る教育を推進します。港区立みなと科学館を活用し、理数教育※やＳＴＥＡＭ教育※、

環境教育※に取り組み、未来を創造する力を育成します。 

⑤教育センターを核とした相談機能を一層充実させ、不登校の児童・生徒や保護者の悩

みに寄り添うとともに、医療、大学、児童発達支援センター等の関係諸機関と連携して

課題の解決を図ります。港区子ども家庭総合支援センターと連携し、児童虐待やいじ

めなど生活指導上の課題に対応します。 

⑥港区ならではの幼児期からの教育カリキュラムや、アカデミー※ごとに連携した幼・小

中一貫教育をさらに発展させ、子どもたちの発達や学びの連続性に配慮した教育を推

進します。選ばれる区立小・中学校となるよう各学校の魅力を高める取組を進めると

ともに、将来を見据えた進路選択ができるよう、保護者と子どもたちへの情報提供や

相談機能の充実を図ります。 

 

（３）家庭や地域との連携を深めるとともに、港区の特性を生かした特色ある

教育を推進し、世界に貢献できる人材を育成します。 

①英語によるコミュニケーション能力の向上にとどまらず、自国や他国の伝統や文化な

どについても学ぶ国際理解教育を推進します。イングリッシュサポートコース

（ＥＳＣ）※や日本語指導といった外国人などの子どもの学びを支える取組の充実も進

め、国際社会で活躍する人材の育成に取り組みます。 

②企業や大学、ＮＰＯ等の団体、大使館など港区の豊富な人材や社会資源をこれまで以

上に活用し、特色ある教育を推進します。子どもたち一人ひとりに応じた学びを提供

するとともに、子どもたちが多様な人々と協働することで、将来の夢や目標を持つこ

とができる機会を創出します。 
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③保護者自身が家庭内での教育について学ぶ機会をつくることなどにより、これまで以

上に幼稚園・学校及び家庭との連携を深め、家庭の教育力の向上に努めます。 

④区立幼稚園、小・中学校への理解を深めてもらうため、学校での取組や子どもたちの様

子を保護者や地域に向けて積極的に情報発信します。 

⑤コミュニティ・スクールを充実させ、保護者や地域の声を聴き、地域とともにある学校

として、ＰＴＡや地域との連携も深め、積極的な地域参加により、地域が一体となって

子どもたちの健全な育ちを支える環境づくりに取り組みます。 

 

（４）教員の働き方改革とともに学校の教育力の向上を図り、子どもたちが安

全・安心に、いきいきと学び、健やかに成長していくことのできる教育環

境を整備します。 

①校務支援システム※やクラウドサービス、タブレット端末等のＩＣＴの活用や学校行事

などの積極的な見直し、部活動指導員※など人的資源のさらなる活用など教職員の働き

方改革に取り組み、教員が子どもと向き合う時間を確保し、子どもたちの学びの一層

の充実につながる取組を推進します。また、教職員がＩＣＴを効果的に活用でき、教育

の質の向上につながるよう支援します。 

②防災、防犯、交通安全、感染症対策など、社会生活を営む上での様々なリスクから自ら

の安全安心を守ることができる力を養う教育を進めます。 

③教員の指導体制の充実、専門的な人材との連携など、学校が抱える複雑・多様な課題を

解決し、子どもたちに必要な資質・能力を育む「チームとしての学校」の体制整備に取

り組みます。 

④幼児・児童・生徒数の増加に的確に対応するため、ウェルビーイングの実現をめざし、

安全・安心な教育環境を計画的に整備します。学校施設の安全点検、通学路点検等の安

全対策、いじめの防止や食物アレルギーへの適切な対応等、子どもたちの安全確保を

第一とした取組を推進し、子どもを事件・事故から守ります。 

⑤子どもたち一人ひとりが、夢と希望をもって成長していけるよう、「学習支援」「相談

の充実」「家庭教育の支援」「経済的支援」の４つの柱による学びの未来応援施策を引き

続き推進します。 
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１ 改定に当たって踏まえるべき背景 

（１）社会情勢の変化 

①新型コロナウイルス感染症の影響 

令和２（2020）年以降、世界的に新型コロナウイルスが感染拡大し、外出の自粛やマス

クの着用が求められるなど、収束が見通せない状況にありました。一方で、テレワークや

キャッシュレス決済の普及など、新しい働き方や暮らし方が浸透しました。 

その後、令和５（2023）年３月からマスクの着用が個人判断となり、同年５月には新型

コロナウイルス感染症が感染症法上の２類相当から５類へ移行され、法律に基づいた外

出自粛の要請がなくなり、感染症対策は個人の判断に委ねられるなど、社会はアフター

コロナへと向かいつつあり、コロナ禍の収束後に向けた取組を進める必要があります。 

 
②変わりゆく社会動向 

ア ＤＸ※の進展 

ＤＸ※（デジタルトランスフォーメーション）はデジタル技術の進歩とともに自治体で

も拡がりを見せており、教育行政の充実や効率化に向け、ＡＩ※やロボットなど、先端技

術を活用した施策の推進が求められています。あわせて、誰一人取り残さない人にやさ

しいデジタル化を進める必要があります。 

 

イ 総合的な子ども政策の推進 

令和５（2023）年４月に「こども基本法」が施行され、国は「こどもまんなか」をスロ

ーガンに、子ども政策を総合的に推進する司令塔として、こども家庭庁を設置しました。

出生率の低下や少子化への対策、困難な状況にある子どもの支援や居場所づくりなど、

横断的に切れ目のない子ども・子育て政策を推進していく必要があります。 

 

ウ ＳＤＧｓ※の達成に向けた取組の加速 

ＳＤＧｓ※（持続可能な開発目標）の達成期限である令和 12 年（2030 年）まで 10 年を

切り、「行動の 10 年」を迎えています。また、国は令和 32 年（2050 年）までにカーボン

ニュートラルをめざすことを宣言しています。 

 

エ 地域共生社会※の実現に向けた取組の推進 

社会構造の変化などの影響により、ニーズは多様化しています。障害の有無や年齢、性

別、国籍等を問わず、区民一人ひとりがともに支え合いながら、自分らしく生きがいを持

って暮らせる地域共生社会※の実現に向けた取組の推進が一層求められています。 
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（２）国や東京都の状況 

①国の状況 

ア 令和の日本型学校教育に向けた今後の方向性 

令和３（2021）年１月に中央教育審議会における答申において、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０※

時代、先行きが不透明で予測困難な時代に対応するため、令和の日本型学校教育の構築

に向けた今後の方向性が示されました。 

指導の個別化と学習の個性化に基づく「個別最適な学び」と探究的な学習や体験活動

などを通じ、多様な他者と協働しながら、他者を価値ある存在として尊重し、様々な社会

的な変化を乗り越え、持続可能な社会の創り手となることができるよう、必要な資質・能

力を育成する「協働的な学び」を一体的に充実していくことが求められています。 

 

イ 少人数教育の推進 

令和３（2021）年３月に改正義務教育標準法（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職

員定数の標準に関する法律）が可決されたことを受け、令和７（2025）年度までに小学校

（義務教育学校の前期課程を含む）の学級編制の標準が段階的に 40 人から 35 人に引き

下げられます。児童数が増加する見込みの地域では、就学人数に応じた教室数の確保や

教育環境の整備を推進していく必要があります。 

 

ウ ＧＩＧＡスクール構想※の推進 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴いＧＩＧＡスクール構想※が前倒しで進められ、児

童・生徒１人１台端末が早期実現しました。学習指導要領で児童・生徒の「学びの基盤と

なる資質・能力」のひとつとして位置付けられた「情報活用能力」を育成するとともに、

「個別最適な学び」と「協働的な学び」の実現に向け、更なるＩＣＴ機器の整備・利活

用、ＩＣＴ活用に向けた教員の資質・能力の向上が求められています。 

 

エ 医療的ケア児※の支援 

令和３（2021）年９月に「医療的ケア児※及びその家族に対する支援に関する法律」が

施行され、医療的ケア児※の日常生活及び社会生活を社会全体で支援することとされまし

た。国・地方公共団体の責務として、医療的ケア児※が医療的ケア児※ではない他の児童・

生徒とともに教育を受けられるよう、関係機関と連携を図り、必要な支援を行っていく

ことなどが求められています。 

 

オ こども家庭庁の創設 

令和５（2023）年４月に内閣府の外局としてこども家庭庁が設置されています。令和３

（2021）年 12 月に閣議決定された「こども政策の新たな推進体制に関する基本方針」で

は、こども家庭庁が主導する今後のこども政策の基本理念が示されています。 

令和５（2023）年 12 月には、こども基本法に基づき、子ども政策を総合的に推進する

ため、政府全体の子ども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」が閣議決定されま

した。 
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カ 幼保小の架け橋プログラム 

幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領と小学校学

習指導要領では、幼児教育と小学校教育との円滑な接続を重視しています。 

子どもに関わる大人が立場を越えて連携し、架け橋期※にふさわしい主体的・対話的で

深い学び※の実現を図り、一人ひとりの多様性に配慮した上で全ての子どもに学びや生活

の基盤を育むことをめざすものとして、国は「幼保小の架け橋プログラム」を実施してい

ます。令和４（2022）年度から３か年程度を念頭に、全国的な架け橋期※の教育の充実と

ともに、モデル地域における実践を並行して集中的に推進していくこととしています。 

 

②東京都の状況 

ア 小学校教科担任制の導入、試行実施 

文部科学省では、令和３（2021）年１月に専門性の高い教科指導を通じた教育のさらな

る質の向上と、学校における働き方の改革実現に向け、令和４（2022）年度から小学校教

科担任制を本格導入することを決定しました。 

東京都では、国の方針を受け、令和３（2021）年度に都内の小学校 10 校を「小学校教

科担任制等推進校」としてモデル校に指定し、令和５（2023）年度まで試行実施します。 

 

イ 特別支援教育の推進 

共生社会※の形成に向けては、障害者の権利に関する条約に基づくインクルーシブ教育※

システムの理念が重要であり、その構築のためには、特別支援教育を着実に進めていく

必要があります。東京都は、令和４（2022）年３月に「東京都特別支援教育推進計画（第

二期）第二次実施計画～共生社会※の実現に向けた特別支援教育の推進～」を策定し、共

生社会※の実現に向け、全ての学びの場における特別支援教育の充実を図ります。特にイ

ンクルーシブな教育の推進、医療的ケア児※への支援の充実、デジタルを活用した教育の

推進の３点を重点的に対応するとしています。 

   

ウ 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会のレガシーの継承    

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会のレガシーを継承していくことなど

を見据え、東京都は、令和４（2022）年３月に東京の子どもたちが楽しみながら運動やス

ポーツに参画し、体力を高めることを目的とした「ＴＯＫＹＯ ＡＣＴＩＶＥ ＰＬＡＮ 

ｆｏｒ ｓｔｕｄｅｎｔｓ」を策定しました。 

   

エ 東京都こども基本条例の施行と子供政策連携室の設置 

令和３（2021）年４月に東京都が取り組むべき施策の基本となる事項を定めた「東京都

こども基本条例」が施行され、第十六条ではこども施策を総合的に推進する体制の整備

が規定されました。 

また、都政の政策全般を子ども目線で捉え直し、政策を総合的に推進する体制を構築

するため、令和４（2022）年４月に「子供政策連携室」を設置しました。 
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オ 「未来の東京」戦略ｖｅｒｓｉｏｎ ｕｐ 2023 の策定 

令和３（2021）年３月に策定した「『未来の東京』戦略」に掲げた政策のバージョンア

ップを図るため、令和５（2023）年１月に「『未来の東京』戦略ｖｅｒｓｉｏｎ ｕｐ 2023」

を策定し、一つの大きな政策の切り口として「チルドレンファーストの社会」を掲げまし

た。日本語を母語としない子ども、医療的ケア児※への支援など、全ての子どもが自分ら

しく、健やかに成長できる社会づくりに向けて、様々な支援を展開しています。 

 

カ 不登校等対応 

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など生活指導上の課題に対応するため、「家庭と

子供の支援員」を小・中学校に配置しています。教職員と同支援員が連携して支援を行う

ことができるよう、定期的に助言を行うスーパーバイザー（弁護士、医師、臨床心理士な

ど）を配置しています。 

令和５（2023）年度からは、中学校 20 校に不登校対応専門教員を配置し、小・中学校

209 校で校内別室指導支援員を配置しました。また、不登校や日本語指導が必要で、学校

や教育支援センターなどに通えていない児童・生徒に対し、デジタル技術を活用した新

たな学びの場（バーチャル・ラーニング・プラットフォーム）を提供しています。 

 

キ 英語力の強化 

令和４（2022）年度から都内公立中学校３年生を対象に「中学校英語スピーキングテス

ト（ＥＳＡＴ―Ｊ）」を実施しています。 

令和５（2023）年度から、都立高校入試の英語検査への活用に加え、小学校において身

につけた英語「話すこと」の力を把握し、小学校までの学習成果を中学校に円滑に接続す

るとともに、各学年の学びの連続性を意識した指導を行うため、中学校１年生・２年生に

おけるスピーキング力を測るテストを実施しています。 

これまで指定校などで実施してきたネイティブ講師との１対１のオンライン英会話を

全都立高校に拡大し、ネイティブ人材を活用して英語力を強化します。 

 

ク 教員の採用選考方法見直し 

令和５（2023）年度から東京都公立学校教員採用候補者選考（６年度採用）における選

考方法を見直し、大学３年生などに前倒しで一次選考を受験できるようにして教員採用

試験をより受験しやすくするほか、例年 10 月中旬である合格発表を、民間企業の内定式

（10 月１日～）より早い９月下旬に変更しました。前倒しすることで受験者の進路決定

を早め、民間企業へ流れていた人材の確保をめざしています。その他、社会人特例選考に

おける年齢要件を現状の 40 歳以上から 25 歳以上への緩和、東京都公立学校正規教員経

験者の一次選考を免除するカムバック採用の導入などにより、受験者の負担軽減と受験

対象者の拡大、中途退職者の復帰を促進します。 
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（３）港区の状況 

①区の人口推移 

区の人口は、令和２（2020）年６月以降、これまでの増加傾向から一転して減少傾向と

なりましたが、令和４（2022）年２月からは再び増加に転じています。今後、各年代で人

口増加が続くことが見込まれ、令和 13（2031）年には 30 万人に達する見通しです。 

そのうち年少人口は令和 16（2034）年まで増加し続ける見込みとなっています。 

 
②全ての区立中学校の全部活動に部活動指導員※を配置 

令和５（2023）年度から、全ての区立中学校の全部活動に部活動指導員※を配置しまし

た。生徒が専門性の高い指導を継続的に受けられる環境を整えるとともに、部活動指導

員※が休日の大会引率などにも対応することで、教員の働き方改革を推進しています。 

 

③全ての区立小学校で教科担任制を実施 

モデル校４校で全国に先駆けて実施していた小学校の高学年の教科担任制を、令和５

（2023）年度から、全ての区立小学校へと拡充しました。この独自の取組により、授業の

質を向上させるとともに、授業準備の効率化などにより教員の負担軽減につなげていま

す。 

 

④ＧＩＧＡスクール構想※実現への取組 

ＧＩＧＡスクール構想※の推進に向けた課題を解決するため、教育情報参事官をアドバ

イザーとして位置付ける港区ＧＩＧＡスクールタスクフォースのもと、学びの支援体制

を強化し、独自のＧＩＧＡスクール構想※を推進しています。具体的には、令和の時代に

ふさわしい学びの指針の策定、端末の保守運用業務の円滑化や教員の端末の活用方針の

策定、情報モラルを向上させる方策の検討、教員が端末をスムーズに活用できるよう研

修を充実することなどに取り組んでいます。 

 

⑤子どもの体力向上に向けた取組 

新型コロナウイルス感染症の影響により、子どもたちの低下した体力を向上させるた

め、一人ひとりの健康な体づくりを支援し、体力・運動能力を伸長させるための教育を推

進しています。 

具体的には、学校の実態にあった特色ある「一校一取組運動」、ＭＩＮＡＴＯリズムダ

ンスフェスタの開催、体力向上リーフレットの作成、放課後運動教室の開催（外部事業者

モデル実施）、港区体力向上優秀校の表彰などに取り組んでいます。さらには、子どもた

ちが学校生活の中で楽しみながら体力を向上できるよう、全ての区立小学校と幼稚園に

ボルダリング設備を設置しています。 
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⑥ＳＤＧｓ※・環境教育※ 

ＳＤＧｓ※の視点から、持続可能な社会の創り手となる子どもたちを育成する教育を充

実させています。 

具体的には、学校の敷地内外の自然環境やビオトープを活用した環境教育※の実施（各

教科における取組、企業と連携した取組等）や、みなと子どもエコアクション事業の取組

強化、太陽光発電設備を活用した学習、若手教員研修での環境教育※の研修開催などに取

り組んでいます。 

 

⑦国際理解教育の充実 

英会話教室をとおして異文化理解の推進や高校受験に向けて学びを深め、国際人とし

ての資質を育成することを目的として、令和５（2023）年度から区立中学校３年生を対象

に、オンライン英会話教室を実施しています。 

「国際科※」、「英語科国際※」等の区独自の取組の質向上を目的として、教科としての

英語科導入を踏まえたカリキュラム改訂、学校における指導の実態把握及び国際理解教

育に資する授業改善、幼児期からの一貫した国際理解教育、海外派遣事業のプログラム

内容の質の向上などに取り組んでいます。 

 

⑧いじめ防止 

子どもたちを取り巻く生活環境が変化し、いじめの様態が多様化していることから、

いじめの未然防止に向けた取組を強化することを目的とした事業の見直しを行っていま

す。 

具体的には、ＳＮＳトラブルの防止をテーマとした「いじめ防止講演会」の開催、港区

児童相談所や子ども家庭総合支援センター等の関係機関と連携したいじめの未然防止の

取組強化、タブレット端末を活用したいじめ防止の啓発、心理検査の電子化（ＷＥＢＱＵ※）

による対応の迅速化などに取り組んでいます。 

 

⑨新型コロナウイルス感染症関連 

新型コロナウイルス感染症が、子どもたちに与えた影響を把握し、今後の幼児・児童・

生徒の学びを保障する対応策について検討することを目的として、令和３（2021）年 10

月に「コロナ禍の子どもたちの生活に関する実態調査」を実施しました。主な結果とし

て、感染症が拡大する前に比べて、子どもの体力低下、友達との関わり、外で遊ぶ時間な

どが減少している一方で、家族の会話や保護者と過ごす時間が増えた、衛生面に関する

意識が向上したといった変化が確認されています。 

 

 

 

 

 

 



 

21 

⑩港区子ども家庭総合支援センターの開設 

令和３（2021）年４月に港区子ども家庭総合支援センターを開設しました。この施設

は、親子が気軽に立ち寄れる子育ての拠点である港区立子ども家庭支援センター、専門

職による児童の診断とその過程への援助を行う専門相談機関である港区児童相談所、母

子が入所し自立を支援するための港区立母子生活支援施設メゾン・ド・あじさいの複合

施設です。 

これら３施設を複合施設とすることで、増加する児童虐待などの子どもの相談に迅速

にワンストップで対応するとともに、各施設の持つ機能と専門性を活用し、妊娠期から

子育て期、思春期、児童の自立まで、地域ぐるみで切れ目なく、子どもと家庭への丁寧な

支援を行っています。 
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２ 港区の学校教育に関する現状と課題 
港区学校教育推進計画の改定に向け、子どもの保護者や区立学校に在籍する児童・生

徒の実態やニーズを把握し、計画改定や今後の学校教育に関する施策や事業を推進する

際の基礎資料として活用することを目的として、「港区学校教育推進計画の改定に向けた

アンケート調査」を実施しました。 

本アンケート調査をはじめ、関連調査の結果等を踏まえ、港区の学校教育に関する現

状と課題を整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

港区の教育についてのアンケート調査（子ども向け）の実施概要 

○調査目的 

港区学校教育推進計画の改定に向け、区立小・中学校の児童・生徒に対して、学校生活に

おける実態や要望等を把握し、今後の区の学校教育に関する施策や事業を推進する際の基

礎資料として活用するため。 

○調査対象 

①区立小学校５年生 1,534 名（19 校 48 学級） 

②区立中学校２年生 692 名（10 校 24 学級） 

○調査方法 

学校を通じた配布及び回収（学校配布のタブレット端末を用いてインターネットにより回

収） 

○調査期間 

令和４（2022）年 11 月９日（水）～12 月４日（日） 

○有効回収率 

①82.3％（回収数：1,263 件） 

②88.2％（回収数：610 件） 

港区学校教育推進計画の改定に向けたアンケート調査（保護者向け）の実施概要 

○調査目的 

港区学校教育推進計画の改定に向け、港区民に対して、学校教育との関わりや要望等を把

握し、今後の教育施策の検討に当たっての基礎資料として活用するため。 

○調査対象 

①満６歳から満 11 歳までの子どもの保護者 1,500 名（うち 120 名は外国人） 

②満 12 歳から満 14 歳までの子どもの保護者 1,000 名（うち 80 名は外国人） 

○抽出方法 

住民基本台帳から無作為に抽出 

○調査方法 

郵送配付、回収は郵送又はインターネットにより回収 

○調査期間 

令和４（2022）年 11 月９日（水）～12 月４日（日） 

○有効回収率 

①37.5％（回収数：563 件） 

②33.3％（回収数：333 件） 
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（１）「徳」「知」「体」を育む学びの推進 

①豊かな心の育成 

「令和５（2023）年度全国学力・学習状況調査」の意識調査では、「学校に行くのは楽

しい」と感じている子どもが多く、学校教育について肯定的に捉えている子どもが多い

という結果が出ています。また、適応指導教室（つばさ教室）※の整備や、教育センター

相談員※、スクールカウンセラー※などによる相談機能の充実により、不登校児童・生徒

の出現率の縮小に努めています。 

保護者や区内の私立学校、医師、警察等の参加を得て、区長を会長として開催している

「港区いじめ問題対策連絡協議会」など、学校や家庭、地域、関係機関との連携による、

いじめ防止の取組やいじめ発見後の迅速な対応などのほか、各学校におけるいじめ防止

に向けた児童・生徒の主体的な取組により、区立小・中学校におけるいじめの発生率は全

国的に増加傾向が見られる中でも低い数字を維持しています。 

令和４（2022）年度に実施した保護者向けアンケート調査では、子どもがどのように育

ってほしいかという問いに対して、「いろいろなことに興味を持ち、挑戦する子ども」「思

いやりのある、優しい子ども」との回答が最も多い結果となっています。 

課題として、「学校に行くのは楽しいと思うか」の質問に肯定的回答をしている割合が

小学生と比べて中学生が低いことが挙げられます。 

港区の子どもたちが、社会性を備え豊かな心をもった大人として成長することを願い、

人権教育や道徳教育をはじめ、体験活動をとおした交流の機会などが求められています。

あわせて、地域に根差した教育を推進する中で、相手を思いやる心や自ら考え表現する

力などを育む機会を充実させることが必要となっています。 
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学校に行くのは楽しいと思うか 

【小学校】 

 
 
【中学校】 

 
出典：令和５（2023）年度全国学力・学習状況調査 
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34.1 

35.5 

8.5 

10.1 

9.9 

5.8 

5.4 

4.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

港区（区立）

都道府県(公立)

全国(公立)

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらかといえば、そう思わない

そう思わない その他 無回答

（％）小学校

47.1 

42.9 

43.3 

34.4 

38.7 

38.5 

9.9 

12.1 

12.1 

6.0 

5.6 

5.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

港区（区立）

都道府県(公立)

全国(公立)

そう思う どちらかといえば、そう思う どちらかといえば、そう思わない

そう思わない その他 無回答

（％）中学校
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区立小・中学校におけるいじめの推移 

   

 小学校 中学校 

 港区 全国 港区 全国 

全児童数 件数 
発生率

（％） 
全児童数 件数 

発生率

（％） 
全生徒数 件数 

発生率

（％） 
全生徒数 件数 

発生率

（％） 

平成２０年度 6,105 17 0.27 7,121,781 40,807  0.57 1,688 10 0.59 3,603,220 36,795  1.02 

平成２１年度 6,184 21 0.33 7,063,606 34,766  0.49 1,688 9 0.53 3,612,747 32,111  0.89 

平成２２年度 6,373 15 0.23 6,993,376 36,909  0.53 1,693 17 1.00 3,572,652 33,323  0.93 

平成２３年度 6,496 17 0.26 6,887,292 33,124  0.48 1,743 6 0.34 3,589,774 30,749  0.86 

平成２４年度 6,586 24 0.36 6,764,619 117,384  1.74 1,830 9 0.49 3,569,010 63,634  1.78 

平成２５年度 6,803 23 0.33 6,676,920 118,748  1.78 1,863 13 0.69 3,552,455 55,248  1.56 

平成２６年度 7,224 12 0.16 6,600,006 122,734  1.86 1,897 16 0.84 3,520,730 52,971  1.50 

平成２７年度 7,615 20 0.26 6,543,104 151,692  2.32 1,847 12 0.63 3,481,839 59,502  1.70 

平成２８年度 8,014 18 0.22 6,491,834 237,256  3.65 1,874 6 0.32 3,426,962 71,309  2.08 

平成２９年度 8,603 31 0.36 6,463,416 317,121 4.91 1,973 9 0.45 3,357,435 80,424 2.40 

平成３０年度 9,116 42 0.46 6,451,187 425,844 6.60 1,991 21 1.05 3,279,186 97,704 2.98 

令和元年度 9,423 65 0.68 6,395,842 484,545 7.58 2,003 19 0.94 3,248,093 106,524 3.28 

令和２年度 9,836 49 0.49 6,333,716 420,897 6.65 2,053 7 0.34 3,244,958 80,877 2.49 

令和３年度 10,161 77 0.76 6,262,256 500,562 7.99 2,180 7 0.32 3,266,896 97,937 3.00 

令和４年度 10,334 183 1.77 6,196,688 551,944 8.90 2,193 17 0.77 3,245,395 111,404 3.43 

◆発生率（％）＝（認知件数／全児童生徒数）×100 により算出 

◆港区データは港区独自の調査の結果より抜粋 

◆全国データは「令和４（2022）年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 

（文部科学省）の結果より抜粋 

 

 

  



第２章 港区の学校教育に関する現状と課題 

26 

どのような子どもに育ってほしいか（保護者）※上位５つまでを抜粋 

 
【６～11 歳保護者】 

 

 

【12～14 歳保護者】 

 

 

出典：港区学校教育推進計画改定に向けたアンケート調査（保護者向け） 
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健康で活発な子ども
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いろいろなことに興味を持ち、

挑戦する子ども

思いやりのある、優しい子ども

自ら意欲的に学ぶ子ども

健康で活発な子ども

社会性、協調性のある子ども

第１位 第２位 第３位
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②確かな学力の育成 

「令和５（2023）年度全国学力・学習状況調査」の結果では、区立小学校においては国

語・算数の２教科ともに全国及び東京都の平均正答率を上回っています。区立中学校に

おいては国語・数学・英語の３教科ともに全国の平均正答率を上回っている一方で、国語

は東京都を下回っています。なお、数学は東京都と同率、英語は東京都を大きく上回る結

果となっています。 

課題として、中学校英語の標準偏差の値が国語、数学より大きいことが挙げられます。

このことは、英語の得点の散らばりが大きいことを意味しており、個に応じた習熟度別

指導の充実が求められています。 

学力向上の課題に対しては、学習習慣の確立、基礎・基本の定着を図ることはもとよ

り、子どもの知的好奇心を育み、主体的な学びを習慣化させるとともに、学んだ知識を活

用し、未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力等を育成することが重要です。 

そのために、港区の教員一人ひとりが、児童・生徒の「主体的・対話的で深い学び※」

の実現に向けた授業改善が求められます。実生活を含む様々な場で活用可能な資質・能

力を身につけることができるよう、全ての教員が授業改善に取り組み、学校全体でカリ

キュラム・マネジメント※を進めていく必要があります。 

令和４（2022）年度に実施した子ども向けアンケート調査では、「どんな学校図書館だ

ったらよいと思うか」という問いの回答で、「自分の読みたい本がある」が最も多く、次

いで「本の種類がたくさんある」と続いており、学校図書館には、引き続き児童・生徒の

志向にあった図書館資料の充実が求められています。 

また、司書教諭※に加え、学校司書※及び学校図書館支援員の資質能力の向上を図ると

ともに、「読書センター」「学習センター」「情報センター」の３つの機能を充実させるこ

とで、子どもたちの健全な教養を育成する必要があります。 
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小学校６年生・中学校３年生の国語・算数（数学）・英語における平均正答率 

（港区・東京都・全国） 

 
 

 

 

 

 

出典：令和５（2023）年度全国学力・学習状況調査 
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令和５（2023）年度全国学力・学習状況調査 調査結果概況 

国語
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9.4 / 14

児童数 平均正答数
平均正答率

(％)
中央値 標準偏差

港区 1,507 74 11.0 2.9

全国（公立） 964,177 67.2 10.0 2.9

東京都（公立） 92,171 69 10.0 3.1
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算数
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平均正答率

(％)
中央値 標準偏差

港区 1,506 74 13.0 3.7

全国（公立） 964,350 62.5 11.0 3.8
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国語 

 

 

 

数学 

 

 

 

10.7 / 15
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10.5 / 15
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中学生 
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英語 

 

 

英語「話すこと」 

 

 

 

 

出典：令和５（2023）年度全国学力・学習状況調査 
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8.8 / 21

7.7 / 21

東京都（公立） 71,486 52 9.0 4.3

全国（公立） 893,528 45.6 7.0 4.2

港区 686 60 11.0 4.3
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平均正答率

(％)
中央値 標準偏差
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全国（国公私立） 814,666 0.6 / 5 12.4 0.0 1.0
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区立小・中学校の蔵書数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：港区 

 

No. 学校名 
４年度末 
蔵書数 
(A) 

４年度学級数 
(特別支援学級※含) 

図書標準 
(B) 

充足率 
(A/B) 

1 御成門小学校 11,609 15 9,160 1.267 

2 芝小学校 12,647 15 9,160 1.381 

3 赤羽小学校 11,437 17 9,960 1.148 

4 芝浦小学校 17,143 30 12,760 1.343 

5 芝浜小学校 10,712 13 8,360 1.281 

6 御田小学校 11,520 14 8,760 1.315 

7 高輪台小学校 15,805 23 11,360 1.391 

8 白金小学校 17,611 23 11,360 1.550 

9 港南小学校 15,737 43 14,320 1.099 

10 麻布小学校 10,032 12 7,960 1.260 

11 南山小学校 9,789 10 7,000 1.398 

12 本村小学校 11,657 14 8,760 1.331 

13 笄小学校 14,715 17 9,960 1.477 

14 東町小学校 11,764 15 9,160 1.284 

15 赤坂小学校 11,110 18 10,360 1.072 

16 青山小学校 10,792 11 7,480 1.443 

17 青南小学校 13,094 21 10,960 1.195 

18 御成門中学校 12,803 8 8,480 1.510 

19 三田中学校 12,419 9 9,040 1.374 

20 高松中学校 20,526 10 9,600 2.138 

21 港南中学校 11,934 13 11,200 1.066 

22 六本木中学校 9,693 9 9,040 1.072 

23 高陵中学校 11,466 8 8,480 1.352 

24 赤坂中学校 10,310 6 7,360 1.401 

25 青山中学校 11,389 8 8,480 1.343 

26 白金の丘学園 24,769 小 23/中 6 18,720 1.323 

27 お台場学園 20,745 小 13/中 5 15,080 1.376 
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「どんな学校図書館だったらよいと思うか」（児童・生徒） 

 
出典：港区の教育についてのアンケート調査（子ども向け） 
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先生や図書室の先生が相談に
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インターネットを使える

長い時間開いている

学校のある日はいつでもあい

ている

その他

無回答

小学生（Ｎ＝1263）

中学生（Ｎ＝610）

（％）
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③健やかな体の育成 

スポーツ庁の「令和４（2022）年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」によると、

令和元（2019）年度調査から継続して小・中学生の男女ともに体力合計点が低下し、令和

４（2022）年度は過去最低の数値でした。低下の主な要因としては、１週間の総運動時間

が 420 分以上の児童生徒の割合は増加しているものの、以前の水準には至っていないこ

とや、肥満である児童生徒の増加、さらに朝食欠食、睡眠不足、映像の視聴時間増加など

の生活習慣の変化のほか、新型コロナウイルス感染症の影響により、マスク着用中の激

しい運動の自粛なども考えられます。また、テレビ、ゲーム機、スマートフォン、パソコ

ン等による映像の視聴時間は、小中学生ともに女子よりも男子の方が長時間となる傾向

がみられます。平日１日当たりの映像視聴時間が長時間になると体力合計点が低下する

傾向があります。 

区立小・中学校と東京都で体力合計点を比較すると、小学生では男女ともに全学年で

上回っていますが、中学校では男女ともにほとんどの学年で下回っています。 

令和４（2022）年度に実施した子ども向けアンケート調査では、運動やスポーツをする

ことが好きかという問いについて、小学生は６割以上が好きと回答しているのに対し、

中学生では６割未満となっています。 

生涯にわたって運動に親しみ、多様なスポーツを楽しむためには、幼児期から青年期

に至るまでの間に、基本的な生活習慣を身につけ、健康や体力を保持・増進していくため

の態度を養い、日常生活の身体活動量を増加させて、基礎体力を十分に高めていくこと

が重要です。幼児期には、多様な動きを獲得していくために、１日 60 分以上を目途に運

動の時間を確保することや、多様な運動遊びに取り組むことが求められています。また、

小中学生では、成長過程を理解し、発達段階に合わせた運動を行うことにより、体力を向

上させていくことが求められています。 

体育の授業改善・充実はもとより、日常から運動に親しむ環境づくりを行うことによ

り、幼児・児童・生徒の身体活動量を増やし、人間の活動の源となる体力を向上していく

必要があります。  



第２章 港区の学校教育に関する現状と課題 

36 

体力合計点の推移 
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出典：令和４（2022）年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

（令和２（2020）年度はコロナ禍のためデータなし） 
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映像の視聴時間別児童生徒割合 

 

  

小学校５年生 中学校２年生 

男子  女子  男子  女子  

５時間以上  16.9％   12.6％   16.6％   14.8％  

４時間以上５時間未満  10.2％   9.4％   11.7％   11.3％  

３時間以上４時間未満  13.8％   12.5％   18.4％   18.1％  

２時間以上３時間未満  20.9％   19.4％   26.2％   25.9％  

１時間以上２時間未満  23.5％   24.7％   20.9％   21.7％  

１時間未満  12.8％   18.6％   5.5％   7.4％  

まったく見ない  2.0％   2.7％   0.7％   0.6％  

出典：令和４（2022）年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 
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映像の視聴時間別体力合計点
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出典：令和４（2022）年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 
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令和４（2022）年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 調査結果概況 

  

 

 

 

出典：令和４（2022）年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

 

「運動やスポーツをすることが好きか」（児童・生徒） 

 

出典：港区の教育についてのアンケート調査（子ども向け） 
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し数）

50m走
（秒）

立ち幅
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ボール
投　げ
（m）

体　力
合計点

全 国 139.5 35.5 16.2 18.9 33.8 40.4 - 45.9 9.5 150.9 20.3 52.3
東京都 140.0 35.5 16.4 19.2 35.0 40.5 - 45.9 9.4 150.4 19.9 52.6
港 区 140.2 34.4 16.4 19.1 34.7 42.8 - 45.5 9.2 154.6 19.8 54.0
全 国 161.1 50.5 29.0 25.6 43.8 51.0 410.9 77.7 8.1 196.8 20.2 40.9
東京都 161.2 50.6 28.9 25.6 42.7 50.8 414.6 76.3 8.1 195.6 20.1 40.1
港 区 162.8 49.5 30.1 25.4 42.4 51.5 401.7 77.2 8.0 199.0 20.7 40.6

※ ・・・港区の平均値が、東京都の平均を上回っているもの

中
学
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2年

Ｒ４男子

小
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港 区 142.3 34.9 16.0 18.6 40.3 41.1 - 35.8 9.5 149.7 11.7 55.8
全 国 154.9 47.1 23.2 21.6 46.1 45.8 304.0 51.3 9.0 166.9 12.4 47.3

東京都 155.4 47.2 22.9 21.9 45.1 45.6 305.3 50.4 8.9 166.3 12.2 46.6

港 区 156.0 46.6 23.4 21.1 46.1 45.6 298.5 50.4 8.9 168.8 12.0 46.7
※ ・・・港区の平均値が、東京都の平均を上回っているもの
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（％）
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④インクルーシブ教育※の推進 

通常の学級に在籍している、知的に遅れのない発達障害等の特別な支援が必要な児童・

生徒のために、学習支援員※を配置し、個別に学習支援を行っています。区の人口の増加

傾向に伴い、こうした学習支援の需要も高まっています。学習支援員※の配置だけでは、

十分な指導効果が期待できない発達障害等のある児童・生徒に対しては、落ち着いた環

境の中で個別指導を受けることのできる特別支援教室※を小・中学校全 29 校に設置し、

特性に応じた専門的な指導を受けることができるようにしています。  

知的障害等のある児童・生徒のためには、小・中学校に特別支援学級※を設置し、児童・

生徒一人ひとりの障害の特性や状態、発達の状況に応じた教育を展開しています。  

これまでの学習支援員※による支援や特別支援教室※の運用等の取組の効果を検証し、

個々の特性に応じた支援を一層充実させるため、学習支援員※の配置や支援内容の充実を

図る必要があります。 

そのため、特別支援学級※においては、通常の学級と交流をもち、共同で学ぶ機会を計

画的に設定することが求められるとともに、地域共生社会※の実現に向けて、副籍制度※

の充実による交流活動の推進などをとおして、インクルーシブ教育※の考え方を通常の学

級の児童・生徒にも広く伝えるなど、特別支援教育の一層の充実を図る必要があります。 

 

特別支援教育に関する取組実績 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 

区立小・中学校での学習支援員※

を配置した時間数 

小・中学校 

合計 
55,625.5 61,621 60,492 

副籍制度※の活用による交流活

動を実施した児童・生徒数 

児童数 40 48 32 

生徒数 ９ 16 10 

区立小学校における特別支援教

室※巡回指導教員数 

正規配置 

教員数 
48 54 44 

出典：港区 

  

 

区立小・中学校におけるいじめの発生率は全国と比較して低い数字を維持してい

るものの、さらなるいじめの発生防止と解消に向け「徳」を重視した教育が求められ

ています。 

「全国学力・学習状況調査」によると、中学校英語の標準偏差の値が国語、数学よ

り大きくなっており、個に応じた習熟度別指導の充実が求められています。 

「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」によると、小・中学生の男女ともに体力

合計点が低下傾向にあり、発達段階に合わせた運動を行うことによって、コロナ禍

等によって低下した子どもたちの体力を向上させていくことが求められています。 

インクルーシブ教育※の考え方について、幼児・児童・生徒及びその保護者の理解

を深めるとともに、特別支援教育の一層の充実を図る必要があります。 

（１）の課 題 
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（２）未来を切り拓いて生き抜く力の育成 

①未来を創造する力の育成 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による臨時休業が長期間にわたり続いた小・中

学校において、ＩＣＴを活用して全ての子どもたちの学びを保障する環境を緊急に実現

する必要があることから、国が掲げるＧＩＧＡスクール構想※の実現に向け、４年かけて

整備する予定であったタブレット端末約 11,000 台分を、予定を前倒して令和２（2020）

年度中に整備しました。端末の整備だけでなく、臨時休業中の学習を保障するオンライ

ン学習のほか、端末を自宅に持ち帰っての家庭学習を充実させています。さらに、電子黒

板※などのＩＣＴ機器の活用や校内の通信ネットワークの強化にも引き続き取り組み、こ

れからの時代にふさわしい教員の授業改善を進めていく必要があります。 

令和４（2022）年度に実施した子ども向けアンケート調査では、体験活動のうち屋外で

するものについて「しなかった」と回答した割合が高くなっていました。 

区は、令和２（2020）年度に港区立みなと科学館を開設し、大型映像装置を使った体験

型の展示コーナー、普段の学校の授業では実施が難しい科学実験や、楽しく学べる実験・

工作のワークショップを展開する実験室等の設備を設置しました。２階にはプラネタリ

ウムホールも完備し、美しい星空と臨場感あふれる視聴覚体験が、高い学習効果と、星空

や宇宙開発等への関心を喚起します。また、併設の気象科学館（気象庁）では、自然や気

象現象をとおして防災・減災について学ぶことができます。これらを活用し、理数教育※

を含めた体験活動の充実を一層推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港区立みなと科学館（１階常設展示）    港区立みなと科学館（プラネタリウム） 
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過去１年間の体験活動状況（小学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：港区の教育についてのアンケート調査（子ども向け） 
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2.1 

2.5 

2.0 

2.3 

2.0 

2.1 

2.1 

2.2 

2.5 

2.9 

2.1 

2.0 

2.1 

2.3 

2.5 

2.5 

3.1 

2.5 

2.2 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

山登りやハイキング、オリエンテーションや

ウォークラリー

海や川などで泳いだり、ボート・カヌー・ヨット

などに乗ること

乗馬や乳しぼりなど動物とふれあうこと

野外で食事を作ったり、テントに

泊まったりすること

スキーや雪遊びなど雪の中での活動

昆虫や水辺の生物を捕まえること

植物や岩石を観察したり調べたりすること

星や雲の観察

魚を釣ったり貝を採ったりすること

自然の材料を使った工作

米や野菜を植えたり育てたりすること

地域の清掃活動や廃品回収などに参加すること

地域の祭りやもちつきなどの行事に参加すること

外国の人と交流したり一緒に生活したりしたこと

体の不自由な人、お年寄り、困っている人

などの手助けをしたこと

お店や工場、農家や漁師の仕事など、

いろいろな職業を知る学習

自分にあった職業を考えたり、職業の内容を

調べたりする学習

いろいろな職業を見学したり体験する活動

大人の人から職業についてのお話を聞いたり、

質問したりする活動

音楽（楽器の演奏や合唱など）を直接聴いたり、

弾いたり歌ったりする活動

美術（絵画、彫刻、工作など）を直接みたり、

作ったりする活動

演劇（演劇、ミュージカルなど）を直接みたり、

演じてみる活動

何度もした 少しした しなかった 無回答

(n=1,263)
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過去１年間の体験活動状況（中学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：港区の教育についてのアンケート調査（子ども向け） 

  

9.2 

17.0 

8.4 

12.5 

14.1 

9.5 

6.7 

13.1 

10.0 

8.9 

7.7 

4.3 

15.2 

11.6 

9.3 

10.2 

20.0 

15.2 

13.9 

34.3 

29.7 

11.8 

44.8 

47.5 

21.5 

26.4 

23.8 

19.0 

21.8 

34.1 

19.0 

32.5 

24.6 

16.1 

37.0 

16.6 

31.3 

44.6 

53.6 

44.8 

47.2 

40.5 

41.3 

22.3 

44.8 

33.9 

68.0 

59.7 

60.5 

69.5 

69.5 

51.3 

69.0 

56.2 

65.2 

76.9 

45.9 

70.3 

57.5 

43.9 

24.8 

38.5 

37.0 

23.1 

27.0 

64.3 

1.3 

1.5 

2.1 

1.5 

1.6 

2.0 

2.0 

1.5 

2.0 

2.5 

2.5 

2.8 

1.8 

1.5 

1.8 

1.3 

1.6 

1.5 

1.8 

2.1 

2.0 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

山登りやハイキング、オリエンテーションや

ウォークラリー

海や川などで泳いだり、ボート・カヌー・ヨット

などに乗ること

乗馬や乳しぼりなど動物とふれあうこと

野外で食事を作ったり、テントに

泊まったりすること

スキーや雪遊びなど雪の中での活動

昆虫や水辺の生物を捕まえること

植物や岩石を観察したり調べたりすること

星や雲の観察

魚を釣ったり貝を採ったりすること

自然の材料を使った工作

米や野菜を植えたり育てたりすること

地域の清掃活動や廃品回収などに参加すること

地域の祭りやもちつきなどの行事に参加すること

外国の人と交流したり一緒に生活したりしたこと

体の不自由な人、お年寄り、困っている人

などの手助けをしたこと

お店や工場、農家や漁師の仕事など、

いろいろな職業を知る学習

自分にあった職業を考えたり、職業の内容を

調べたりする学習

いろいろな職業を見学したり体験する活動

大人の人から職業についてのお話を聞いたり、

質問したりする活動

音楽（楽器の演奏や合唱など）を直接聴いたり、

弾いたり歌ったりする活動

美術（絵画、彫刻、工作など）を直接みたり、

作ったりする活動

演劇（演劇、ミュージカルなど）を直接みたり、

演じてみる活動

何度もした 少しした しなかった 無回答

(n=610)
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②幼・小中一貫教育の推進 

学校段階間の接続の強化をめざし、「小１問題※」「中１ギャップ※」による子どもや保

護者の不安を解消するとともに、幼稚園、小学校、中学校が連携を強化し、教育課程の連

続性を確保することで学力の向上を図り、豊かな人間性、社会性を育むことを目的とし

て、幼・小中一貫教育を推進しています。 

平成 22（2010）年４月、区内初の小中一貫教育校お台場学園の開校後、区立中学校通

学区域を単位とする研究グループをアカデミー※と称し、アカデミー※ごとに地域の特色

を踏まえた教育活動や各幼稚園、小・中学校の交流、「小学校入学前教育カリキュラム※」

「ＭＩＮＡＴＯカリキュラム※」を活用した指導方法等の研究を行っています。 

平成 27（2015）年４月、区内２校目となる小中一貫教育校白金の丘学園の開校に合わ

せ、全アカデミー※で幼・小中一貫教育を開始しています。また、令和５（2023）年度に

は、赤坂小学校と赤坂中学校の小中一貫教育校を開設しました。これを踏まえて、アカデ

ミー※ごとに教育ビジョンとめざす子ども像を掲げるとともに、１年ごとの達成目標を示

した上で具体的な教育活動を展開するほか、３年から５年後の達成目標について示すこ

とで、中・長期的な展望に立った「学校（幼稚園）づくり」についての段階的なビジョン

を明確にすることができます。 

今後は、各幼稚園、小・中学校が、アカデミー※のめざす子ども像の実現に向け、各校

種の指導内容を見直し、計画的に発達段階に応じた指導を充実させることが必要です。 

また、各アカデミー※の特色ある教育の取組状況等を踏まえ、幼・小中一貫教育の成果

を検証します。さらに教育要領や学習指導要領の改訂の趣旨を取り入れ、「小学校入学前

教育カリキュラム※」や「ＭＩＮＡＴＯカリキュラム※」の内容の見直し、他地区におけ

る義務教育学校等の事例を参考とした研究を進め、幼・小中一貫教育のさらなる充実・発

展を図る必要があります。 

区立幼稚園修了児及び小学校卒業生の進路状況についての経年変化では、幼稚園から

区立小学校へ入学する割合は、９割を下回り、減少傾向がみられます。区立小学校から区

立中学校に入学する割合は５割を下回り、やや減少傾向がうかがえます。 
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港区の幼・小中一貫教育のイメージ 
 

幼児期の教育（３年間）から、小・中学校の義務教育（９年間）までの連続した 12 年

間を見とおした指導方針のもとで、子どもたちを育みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幼稚園 

中学校 

小１問題※の未然防止 
幼稚園の「遊び」を中心とする学
びと、小学校の「教科カリキュラ

ム」による学びとの円滑な接続
など 

中１ギャップ※の未然防止 
進学への不安解消、円滑な教科担任制へ
の移行など 

小学校 

私立幼稚園との 

連携・協力 
保育園との連携・協力 

  

・授業相互乗り入れ 

・合同研修 

・教育課程編成の検討 

・児童・生徒の交流 

・合同行事の開催 

・中学校体験 

 

・幼児・児童の交流 

・合同行事の開催 

・小学校体験 

・保育・授業の相互参観 

・合同研修 
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Ⅲ
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出典：港区 

  

【幼稚園】

（令和５年３月３１日現在）

学区域内 70.0% 70.9% 68.9% 65.4% 62.1%

学区域外 22.3% 19.6% 20.1% 22.8% 22.6%

0.0% 0.3% 0.2% 0.3% 0.3%

3.4% 3.8% 3.7% 2.9% 6.5%

【小学校】

（令和５年３月３１日現在）

学区域内 30.1% 30.1% 35.6% 32.6% 32.6%

学区域外 19.4% 18.5% 13.7% 14.8% 14.7%

1.2% 1.2% 0.5% 0.8% 0.8%

0.1% 0.1% 0.2% 0.0% 0.2%

5.3% 5.7% 3.8% 9.3% 6.5%

御成門 三田 高松 港南 白金の丘 六本木 高陵 赤坂 青山 お台場

34.5% 36.2% 36.0% 25.9% 47.8% 42.1% 33.5% 46.3% 23.4% 47.8%

公立
小学校

公立
中学校

アカデミー

学区域内

都立中学校

6.6% 7.0% 4.5% 10.1% 7.5%特別支援学校

その他（他県・外国等）

私立（自宅から通学） 40.9% 40.8% 43.8% 39.5% 42.0%

区  外 2.3% 2.1% 1.6% 2.1% 1.8%

区　内 49.5% 48.6% 49.3% 47.3% 47.3%

国  立 0.7% 1.5% 0.8% 1.0% 1.3%

進 路 先 平成３０年度（％） 令和元年度（％） 令和２年度（％） 令和３年度（％） 令和４年度（％）

特別支援学校
3.4% 4.1% 4.0% 3.1% 6.7%

その他（他県・外国等）

私立（自宅から通学） 2.4% 3.5% 3.3% 5.5% 4.6%

区  外 1.0% 1.9% 3.5% 2.9% 2.7%

区　内 92.3% 90.5% 89.0% 88.2% 84.7%

国  立 1.0% 0.0% 0.2% 0.3% 1.3%

令和４（2022）年度区立幼稚園修了児及び区立小学校卒業生の進路状況について

進 路 先 平成３０年度（％） 令和元年度（％） 令和２年度（％） 令和３年度（％） 令和４年度（％）
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③地域の課題に向き合う意識を育む教育の推進 

区では、区立幼稚園、小・中学校における防災教育として、各総合支所、消防署、防災

協議会等との連携により、総合防災教室を行い、各幼稚園、小・中学校が地域の実態や環

境に合わせて、幼児・児童・生徒が学ぶ内容を考え、実践しています。 

総合防災教室では、煙ハウスや起震車などを使った災害時の避難方法の体験、学校が

避難所になった時のことを想定した、組み立て式のトイレや体育館のブース、発電機付

きの街灯等の設営など体験をとおした訓練を行っています。 

実際に災害等が発生した場合を想定し、自助・共助・公助の意識付けを徹底していくこ

とが課題です。 

引き続き、大規模災害等の発生に備え、家庭や地域と連携した防災教育や防災対策を

一層進める必要があります。 

環境教育※としては、地域への愛着や親近感の醸成、コミュニティの形成を図るため、

地域住民及び専門家の方々と連携し、地域の課題に向き合う取組を行っています。具体

例として、お台場学園港陽小学校においては、小学校５年生の総合的な学習の授業で、お

台場の海苔の歴史と海苔の安全性を学ぶとともに「海苔の育成」を行っています。また、

青南小学校では、校内に作られたビオトープを観察することで、普段触れることが少な

い自然を身近に感じるとともに、児童が自然を愛し、自然を守る精神を育てています。 

ＳＤＧｓ※（持続可能な開発目標）の推進に向けた考え方として、世界的な持続可能な

社会づくりのため、様々な地域課題を「自分ごと」として捉えることが大切とされていま

す。様々な地域課題に対して、子どもたちが、自ら生活する地域において体験し、活動で

きるような機会を充実していくことが重要です。 
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④相談体制の充実 

区では、教育センターを中心として、様々な教育相談体制を整えています。来所相談や

電話相談では小学校入学前から高等学校卒業までの幼児・児童・生徒及びその保護者を

対象に教育相談を行っています。 

また、各幼稚園、小・中学校にスクールカウンセラー※を週１～２回派遣し、幼稚園の

保護者の相談や、いつでも児童・生徒がカウンセラーに相談できるような体制を整えて

います。特に小学校４、５年生、中学校１、２年生に対しては、全員面接でカウンセラー

とのつながりをつくり、児童・生徒がカウンセラーに相談しやすい環境を整備すること

により、いじめ等をはじめとする問題行動の未然防止等を図っています。 

さらに、教育相談に関する理論、幼児・児童・生徒理解の方法等について、資質向上を

図ることを目的として、教員向け教育相談研修も実施しています。 

令和４（2022）年度に実施した子ども向けアンケート調査では、「悩んでいることや困

っていることはあるか」という問いに対して「受験のこと」と回答する児童・生徒が最も

多いことから、進路指導や相談機能を周知していくことが課題です。 

引き続き、相談機能の更なる充実や、教育相談に関わる機関が連携して子どもたちを

支援する仕組みづくりが求められています。 

 
 

令和４（2022）年度 教育相談・内容別件数（来所）            

年齢段階 

区分 

件数 延べ回数 学校種別（回） 

（件） （回） 幼 小低 小高 中 高以上 

知能・学業 ６ 25 ０ 18 １ ６ ０ 

進路・適正 １ ３ ０ ０ ０ ３ ０ 

性格・行動 70 1,111 42 302 343 340 84 

精神・身体 93 1,080 111 304 356 208 101 

その他 80 1,449 99 408 491 268 183 

合  計 250 3,668 252 1,032 1,191 825 368 

出典：港区 

 

令和４（2022）年度 教育相談・内容別件数（電話）             

年齢段階 

区分 

未就学・ 

幼稚園 

小学生 

（低学年） 

小学生 

（高学年） 
中学生 

高校生

以上 
合計 

知能・学業 ２ 10 ４ ８ ０ 24 

進路・適正 ４ ０ ５ ０ ０ ９ 

性格・行動 17 27 76 48 ８ 176 

精神・身体 ７ ３ ４ ２ ２ 18 

その他 ４ ２ ４ ３ ２ 15 

合  計 34 42 93 61 12 242 

出典：港区 
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悩んでいることや困っていることがあるか（児童・生徒） 

 

【小学生】

 

 

出典：港区の教育についてのアンケート調査（子ども向け） 
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【中学生】

 
 

出典：港区の教育についてのアンケート調査（子ども向け） 
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コロナ禍を契機に整備が進んだタブレット端末や通信ネットワーク強化などＩＣＴ

の活用や、みなと科学館を活用した理数教育※など、学びの充実が求められています。 

幼・小中一貫教育に向けたさらなる指導の充実・発展が必要です。 

環境問題や防災など、様々な地域課題について、子どもたちが体験し、「自分ごと」と

して捉える機会を充実させることが重要です。 

子どもたちが抱える様々な悩みに対して、多様な方法で対応できる環境を整えていく

必要があります。 

（２）の課 題 
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（３）地域社会と連携した教育の推進 

①様々な団体との協働・連携による教育の推進 

学校運営協議会※制度とは、学校と保護者や地域の人々が、ともに知恵を出し合い、学

校運営に意見を反映させることで、協働しながら子どもたちの豊かな成長を支え「地域

とともにある学校づくり」を進めるための仕組みで、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（第 47 条の５）に基づく制度です。校長がリーダーシップとマネジメント能力

を発揮して学校経営を行うとともに、保護者や地域の方々が一定の権限と責任をもって

学校運営に参画することをねらいとしています。 

  コミュニティ・スクールを充実させ、そのニーズを迅速かつ的確に学校運営に反映さ

せるとともに、学校・家庭・地域社会が一体となってより良い教育を実現させることが

重要です。課題としては、制度の周知が十分でないことです。そのために学校運営協議

会※の設置をより一層推進していくともに各学校及び地域に周知していく必要がありま

す。 

  また、新学習指導要領で示されている「社会に開かれた教育課程」の実現のためには、

「より良い学校をとおしてより良い社会を創る」という目標を学校と社会が共有するこ

とが期待されています。 

  また、企業や大学、ＮＰＯ等の団体、大使館など、港区の豊富な人材や社会資源を活

用した特色ある教育を推進し、子どもたち一人ひとりに応じた多様な学びの機会を創出

していくことが期待されています。 
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②国際社会に対応する教育の推進 

令和４（2022）年度に実施した保護者向けアンケート調査で、「国際感覚を持った子ど

もを育てるために大切なこと」という質問に対して、「語学力・コミュニケーション能力」

と答える割合が最も多くなっています。 

区では、小学校での「国際科※」、中学校での「英語科国際※」の授業や異文化体験授業

等を実施し、国際人育成に向けた取組を行っています。また、東町小学校及び南山小学校

に開設したイングリッシュサポートコース（ＥＳＣ）※では、外国人児童への英語による

学習支援に加え、日本人及び外国人双方の児童にとって充実した国際理解教育を推進し

ています。 

日本語指導を必要としている外国人児童・生徒等に対しては、滞在期間や日本語習得

状況等に応じて、笄小学校、麻布小学校及び六本木中学校に開設している日本語学級で

の日本語指導や、各学校への日本語適応指導員※の派遣による日本語指導を展開していま

す。 

自分の思いや考えを自ら発信し、積極的に外国人と意見を交換できるようなコミュニ

ケーション能力も重要です。とりわけ中学校では、外国人へ話しかける機会を多く設定

するとともに、話してみたいという意欲をさらに引き出す指導の工夫・充実が求められ

ています。 

今後、「国際科※」「英語科国際※」、小・中学生海外派遣等の効果検証を行い、港区の国

際人育成事業の一層の充実を図るとともに、学校や保護者の意見を踏まえたイングリッ

シュサポートコース（ＥＳＣ）※の運営を継続していくことが必要です。 

また、日本語指導が必要な児童・生徒が年々増加していることを踏まえ、日本語学級の

拡充や日本語適応指導の指導方法の改善が必要となっています。 

ほとんどの区立幼稚園には、外国人の幼児や異なる文化的背景をもつ幼児が在籍して

います。言葉による意思疎通や幼稚園生活におけるきまりや約束等の理解が十分でない

場合があり、各園で個別の配慮、対応をしています。外国人の幼児も保護者も、安心して

幼稚園生活が送れるよう、サポート体制の構築が必要となっています。 
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国際感覚を持った子どもを育てるために大切なこと（保護者） 

【６～11 歳保護者】 

 

【12～14 歳保護者】 

 

出典：港区学校教育推進計画改定に向けたアンケート調査（保護者向け） 

 

英語が楽しい、好きだと思う児童・生徒の割合（小学校６年生、中学校３年生） 

出典：英語教育児童 ･生徒状況調査 

 
 

77.3 

43.5 

38.2 

34.1 

22.2 

20.6 

15.8 

12.8 

6.6 

5.2 

4.8 

3.6 

3.0 

2.7 

2.7 

2.5 

1.2 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80%

（N=563）

語学力・コミュニケーション能力

異文化に対する理解

主体性・積極性

チャレンジ精神

協調性・柔軟性

日本人としてのアイデンティティ

課題発見・解決能力

幅広い教養

リーダーシップ

基礎的読解力

チームワーク

責任感・使命感

公共性・倫理観

深い専門性

メディア・リテラシー

数学的思考

その他

無回答

76.0 

41.1 

32.4 

32.4 

24.3 

20.1 

13.2 

13.2 

6.6 

6.0 

5.7 

4.5 

4.5 

2.1 

1.8 

1.5 

2.1 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80%

（N=333）

語学力・コミュニケーション能力

異文化に対する理解

チャレンジ精神

主体性・積極性

日本人としてのアイデンティティ

協調性・柔軟性

幅広い教養

課題発見・解決能力

リーダーシップ

チームワーク

責任感・使命感

基礎的読解力

メディア・リテラシー

公共性・倫理観

深い専門性

数学的思考

その他

無回答

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

英語が楽しい、好きだと思
う児童・生徒の割合 

80％ 81％ 81％ 
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引き続きコミュニティ・スクールを充実させるとともに、企業や大学、ＮＰＯ等の

団体など様々な団体との協働・連携により、学校・家庭・地域社会が一体となって、

より良い教育を推進していくことが重要です。 

日本語学級の拡充や日本語適応指導の指導方法の改善が必要です。 

グローバル化のさらなる進展などを踏まえ、語学力とともに、コミュニケーション

能力、異文化に対する理解が求められています。 

（３）の課 題 
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（４）学びを支える教育環境の整備 

①学校の教育力の向上 

令和４（2022）年度に実施した保護者向けアンケート調査の結果、今後、区立小・中学

校に充実を希望することは何かという問いに対し、「習熟度別授業、少人数指導などによ

る基礎学力や活用力の習得・向上」という回答が上位となっています。基礎学力や活用力

を習得・向上させるためには、学校の教育力を高めていくことが求められます。教員研修

等の充実とともに、校内の事務分担や会議のあり方をはじめとした校務の見直しや、

ＩＣＴの活用、教員の勤務時間外の保護者等からの問合せ対応、部活動の指導等におけ

る負担の軽減を図り、教員が教育活動に専念できる時間を確保することが必要です。 

また、学校全体としての教育力の向上のため、専門的な人材との連携をさらに進める

とともに、これまで以上に家庭や地域との連携を深め、地域が一体となって子どもを育

む環境づくりが求められています。 
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今後、区立小学校に充実を希望すること 

【６～11 歳保護者】

 

出典：港区学校教育推進計画改定に向けたアンケート調査（保護者向け） 
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3.3 

1.2 

29.3 

7.5 

6.7 

17.3 

29.5 

25.0 

21.5 

6.9 

3.8 

27.8 

17.9 

13.5 

4.4 

27.2 

4.0 

1.6 

8.5 

6.7 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80%

人権教育・道徳教育、ボランティア活動

による豊かな心の育成

学校図書館の整備や読書指導・調べ学習指導

スクールカウンセラーによる相談や

虐待・不登校等の問題への対応

いじめの防止・早期発見・早期対応の取組

習熟度別授業、少人数指導などによる

基礎学力や活用力の習得・向上

理数教育やSTEAM教育

正しい生活指導や食育、スポーツ指導

などによる健康な体づくり

一人ひとりの状況に応じた特別支援教育

小学校と中学校のカリキュラム連携や

児童・生徒の交流などの小中一貫教育

英語能力の向上、外国人児童が多い環境を

生かすなどの国際理解教育

企業や大学、地域の人材と連携した

特色ある授業や体験学習

緑や自然にふれあう機会や活動

積極的な情報発信、学校公開の実施による

開かれた学校づくり

教員の資質・指導力の向上

防災・防犯訓練や情報モラル教育、

消費者教育など、子どもの安全を守る教育

施設の安全対策や老朽化への対応、

通学路点検などによる子どもの安全確保

ＩＣＴ環境の整備

質の高い演奏や舞台芸術等を観賞する機会

その他

第１位 第２位 第３位

(n=269)
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今後、区立中学校に充実を希望すること 

【12～14 歳保護者】

 

出典：港区学校教育推進計画改定に向けたアンケート調査（保護者向け） 
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人権教育・道徳教育、ボランティ

ア活動による豊かな心の育成

学校図書館の整備や読書指導・調べ学習指導

スクールカウンセラーによる相談や

虐待・不登校等の問題への対応

いじめの防止・早期発見・早期対応の取組

習熟度別授業、少人数指導などによる

基礎学力や活用力の習得・向上

理数教育やSTEAM教育

受験対策・進路指導

体育行事やスポーツ指導

一人ひとりの状況に応じた特別支援教育

小中一貫教育による小学校からのスムーズな接続

英語能力の向上、外国人児童が多い環境を

生かすなどの国際理解教育

企業や大学、地域の人材と連携した

特色ある授業や体験学習

緑や自然にふれあう機会や活動

積極的な情報発信、学校公開の実施

による開かれた学校づくり

教員の資質・指導力の向上

防災・防犯訓練や情報モラル教育、

消費者教育など、子どもの安全を守る教育

施設の安全対策や老朽化への対応

などによる生徒の安全確保

ＩＣＴ環境の整備

質の高い演奏や舞台芸術等を観賞する機会

その他

第１位 第２位 第３位

(n=129)
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②安全・安心で魅力ある教育環境の整備 

全国的に人口が減少傾向にある中、区の人口は令和２（2020）年６月以降に一時減少傾

向となったものの、令和４（2022）年２月からは再び増加に転じています。 

年少人口は令和 16（2034）年まで増加し続ける見込みであり、幼児・児童・生徒数の

増加に対応した学校施設の整備、教育の質の確保・向上、放課後や登下校などを含めた学

校生活における安全・安心対策の充実が必要です。より良い学習環境の提供や防災対策

の観点から各学校の施設の環境改善を実施していく必要があります。 

区は、令和４（2022）年４月に芝浜小学校を新設し、令和４（2022）年９月に中之町幼

稚園・赤坂中学校の新園舎・新校舎が完成、令和５（2023）年４月に赤羽小学校の新校舎

が完成し、赤坂小学校と赤坂中学校の小中一貫教育校「赤坂学園」が開校しました。 

また、国の少人数学級による教育の実現に向けた取組の動向を注視し、その対応に向

け検討していく必要があります。 

 

学校の教育力を向上させるためには、教員への研修などを充実させるとともに、負

担軽減を図り、教育活動に専念できる時間を確保する必要があります。 

児童・生徒数の増加に対応するとともに、学校生活における安全・安心対策の充実が

必要です。 

（４）の課 題 



 

61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 学校教育の推進 
  



 

62 

 

 

  

港区学校教育推進計画とＳＤＧｓ※の関係 

ＳＤＧｓ※（持続可能な開発目標）とは、平成 27（2015）年９月の国連サミットで

採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された令和 12

（2030）年までに持続可能でより良い世界をめざす国際目標です。17 のゴール（下

図参照）と 169 のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない」こと

を誓っており、普遍的なものとして全ての国で取組が進められています。 

ＳＤＧｓ※が掲げる「誰一人取り残されない」社会の実現に向けて、国や地方自治

体、企業、教育・研究機関、ＮＰＯなど、様々な主体により積極的な取組が展開さ

れています。ＳＤＧｓ※が掲げる目標や方向性は地域課題の解決に資するものである

ことから、区は、港区学校教育推進計画において、施策体系の大きな柱である基本

目標や施策とＳＤＧｓ※との関連を明らかにし、ＳＤＧｓ※の目標を踏まえて学校教

育に関する事業を推進していきます。 
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１ 計画の全体像 
第１章で示した「めざすべき姿」を実現するため、同章「改定の方向性」及び第２章

「現状と課題」を踏まえ、次のとおり、計画を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

夢
と
生
き
が
い
を
も
ち
、
自
ら
学
び
、
考
え
、
行
動
し
、 

未
来
を
創
造
す
る
子
ど
も 

基本目標２ 未来を切り拓いて生き抜く力の育成 

基本目標３ 地域社会と連携した教育の推進 

基本目標１  

基本目標４ 学びを支える教育環境の整備 

(１) 豊かな心の育成 

(２) 確かな学力の育成 

(３) 健やかな体の育成 

(４) インクルーシブ教育※の推進 

(１) 学校の教育力の向上 

(２) 安全・安心で魅力ある教育環境の整備 

(１) 様々な団体との協働・連携による教育の推進 

(２) 国際社会に対応する教育の推進 

(１) 未来を創造する力の育成 

(２) 幼・小中一貫教育の推進 

(３) 地域の課題に向き合う意識を育む教育の推進 

(４) 相談体制の充実 
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２ 基本目標と施策の展開 
めざすべき姿を実現するための施策展開の方向性として、４つの基本目標を掲げ、施

策を推進していきます。 

拡充・・・内容を充実する事業（前期計画から引き続き展開する事業のうち、新たな 

  取組を実施するものを含む。） 

重点・・・重点的に取り組む事業（取組目標と成果指標の年次計画を明示） 

 

基本目標１ 「徳」「知」「体」を育む学びの推進 

施策 
 

事業 区分 
掲載 

ページ 

（１）豊かな心の育成 

① 人権教育の推進  67 

② 道徳教育の推進  68 

③ いじめ防止推進事業の充実 重点 68 

④ 芸術鑑賞機会の充実  70 

（２）確かな学力の育

成 

① 基礎学力・活用力の習得 拡充/重点 71 

② きめ細かな指導の充実  72 

③ 学校図書館の充実 重点 72 

（３）健やかな体の育

成 

① 健康な体づくり 重点 73 

② 食育の推進  74 

③ スポーツを楽しむ心の育成  74 

（４）インクルーシブ

教育※の推進 

① 特別支援教育の充実  重点 75 

② 特別支援教育体制の整備 拡充/重点 76 

基本目標２ 未来を切り拓いて生き抜く力の育成 

施策 
 

事業 区分 
掲載 

ページ 

（１）未来を創造する

力の育成 

① ＩＣＴを活用した学びの充実 拡充/重点 78 

② 理数教育※やＳＴＥＡＭ教育※の推進 重点 82 

③ 体験学習の充実  83 

（２）幼・小中一貫教

育の推進 

① 幼・小中一貫教育の推進 重点 84 

② 小学校入学前教育の充実  85 

（３）地域の課題に向

き合う意識を育む

教育の推進  

① 環境教育※の充実 重点 86 

② 郷土への愛着の醸成  87 

（４）相談体制の充実 
① 相談機能の充実 重点 88 

② 不登校対策の推進 拡充 89 
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基本目標３ 地域社会と連携した教育の推進 

施策 
 

事業 区分 
掲載 

ページ 

（１）様々な団体との

協働・連携による

教育の推進 

① 地域とともにある学校づくり  91 

② コミュニティ・スクールの推進 重点 91 

③ 地域学校協働活動推進事業の推進  92 

④ 様々な団体との協働・連携  92 

（２）国際社会に対

応する教育の推進 

① 国際理解教育の充実 拡充/重点 93 

② グローバル化への対応 拡充 95 

基本目標４ 学びを支える教育環境の整備 

施策 
  

事業 区分 
掲載 

ページ 

（１）学校の教育力

の向上 

① 教員の指導力向上 重点 97 

② 教員の負担軽減の推進 拡充/重点 98 

（２）安全・安心で魅

力ある教育環境の

整備 

① 学校施設の充実  100 

② 安全・安心な教育環境の整備 拡充 101 

③ 防災等の安全に関わる教育の推進  101 

④ 学びの未来応援施策の推進  102 
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■ＳＤＧｓとの 

関係 

基本目標１ 「徳」「知」「体」を育む学びの推進 

自分を大切にするとともに、他者を思いやる豊かな心の育成に取

り組み、いじめや差別をしない規範意識を身につけ、協調性や助け

合う心を育むため、人権教育や道徳教育を推進します。 

学校司書※及び学校図書館支援員を活用し、学校図書館機能の充

実を図り、本をとおして人生を豊かにしようとする態度を育成しま

す。 

基礎的な学力と論理的思考力、判断力、表現力の育成に取り組み、

港区の特性を生かした授業を展開し、子どもたちの知的好奇心を高

め、意欲的に学ぶ姿勢を育みます。 

プログラミング教育※を推進し、物事を順序立て、試行錯誤して解

決する力を育成します。 

子どもたち一人ひとりの基本的な生活習慣の確立と健康な体づ

くりを支援するため、食育や保健教育のさらなる充実、学齢や成長

に応じた体力・運動能力を身につけるための教育に取り組みます。 

個に応じた教育を充実させるとともに、障害の有無に関係なく、自身が生活する地域

の学校で、自分にあった配慮を受け、ともに学ぶことをめざすインクルーシブ教育※の理

念に沿った環境整備を進めます。 

 

 

 

 

 

  

基本目標１において拡充／重点として位置付ける事業 

・いじめ防止推進事業の充実（重点） 

・基礎学力・活用力の習得（拡充／重点） 

・学校図書館の充実（重点） 

・健康な体づくり（重点） 

・特別支援教育の充実（重点） 

・特別支援教育体制の整備（拡充／重点） 



基本目標１ 「徳」「知」「体」を育む学びの推進 

67 

施策（１）豊かな心の育成  

         ■ＳＤＧｓとの関係： 

 
学習指導要領の改訂により、「道徳の時間」が「特別の教科 道徳」として位置付けら

れ、「考え、議論する道徳」への質的転換を図ることとなりました。 

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等を使ったいじめや誹謗中傷な

ど、情報通信技術の進展とともにいじめの様態が変化しており、発見や対応の難しさが

指摘されています。 

「港区教育ビジョン（港区教育大綱）」の示す「徳」「知」「体」を育む学びを踏まえ、

「徳」の育成を最も重要な教育のひとつと捉え、偏見や差別を許さない意識と行動力を

身につける人権教育や、思いやりや他者との絆を大切にし、協調性や助け合う心の育成

などの道徳教育を推進し、子どもたちの豊かな心を育みます。 

 

① 人権教育の推進       【教育指導担当】 

 

〇各幼稚園、小・中学校で策定した全体計画及び年間指導計画に基づき、教育活動全体を

とおして、組織的・計画的に人権教育を推進します。 

〇様々な教員研修において人権尊重教育推進校の優れた実践を共有する機会を設定し、

各学校の取組に生かすなど、教育活動の充実を図り、あらゆる偏見や差別が起こらぬ

よう、子どもたちの人権意識を高めます。 

〇全ての教職員が、人権感覚を磨くとともに様々な人権課題についての理解と認識を深

め、幼児・児童・生徒の実態や発達段階に応じて、関連的・系統的な指導を展開します。 

「人権教育プログラム（学校教育編）」（東京都教育委員会）を活用し、「子ども」「障害

者」「同和問題」「外国人」「インターネットによる人権侵害」「性自認・性的指向」等の

人権課題について、人権教育研修会や職層に応じた研修を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 
人権教育研修会 

教育委員会では、あらゆる偏見や差別が起こらぬよう、教員に対して、社会情勢

等を踏まえた人権に関するテーマを設定した年３回の人権教育研修会を実施して

います。令和４（2022）年度は、性の多様性について考えるセミナーや、食肉市場

の歴史的背景を学ぶ講義、東京都人権プラザの紹介を実施しました。 

引き続き、研修の質を向上させ、教職員の理解増進を図ります。 
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② 道徳教育の推進      【教育指導担当】 

 

〇平成 30（2018）年度から道徳が「特別の教科」となり、令和元（2019）年度に港区副

読本「ふるさと～みなと～」を発刊しました。令和３（2021）年度より、同副読本を電

子化し、学習者用タブレット端末で、いつでも、どこでも閲覧できるようにし、一層の

活用を進めています。今後、教科書及び副読本の活用、学校・家庭・地域の連携による

道徳授業地区公開講座※の工夫・改善など、各幼稚園、小・中学校における道徳教育の

さらなる充実をめざします。 

〇道徳教育推進教師※を対象とした研修を強化し、道徳教育推進教師※の資質の向上とと

もに学校の道徳授業の質的改善を図ります。 

〇各幼稚園、小・中学校の特色を生かし、地域の人材や企業などの資源を活用した授業を

継続的に展開することで、協調性や社会性を養うとともに、地域社会の一員として主

体的に活動できる幼児・児童・生徒を育成します。 

〇道徳教育や道徳的な実践の場である特別活動を中心として、集団活動の充実を図り、

自他ともに人格を尊重する意識を醸成することで、自己肯定感を高めます。 

 

③ いじめ防止推進事業の充実  

【障害者福祉課、健康推進課、子ども若者支援課、人権・男女平等参画担当、教育指導担当】 

 

〇子どもの人権を尊重し、誰もがいじめ問題の重大性を認識し、いじめの兆候をいち早

く把握して迅速に対応するため、「港区いじめ防止基本方針」及び条例に基づく「港区

いじめ問題対策連絡協議会」等の関連組織を活用し、いじめ防止のための対策を総合

的かつ効果的に推進します。 

〇各小・中学校において、「学校いじめ防止基本方針」を策定するほか、弁護士や民生・

児童委員等を招いて年２回「学校いじめ防止対策委員会」を開催し、学校のいじめにお

ける状況、今後の方向性等について話し合い、いじめ防止のための対策を推進します。 

〇６月、11 月、２月をふれあい（いじめ防止強化）月間とし、各学校がいじめ、不登校

等の状況について総点検を行い、道徳や特別活動での授業や標語作成等によるいじめ

未然防止に取り組みます。期間中は各学校の壁面等に横断幕を掲げ、いじめ未然防止

の取組期間であることを区民に周知します。 

〇児童・生徒が個々の学級や学校生活における満足感や意欲、児童・生徒の学級内での相

対的位置、対人関係を営むためのスキルなどの情報を得るとともに、それらの情報を

もとに、よりよい学級集団づくりに活用し、授業改善を図るために、小学校４年生から

中学校３年生までの児童・生徒を対象に、オンラインを活用し心理検査（ＷＥＢＱＵ）※

を行います。 

〇いじめに関係した児童・生徒の心をケアするため、スクールカウンセラー※による教育

相談や教育センター相談員※による相談体制の整備を推進します。 

  

重点 
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〇港区子ども家庭支援センターは、要保護児童対策地域協議会※の調整機関として、関係

機関と連携し、ネットワークを構築することにより、支援対象児童等の早期発見や迅

速かつ適切な保護及び支援を行います。また、子どもの権利についての啓発やいじめ・

児童虐待防止キャンペーンの実施、みなと子ども相談ねっとなどの相談体制の充実を

図り、いじめ・児童虐待防止を図る取組を推進します。 

〇子ども若者支援課において、児童・生徒のいじめ未然防止をはじめ、健全育成につなが

る取組を推進するために、港区青少年健全育成活動方針を策定します。 

〇人権・男女平等参画担当において、児童・生徒がいつでも相談できる体制を整えるため

に、東京法務局から送付される子ども人権ＳＯＳミニレターを各小・中学校に常設し

ます。 

〇健康推進課において、区民にいじめ未然防止の意識を啓発するために、思春期こころ

のケアネットワーク会議（精神保健福祉連絡検討委員会）等を開催します。 

〇障害者福祉課において、障害者への偏見や差別解消及びいじめ未然防止に向け、障害

者週間記念事業、障害者週間ポスター原画作品展の実施や、差別解消法啓発マンガの

配布などを行い、心のバリアフリーを推進します。 

 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組 
目標 

いじめ防止推進事業の推進 
改善施策の 

実施 
改善施策の 

実施 
改善施策の 

実施 
改善施策の 

実施 

成果 
指標 

港区独自の調査による 
いじめ解消率 

（年度末時点の「（解消件
数／認知件数）×100」） 

小：53％ 
中：88％ 

小：59％ 
中：89％ 

小：65％ 
中：90％ 

小：72％ 
中：91％ 

 

【参考】 

いじめの解消については、次の２つの条件を満たしていることを含め、学校いじめ対策

委員会が子どもの状況等を総合的に検討した上で、校長が判断します。 

①いじめに係る行為が止んでいること。被害者に対する心理的又は物理的な影響を与

える行為が止んでいる状態が相当の期間継続していること。少なくとも３か月を目

安とします。 

②被害児童・生徒が心身の苦痛を感じていないこと。被害児童・生徒がいじめの行為に

より心身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童・生徒本人及びその保護

者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認します。 
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④ 芸術鑑賞機会の充実      【教育指導担当】 

 

○小学校５年生、中学校３年生をそれぞれ対象とした、サントリーホールで実施する音

楽鑑賞教室など、幼児・児童・生徒が質の高い演奏や舞台芸術を身近に鑑賞する機会を

提供します。 

○芸術家による優れた演奏や表現を通じて、幼児・児童・生徒が、芸術文化を味わう楽し

さや喜びを感じることができる機会を充実します。 

○幼児・児童・生徒の発達段階に合わせてテーマを設定し、大学や企業等との連携によ

り、様々な観点から子どもの感性と情操を育む教育を推進します。 

 

 

 関連計画                                    

 

港区男女平等参画行動計画     ①・③ 

港区子ども・子育て支援事業計画  ③ 

港区文化芸術振興プラン      ④ 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 
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施策（２）確かな学力の育成 
                        ■ＳＤＧｓとの関係： 

 
政治、経済、社会、文化など、あらゆる領域で新しい知識、情報、技術が重要となる「知

識基盤社会」で活躍できる人材の育成が求められています。高度な知的社会に対応でき

る子どもを育むため、学習習慣の定着と基礎的・基本的学力、活用力の習得を図ります。 

子どもの知的好奇心を高め、自ら意欲的に学習に取り組む姿勢を育むとともに、個に応

じたきめ細かな指導の充実を図り、学力の向上、論理的思考力、判断力、表現力の育成に

取り組みます。 

 

① 基礎学力・活用力の習得       【教育指導担当】 

 

〇確かな学力の育成には、教員の指導力の向上が不可欠です。教員が児童・生徒と向き合

える時間を確保するため、事務作業の電子化や教材の共有化のために校務支援システ

ム※を活用し、業務の効率化を図ります。 

〇少人数指導やＩＣＴの整備、活用による学習形態の工夫など、指導方法の工夫・改善を

とおして「わかる授業」を実践することにより、児童・生徒の学習意欲を喚起するとと

もに、基礎的な知識・技能の定着を図ります。 

〇学習の進捗に応じた「重点ポイント集」の活用、系統的・継続的な学習活動の実施、各

種検定受検の奨励※などにより、児童・生徒の基礎的・基本的な学力の定着を支援しま

す。 

〇企業やＮＰＯ等の団体、大学など、地域の人材、資源の活用、港区立みなと科学館、図

書館、博物館等を活用した積極的な教育の展開や、「主体的・対話的で深い学び※」の

実現をめざした授業づくりにより、生きた知識・技能、未知の状況に対応できる思考

力・判断力・表現力、学びに向かう力・人間性といった資質・能力を育む取組を推進し

ます。 

〇放課後等の受験対策への生徒ニーズを踏まえ、区立中学校の希望する生徒を対象とし

た進路支援を実施します。中学校入学直後からの学習支援を行うことで、生徒の希望

や学力に応じた進路実現を図ります。 

 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

学習定着度に応じた重点ポイント集
の活用・改訂 

活用 活用 活用 改訂 

成果
指標 

全国学力・学習状況調査における各
学校の平均正答率について、国語、
算数・数学ともに全国平均を上回っ

た学校数 

小：17 校 
中：６校 

小：18 校 
中：８校 

小：19 校 
中：９校 

小：19 校 
中：10 校 

重点 拡充 
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② きめ細かな指導の充実       【教育人事企画課、教育指導担当】 

 

○少人数習熟度別指導※やティームティーチング※、学力向上を目的としたコース別指導

を推進するため、区費採用講師※を各小・中学校に配置し、個に応じたきめ細かな指導

を充実させます。また、専門性の高い人材を区費採用講師※として配置し、全ての小学

校の高学年で教科担任制を実施します。 
○将来教員を志望する学生をスクールボランティア※として配置することで、体制を強化

し、幼稚園、小・中学校の教育活動を支援します。 

 

③ 学校図書館の充実  【図書文化財課、教育指導担当】 

 

〇学校図書館に、読書指導、読書活動の拠点として読む力を育てる「読書センター機能」、

学習に役立つ資料を備え、豊かな学習活動を支援する「学習センター機能」、情報リテ

ラシーを育成する「情報センター機能」を確立し、活用することで児童・生徒の主体

的・対話的で深い学び※や、自主的、自発的な読書活動を実現させます。 

〇全ての学校図書館に「学校司書※」を週２日、「学校図書館支援員」を週５日配置する

とともに、学校図書館関係者を対象とした研修会の開催、区立図書館との連携強化等

の取組をとおして、学校図書館を活用した教育の充実を図ります。 

〇児童・生徒が、様々な手法で自主的に調べ、学ぶことができるよう、パスファインダー

（調べ方の手引書）の作成、調べ学習に関連する資料の貸出しや図書館職員による出

張講座など、区立図書館と連携し、調べ学習を支援します。 

〇課外授業のまち探検や職場体験の受入れ、図書館職員が学校に出向いての読書感想文

の書き方講座やブックトークの実施、情報活用能力の育成など、区立図書館と連携し、

図書館資料や人材を活用します。 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

学校図書館関係者 
全体連絡会の開催 

年３回実施 年３回実施 年３回実施 年３回実施 

各小・中学校の 
学校図書館運営計画の策定 

見直し 策定 運用 見直し 

成果
指標 

学校司書
※
や学校図書館支

援員と連携し、学校図書館
を活用した授業を月２回以

上行った学校の割合 

85％ 86％ 88％ 90％ 

 

 関連計画                              

  港区立図書館サービス推進計画  ③ 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 

重点 
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施策（３）健やかな体の育成 
                        ■ＳＤＧｓとの関係： 

                

全国的に子どもの体力・運動能力の低下が指摘される中、区立小・中学校の児童・生徒

の体力・運動能力は、東京都と比較すると、小学校では男女ともに全学年で上回っていま

すが、中学校では男女ともにほとんどの学年で下回っています。 

家庭との連携により基本的な生活習慣、食習慣、運動習慣の確立、一人ひとりの健康な

体づくりを支援し、年齢や成長に応じた体力・運動能力を伸長させるための教育を推進

します。 

各幼稚園、小・中学校において、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の

レガシーとして、体を動かすことやスポーツの楽しさを伝える取組を推進するとともに、

障害者理解の促進やボランティア精神の育成にも取り組みます。 

  

① 健康な体づくり   【教育長室、学務課、教育指導担当】 

 

〇東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会のレガシーとして「ＭＩＮＡＴＯリ

ズムダンスフェスタ」を実施します。公立、私立を問わず区内の小学校、中学校に周知

し、児童・生徒の健康の保持増進と体力の向上をめざします。 

〇各幼稚園、小学校に設置したボルダリングウォールを活用し、基礎体力を高める取組

を実施します。特に、握力の向上に向けた各学校の取組を推進するリーフレットを作

成、活用します。 

〇学習指導要領に基づき、各小・中学校において「体力向上推進計画」を作成しています

が、児童・生徒の体力の現状や課題を踏まえ、今後はさらに個に応じた取組を強化し、

一層の体力向上を図ります。 

 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

ＭＩＮＡＴＯリズムダンス
フェスタ参加校 

小：10 校 
中：６校 

小：11 校 
中：６校 

小：12 校 
中：７校 

小：13 校 
中：８校 

成果
指標 

体力調査の体力合計点が 
全ての学年で都平均を 

上回った学校数 

小(男）：５校 
小(女）：６校 
中(男）：１校 
中(女）：３校 

小(男）：６校 
小(女）：７校 
中(男）：２校 
中(女）：４校 

小(男）：７校 
小(女）：８校 
中(男）：３校 
中(女）：５校 

小(男）：８校 
小(女）：９校 
中(男）：４校 
中(女）：６校 

 

  

重点 
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② 食育の推進    【学務課、教育指導担当】 

 

〇義務教育期は、成人する前の最後の成長スパートといわれ、身長や体重、骨や筋肉等

が生涯を通じて最も急速に発達する身体の基礎をつくる時期です。そのため、児童・

生徒が、この成長期に特有な心身の変化を理解したうえで、この時期に必要な栄養や

食事のとり方、運動の効用、睡眠等の生活習慣が与える影響を学び、正しい知識・行

動を身につけることで、生涯を通じて健康に過ごす能力を獲得するよう、体系的・計

画的に食育を推進します。 

〇子どもたちが教科等で身につけた資質・能力を様々な場面で総合的に活用すること

ができるよう、知識と生活との結び付きや教科等横断的な視点での食育の指導を充

実します。 

〇日本の伝統的な食文化を継承し、食の生産に携わる人や自然環境の恵みに感謝する

気持ちを育みます。行事食や郷土料理などの和食給食と国産食材の利用推進、米飯給

食の定着、食の生産から消費までの流通など、授業と連携した教材として学校給食を

活用します。 

 

③ スポーツを楽しむ心の育成   【生涯学習スポーツ振興課、教育指導担当】 

 

○子どもがあらゆる機会や場所をとらえて運動・スポーツに親しむ習慣を身につけら

れるよう、運動の行い方を紹介する掲示物や、運動できる場所の確保、教具の充実な

ど、環境づくりに取り組みます。 

○区立中学校における全ての部活動に部活動指導員※を配置し、子どもが専門的な指導

を継続的に受けることができる環境を整備することで、体力、運動能力の向上をはじ

め、協調性やマナーなどの習得を図ります。 

○全ての区立中学校に、他の中学校に在籍する生徒でも入部することができる「地域部

活動※」を設置し、生徒が希望するスポーツに取り組むことができる環境づくりに取

り組みます。 

○（一社）日本障がい者サッカー連盟による、障害理解や多様性への気づきを学ぶプロ

グラムを実施します。障害者サッカー選手とのサッカー体験のほか、デフスポーツ体

験、手話での交流機会を創出することで、スポーツをともに楽しむ心を育成します。 

 

 関連計画                                    

 

  港区子ども・子育て支援事業計画  ②・③ 

港区スポーツ推進計画       ③ 
 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 
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施策（４）インクルーシブ教育※の推進 
 
           ■ＳＤＧｓとの関係： 

 

一人ひとりの教育的ニーズに応じて、特別に支援が必要な幼児・児童・生徒の数が年々

増加しています。 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」を踏まえ、地域共生社会※の実現

に向けて、どの子どもも同じ場でともに学ぶ環境づくりに取り組むとともに、障害の特

性や状態、発達状況等に応じた支援を行うことにより、一人ひとりの能力や特性を最大

限伸ばしながら成長・発達していけるよう、相談体制や関係機関と連携した支援体制の

充実を図ります。 
 

① 特別支援教育の充実      【教育指導担当】 

 

〇幼稚園入園から中学校卒業までの 12 年間の成長を見とおした長期的な視点に立ち、幼

児・児童・生徒の障害の特性や程度に応じた支援を行います。 

〇通常の学級においては、学習支援員※や特別支援教室※巡回指導教員の専門性を向上さ

せ、一人ひとりの特性を把握し、認知特性の強みを生かした支援を行うことで、より多

くの児童・生徒の困り感を軽減できるようにします。 

〇発達障害等があり、これまでの学校教育や集団学習に不適応を起こしている児童・生

徒に対し、東京大学先端科学技術研究センターが開発した学習プログラムを提供する

ことで、児童・生徒の知的好奇心を揺さぶり、喜びを感じながら主体的に学びを進める

ことができるようにします。また、自分の得意とする分野に対する知識や技能をさら

に向上させることにより、児童・生徒の強みをさらに伸長させ、自己肯定感が高まるよ

うにします。 

〇特別支援学級※においては、よりよく生きる力を育むため、自立活動の充実や都立特別

支援学校・企業等と連携した職場見学や職業体験を実施するなど、キャリア教育※の充

実を図ります。 

〇就学時や進学時だけでなく、幼児期から学校生活を送る上での不安や特別な支援等に

関しての相談を、教育センターにおいていつでも受け付けていることをホームページ

やＳＮＳ等を活用して広く周知します。 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

発達障害児等に対する 
学習プログラムの充実 

７種類 ８種類 ９種類 10 種類 

成果
指標 

今後も継続して学びたいと
答えた児童・生徒数の割合 

74％ 76％ 78％ 80％ 

 

重点 
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② 特別支援教育体制の整備       【教育指導担当】 

 

〇切れ目ない支援の充実に向けて、保育園・幼稚園入園から高校卒業までの相談支援体

制を強化するため、医療機関、児童発達支援センター、障害者福祉課等関係機関から成

るコンソーシアムを設立しています。また、関係機関の代表者で構成する「港区特別支

援教育連絡協議会」を開催し、今後の取組の方向性や課題等について共有します。 

〇学習障害の疑いのある児童を早期に発見し、専門的な指導を受けることができる体制

を整えます。 

〇医療的ケア児※が安心して学校生活を送れるように、指導医の指導の下、一人ひとりに

応じた医療的ケアを行えるようにするとともに質の高い看護師や介助員等を必要に応

じて配置する体制を整えます。 

〇特別支援教育に携わる教員、学習支援員※、介助員等の専門性を向上させるため、障害

者に応じた基礎知識や障害特性に応じた指導・支援方法を学ぶことができる研修体制

を整えます。 

〇障害がある子どもの社会的自立をめざした保護者支援を推進するため、障害がある子

どもを育てる保護者の不安や悩みに寄り添い、保護者が孤立せずに子どもの成長や将

来を一緒に考えていけるよう、特別支援コンシェルジュを中心とした保護者のコミュ

ニティ「みんなとＣａｆｅひだまり」を定期的に開催します。 

 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

保護者のニーズに合った 
「みんなとＣａｆｅひだまり」

プログラムの実施 
企画実施 改善実施 改善実施 改善実施 

成果
指標 

「みんなとＣａｆｅひだまり」
に参加した保護者の満足度 

88％ 90％ 92％ 94％ 

 
 
 関連計画                                    

 

港区子ども・子育て支援事業計画  ①・② 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 

 
 
  

重点 拡充 
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■ＳＤＧｓとの 

関係 

基本目標２ 未来を切り拓いて生き抜く力の育成 

日常的にＩＣＴを活用できる環境を整え、情報技術を適切に活用し

た学習活動の充実を図り、子どもたちの発達の段階に応じた、情報活

用能力（情報モラルを含む。）を育成します。 

１人に１台のタブレット端末を活用することで、子どもたち一人ひ

とりの理解度に合わせて個別最適化した授業や協働的な学びの充実

を図るとともに、子どもたちの確かな学びを保障します。 

郷土の歴史や文化、理科・科学、防災、環境などに関する体験学習

を充実させ、特色ある教育を推進します。港区立みなと科学館を活用

した理数教育※やＳＴＥＡＭ教育※に取り組み、未来を創造する力を

育成します。 

教育センターを核とした相談機能を一層充実させ、不登校の児童・

生徒や保護者の悩みに寄り添うとともに、医療、大学、児童発達支援

センター等の関係諸機関と連携して課題の解決を図ります。 

港区ならではの幼児期からの教育カリキュラムや、アカデミー※ご

とに連携した幼・小中一貫教育をさらに発展させ、子どもたちの発達

や学びの連続性に配慮した教育を推進し、選ばれる区立幼稚園、小・

中学校となるよう各学校の魅力を高める取組を進めるとともに、将

来を見据えた進路選択ができるよう、保護者と子どもたちへの情報

提供や相談機能の充実を図ります。 

ＳＤＧｓ※（持続可能な開発目標）の達成に向け、子どもたちに「自分ごと」として捉

える意識や、日頃から取り組めるような知識を身につけるための教育を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標２において拡充／重点として位置付ける事業 

・ＩＣＴを活用した学びの充実（拡充／重点） 

・理数教育※やＳＴＥＡＭ教育※の推進（重点） 

・幼・小中一貫教育の推進（重点） 

・環境教育※の充実（重点） 

・相談機能の充実（重点） 

・不登校対策の推進（拡充） 
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 施策（１）未来を創造する力の育成 
                  ■ＳＤＧｓとの関係： 

 
価値観が多様化し、今後さらに様々な分野において激しく変化していく社会を生き抜

くためには、一人ひとりの個性を磨き、未来を創造する力を育成することが必要です。 

ＩＣＴの活用や港区立みなと科学館を活用した理数教育※の推進を図るとともに、港区

の豊富な地域資源を生かした多様な分野における体験学習・体験活動の充実を図り、特

色ある教育を推進します。 

 

① ＩＣＴを活用した学びの充実      【教育指導担当】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇教科指導におけるＩＣＴの活用は、児童・生徒の学習への興味・関心を高めるととも

に、多様な機能を活用して学習内容の理解を深めるなどの効果が期待できます。その

ため、小・中学校における各教科指導において、学習目標の達成やねらいに沿った授業

を実践することを目的にＩＣＴの活用を積極的に推進し、ＩＣＴに「慣れる」段階から

ＩＣＴを「使いこなす」段階へと引き上げます。 

○教育クラウドプラットフォームとして新たに「Ｇｏｏｇｌｅ Ｗｏｒｋｓｐａｃｅ  

ｆｏｒ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ」を導入し、ＩＣＴを活用しながら「個別最適な学び」と

「協働的な学び」の一体的な充実を図り、児童・生徒が主体的に学び考えを深める学習

を推進します。 

 

重点 拡充 



基本目標２ 未来を切り拓いて生き抜く力の育成 

79 

〇ＩＣＴを活用した授業を促進し、その効果を検証するため、区研究奨励校※として、重

点的にＩＣＴを活用した授業を実施するモデル校を毎年位置付け、学識者を招いた指

導研修等を通じて授業内容の充実を図るとともに、その内容を検証し、研究成果を他

校に還元します。 

○令和５（2023）・令和６（2024）年度に区立小学校４校、区立中学校２校を指定し、文

部科学省が後援している団体である日本教育工学協会(ＪＡＥＴ）と連携したＩＣＴを

活用した教育の研究に取り組んでいます。令和６（2024）年度には、第 50 回全日本教

育工学研究協議会全国大会を「東京都港区大会」として開催し、研究の成果を全国に発

信します。 

〇小・中学校のプログラミング教育※が円滑に実施できるよう、区内企業等と連携した取

組を推進します。また、教員向けのＩＣＴ実技研修をとおして、各教科、総合的な学習

などの特質に応じた実践方法を例示し、プログラミング的思考力※を伸ばす授業を展開

します。中学校ではテキストコーディング※を用いた学びに取り組みます。 

〇適切な情報モラルの指導を行うため、教員を対象とした研修等の実施により教員自身

の情報モラルの意識を高めるとともに、教育用のコンテンツを活用し、児童・生徒の発

達段階に応じた情報モラル指導を行います。また、児童・生徒が有害情報に接したり、

トラブルに巻き込まれたりすることがないよう、家庭への情報提供やＳＮＳに関する

ルールづくり等の働きかけ、保護者向けの研修会などを行っていきます。 

〇情報モラル教育※を行うことで、インターネットを利用した犯罪などの被害から児童・

生徒を守るとともに、配備する１人１台端末でも成長に弊害のあるホームページなど

のＷｅｂ閲覧を制限します。 

〇個別の障害特性や発達段階を考慮した学習、小集団での学習などのＩＣＴの効果的な

活用を研究するとともに、特別な配慮が必要な児童・生徒に対する指導に役に立つ学

習用アプリなどを活用します。また、適応指導教室（つばさ教室）※では、タブレット

端末を通じて児童・生徒がオンラインで在籍校担任教員等とつながるなど、ＩＣＴ機

器を活用して、個に応じた指導を行います。 

〇全ての普通教室に配備している電子黒板※機能付きプロジェクターを効果的に活用し、

デジタル教材の提示などの取組を進め授業を活性化させます。特別支援学級※や特別教

室についても順次、配備を拡大していきます。 

〇学習者用のデジタル教科書をタブレット端末に導入することで、児童・生徒が試行錯

誤を繰り返し、自立して学習できる環境を整えます。また、教師用のデジタル教科書

を、引き続き導入し、授業時の効果的な活用をめざします。 

〇教員のＩＣＴ活用能力に応じたＩＣＴ実技研修会（初級・中級・上級・応用編）、ＩＣＴ

教育担当者会における研修を引き続き実施するほか、初任者研修においてＩＣＴ活用

の指導方法を学ぶ機会を設けるなど、授業実践能力の向上を図ります。 

〇日常の授業の支援、ＩＣＴ機器操作の支援、教材作成等の支援を目的にＩＣＴ支援員※

を派遣し、授業におけるＩＣＴの活用を促進します。原則として、週１回、小・中学校

に配置するＩＣＴ支援員※については、支援状況や教員からの意見に基づき、派遣日数

や効果的な運用を検討します。 
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〇ＩＣＴ機器に関する問合せを一括で受け付けるヘルプデスクを引き続き設置します。

ヘルプデスクは、教育用ネットワークのソフトウェア保守事業者、ハードウェア保守

事業者、ＩＣＴ支援員※等の関係者と連携し、機器の不具合や操作方法の確認等への対

処を行います。 

〇急速な普及が進む生成ＡＩ※については、文部科学省が示している「生成ＡＩ※利用に

関するガイドライン」をもとに、利用上のメリット・デメリットを見極めながら、利活

用の在り方について検討を進めます。 

〇タブレット端末でのデータ通信量が多い動画の同時再生や、日常的にインターネット

を利用したデジタル教科書等を活用することを支援するため、全ての区立小・中学校

で１Ｇｂｐｓから 10Ｇｂｐｓに増強した通信回線を活用します。 

〇高速大容量の通信が可能なネットワーク環境を活用して、クラウドの利用を推進し、

児童・生徒が学びの履歴を保存したり、クラウドを活用して協働的に学んだりする学

習を展開できるようにします。クラウドを活用することにより、学校や家庭の場所を

問わず、児童・生徒が課題に取り組めるようになります。 

 

・学校・家庭等で切れ目なく学習できる環境 

 

 

 

 

 

 

      

・オンライン授業により学校の臨時休業等でも学習できる環境 

 

 

 

 

 

 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

ＩＣＴ活用重点モデル校 
小学校２校 
中学校１校 

小学校４校 
中学校２校 

 
 全校 

成果
指標 

ＩＣＴを利用した授業の 
実施率 

小：50％ 
中：55％ 

小：54％ 
中：59％ 

小：57％ 
中：62％ 

小：60％ 
中：65％ 

  

学習履歴の保存 

学習用教材の取り出し 

クラウド 

学校・家庭・地域等での学習 

家庭 学校 
高速大容量な通信環境 
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コラム 

デジタル教科書を活用した授業の推進 

デジタル教科書は、簡単に書き込みや編集ができることや、写真を拡大で

きることなどのデジタル機能が活用できることに加え、動画やドリルなどの

デジタル教材をシームレスに使用できることなどから、「主体的・対話的で

深い学び※」を推進できるメリットがあります。また、拡大表示や朗読機能

など、個に応じた様々な活用ができることも、紙の教科書にはない特徴です。 

これらのことから、デジタル教科書は、児童・生徒が「自ら情報を探して

使って学ぶツール」として活用が期待されています。 

港区では、すべての学習者用タブレット端末に、小学校では国語・社会（５、

６年生）・算数・外国語、中学校では国語・社会（歴史分野、地理分野）・数

学・英語のデジタル教科書を導入しています（令和５（2023）年度現在）。今

後、中学校において理科を追加導入する予定です。教育委員会ではデジタル

教科書推進月間を設けるなど、デジタル教科書の活用推進に取り組んでいま

す。 

一方で、タブレット端末等電子機器の活用時間増加に伴う目の疲労や視力

低下といった健康への悪影響を防止するため、健康啓発リーフレット 

「ＭＩＮＡＴＯタブレットルール」を作成する等引き続き対策に取り組みま

す。 
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② 理数教育※やＳＴＥＡＭ教育※の推進      【教育人事企画課、教育指導担当】 

 

〇理数教育※に関する大学の専門家を講師とする出前授業を、各中学校において実施しま

す。講師が独自に開発した教材による観察や実験・講義をとおして、生徒が理科や数学

の不思議さと奥深さを体験することにより、理数教育※への興味・関心、学習意欲の向

上につなげます。 

〇観察や実験などにより、科学的に探究する学習活動や、データを分析し、課題を解決す

るための統計教育を充実させます。このような学習活動をとおして思考力、判断力、表

現力を伸ばす授業を展開するため、理数教育※に関する専門的な知識を有する人材（サ

イエンスアシスタント※、サイエンスアドバイザー※）を各小・中学校に配置します。 

〇教員の理科指導力の向上のため、理科実技研修会を実施します。教育センター等での理

科教育の先進的な取組の共有や、児童・生徒の理科への興味・関心の向上につながる観

察・実験のポイント等を各小・中学校に配布し、港区全体の理科教育の質の向上を図り

ます。 

〇港区立みなと科学館において、体験型の常設展示や企業等との連携による展示を充実し、

児童・生徒の理科・科学への関心を高めます。学校で実施することが難しい内容の実験

や、星の動きをはじめ最新の宇宙の話題などを提供するプラネタリウムにおいて、子ど

もたちの理科・科学への興味がわくような体験学習を充実させます。 

〇小学校理科４年「生命と地球」、中学校理科２年「地球と宇宙」の学習では、港区立み

なと科学館と連携し、体験型学習の充実を図ります。 

〇小・中学校の総合的な学習の時間においてＳＴＥＡＭ教育※の視点から探究活動の充実

を図ります。 

〇教科横断的な視点から教育活動の改善を行いＳＴＥＡＭ教育※の推進を図ります。 

 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

「みなと科学教室※」の実施 20 回 20 回 20 回 20 回 

みなと科学館の実験室、 
プラネタリウムの 

幼稚園、小・中学校の 
体験学習等の利用回数 

120 回 131 回 143 回 155 回 

成果
指標 

「みなと科学教室※」 
事後アンケートで肯定的に 

回答した小学生の割合 
90％ 91％ 93％ 95％ 

 
 
 
 

重点 
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③ 体験学習の充実   【学務課、教育指導担当】 

 

〇箱根ニコニコ高原学園、新潟県・群馬県等での自然体験、児童・生徒の自主性、協調性

を育む集団生活などの体験学習を充実させます。 

〇自然や文化に親しみ、集団生活をとおして児童の自主性や協調性を育む体験学習施設

として、箱根ニコニコ高原学園の運営充実を図ります。指定管理者による管理運営体

制の下で、民間事業者のノウハウや事業提案等を活用した児童の安全・安心の確保を

一層図るとともに、学校の教育活動の支援を強化していきます。 

〇港区立みなと科学館の利用を各幼稚園、小・中学校の教育課程に位置付けることで、幼

児・児童・生徒が科学の楽しさを発見する、学びの補充・展開の場としていきます。 

〇港区立郷土歴史館での、社会科見学等の学習をとおして、港区の歴史と文化について

興味・関心を高めるともに、歴史を学び、現代から未来への課題を予測し、解決しよう

とする力を養うことができるような事業を展開します。 

 

 

 関連計画                                    

 

港区ＤＸ推進計画  ① 

 
◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 

 

  



第３章 学校教育の推進 

84 

施策(２) 幼・小中一貫教育の推進 
                     ■ＳＤＧｓとの関係： 

小学校入学時、中学校入学時の生活リズムや環境の変化に適応できず、不登校などの

状況に陥る「小１問題※」「中１ギャップ※」への対応が求められています。現在、幼児教

育から義務教育９年間の生活や学習の円滑な接続を図るため、中学校通学区域内の幼稚

園、小・中学校が研究組織（アカデミー※）の中心となり、合同の授業研究会を実施する

など連携を深めています。 

今後、各幼稚園、小・中学校が連携を強化し、各アカデミー※の実態に応じて「必要な

学習内容をどのように学び、どのような資質・能力を身につけられるようにするか」を教

育課程に明確に示し、保護者や地域と共有することで、社会に開かれた教育課程の実現

をめざします。 

 

① 幼・小中一貫教育の推進    【学務課、教育人事企画課、教育指導担当】 

 

〇保幼小の連携、「小学校入学前教育カリキュラム※」や各小学校の「スタートカリキュ

ラム※」の活用により、「架け橋期※の教育」の充実に取り組むとともに、「小１問題※」

の未然防止をめざします。また、「ＭＩＮＡＴＯカリキュラム※」をもとに、小・中学校

の学習の円滑な接続等に取り組み、「中１ギャップ※」の解消を図ります。 

〇小学校１年生の学級に区費採用講師※を配置し、個に応じたきめ細かな指導を継続しま

す。 

〇各幼稚園、小・中学校が、地域の特色に応じたアカデミー※のめざす子ども像の実現に

向け、連携・交流を行いながら、計画的に発達段階に応じた指導を充実させます。 

〇専門性の高い人材を区費採用講師※として配置し、全ての小学校の高学年で教科担任制

を実施することで、小・中学校の学習の円滑な接続に取り組みます。 

〇アカデミー※の実践をとおして、幼・小中一貫教育の成果を検証し、授業改善を図りま

す。 

〇テレビ会議システム※を活用し、教員が他校種の研究協議会等へ参加しやすい仕組みを

構築します。 

〇ホームページやＳＮＳ等でアカデミー※の取組等を発信し、区立中学校への進学率向上

をめざします。 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

アカデミー
※
や区教育研究

会における異校種との 
合同授業研究会の充実 

延べ 31 回以上
実施 

延べ 33 回以上 
実施 

延べ 35 回以上 
実施 

延べ 37 回以上 
実施 

成果
指標 

「保育園・幼稚園の教育内容
について理解が深められた」 
と回答した小学校教諭の割合 

90％ 92％ 95％ 98％ 

重点 
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② 小学校入学前教育の充実     【教育長室、学務課、教育指導担当】 

 

〇幼児が主体的に周囲の人やものと関わりながら、心身全体を働かせて夢中になって遊

びを楽しみ、様々な体験を積み重ねられるよう、指導の充実を図ります。 

〇「小学校入学前教育カリキュラム※」（令和２（2020）年３月改訂）を区内全ての保育

園、幼稚園、認定こども園、小学校で活用します。全ての幼児に豊かな学びを保障する

カリキュラムの趣旨を踏まえ、家庭と連携を図りながら、「架け橋期※の教育」の充実に

向け、更なる円滑な接続を図ります。 

〇保育園、幼稚園、認定こども園では、幼児の育ちと学びを小学校以降の教育へとつなぐ

「三つの力」をバランスよく伸長させる指導を行います。小学校では、幼児の育ちと学

びを生かした指導を行うことにより、連続性・一貫性のある指導の実現をめざします。 

〇小学校入学前の子どもの保護者が活用できる家庭用リーフレットの「みなときっずな

び※」を５歳児のいる全ての家庭に、「家庭で大切にしたいことハンドブック※」を３、

４歳児のいる全ての家庭に配布し、家庭教育を支援します。 

〇国際化に対応するため、多様な文化や価値観を背景にもつ幼児及び保護者との相互理

解を促します。外国人の幼児や、多様な文化や価値観を背景にもつ幼児が在籍している

という港区の特性を生かして、どの幼児にもかかわる力や相手を思いやる心を育むこ

とができるよう、サポート体制の充実を図ります。 

〇保護者のニーズや地域、施設の状況などを踏まえ、公私立幼稚園全体で幼稚園の受入

れ体制と預かり保育の充実に取り組むとともに、認定こども園など多様な施設運営形

態を調査し、適切な区立幼稚園の今後のあり方を検討します。 

 

 関連計画                                     

 

港区子ども・子育て支援事業計画   ①・② 

港区幼児教育振興アクションプラン  ①・② 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 
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施策(３) 地域の課題に向き合う意識を育む教育の推進 
 

■ＳＤＧｓとの関係： 

 

価値観が多様化し、今後さらに様々な分野において激しく変化していく社会を生き抜

くためには、環境の変化に適応できる力、能力を伸ばすための多様な教育を推進するこ

とが必要です。 

自ら考え、社会のために主体的に行動する力、他者と円滑なコミュニケーションを図

り、課題を発見・解決する力の育成に取り組みます。地域を誇りに思う心を育むなど、特

色ある教育を推進します。 

 

① 環境教育※の充実  【教育長室、教育指導担当】 

 

○太陽光発電設備、太陽熱給湯設備などの学校にある設備や、ビオトープなど学校の環

境を環境学習に有効に活用し、自分の生活に身近なところで環境に配慮することの大

切さを学ぶ教育に取り組みます。 

○港区立みなと科学館において、地球環境、自然環境、リサイクルなどを題材にものづく

りや体験学習などをとおして、幼児・児童・生徒の環境保全への興味・関心を高める教

育を推進します。 

〇全ての幼稚園、小・中学校にビオトープを配備し、身近な生き物の観察や飼育をとおし

て、その生態等について学ぶ環境学習を推進し、生物の多様性について新たな発見を

する機会の創出を図ります。 

〇様々な環境問題（地球温暖化、海洋プラスチック問題、エネルギー資源枯渇等）や 

ＳＤＧｓ※の観点をもとに、全ての幼稚園、小・中学校が策定している環境教育※の行

動計画「みなエコ※」の実践をとおして、３Ｒの一層の推進を図ります。 

○子どもたちが虫や鳥などの身近な生きものを観察するためのビオトープを活用した生

物多様性に関する教育や、「小・中学生の環境に関する自主研究」における事前指導な

ど、環境リサイクル支援部と連携した環境教育※を推進します。 

 ○各学校の教育課程にＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の考え方を盛り込み、 

ＳＤＧｓ※につながる教育活動を推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

重点 
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現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

ＥＳＤの考え方を 
盛り込んだ教員研修 

改善 
実施 

改善 
実施 

改善 
実施 

改善 
実施 

成果
指標 

「みなエコ※」最終報告書の
自己評価点数が 12 点以上の

学校（園）数 
14 校（園） 16 校（園） 18 校（園） 20 校（園） 

 

【参考】 

全ての幼稚園、小・中学校は、定期的に「みなエコ※」の取組状況について報告書を作成

しています。４つの評価項目（「推進委員会の方針との整合性」、「園児・児童・生徒の主

体性・自主性」、「活動の独創性・独自性」、「環境負荷削減の取組」）に各４点、計 16 点

で各学校（園）が自己評価します。 

 

② 郷土への愛着の醸成  【教育長室、図書文化財課、教育指導担当】 

 

○社会科副読本として港区独自に作成した、地域の特性に関する学習教材「わたしたち

の港区」（小学校３年生対象）及び「わたしたちの郷土港区」（中学校１～３年生対象）

を活用し、郷土への愛着、地域を誇りに思う心を養う教育を推進します。また、港区に

ゆかりのある歴史上の人物や文化財を題材として、区が独自に作成した小学校道徳の

副読本「ふるさと～みなと～」を活用し、道徳教育の一層の充実を図ります。 

○港区立郷土歴史館のカリキュラム化や、豊富な資料を活用した講座、区の自然、歴史、

文化を学ぶ副読本の作成・活用、歴史・民俗・考古資料の活用など、地域の自然や歴史、

文化に対する児童・生徒の興味・関心を高め、調べ学習などをとおして地域への理解を

深める教育に取り組みます。 

○統廃合となった学校の貴重な教育資料を、児童・生徒の学習活動に活用できるよう、港

区立郷土歴史館内で展示します。 

〇小学校３年生の社会科見学で港区立郷土歴史館を活用した取組を推進します。 

 

 

 関連計画                                    

 

港区子ども・子育て支援事業計画  ① 

港区環境基本計画         ① 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 
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施策(４) 相談体制の充実 
          ■ＳＤＧｓとの関係： 

子どもを取り巻く環境が多様化する中で、子どもとその保護者の悩みや不安も多様化

してきています。令和４（2022）年度のアンケート調査でも児童・生徒が多様な悩みを抱

えていることがうかがえます。 

このような悩みや不安を解消するため、多様な機会や手法を活用した相談体制の充実

を図ります。 

 

① 相談機能の充実         【教育指導担当】 

 

〇子どもたちや保護者が安心して学校生活が送れるよう、生活指導主任や養護教諭を中

心とした学校の相談体制を強化します。 

〇子どもたちや保護者の悩み・不安の解消のため、各幼稚園、小・中学校でのスクールカ

ウンセラー※による教育相談や教育センター相談員※による相談体制の整備を推進しま

す。 

〇児童・生徒とスクールカウンセラー※のつながりをつくり、児童・生徒がスクールカウ

ンセラー※に相談しやすい環境を整備するために、小学校４年生、５年生、中学校１年

生、２年生に対してスクールカウンセラー※による全員面接を行います。 

〇教育センターでの来所相談や電話相談、オンライン相談により、家庭を支援する相談

体制を充実させます。 

○全ての小・中学校にスクールソーシャルワーカー※を週１日配置するとともに、学校か

らの要請に応じて派遣することで、児童・生徒やその保護者への支援の充実を図りま

す。また、ヤングケアラー※については子ども家庭支援センターのヤングケアラーコー

ディネーター※との連携を図ります。 

〇令和３（2021）年度の港区子ども家庭総合支援センター開設を受け、子ども家庭支援セ

ンターや児童相談所等の関係機関をはじめ、民生・児童委員など地域との連携を図り

ます。このことにより、児童虐待、いじめ、不登校、非行などの諸問題の未然防止・早

期発見・早期対応に向けてより綿密な相談体制の構築に取り組みます。 

〇東京都の「相談ほっとＬＩＮＥ＠東京」等、様々な相談窓口の周知を図ります。 

 

 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

教育相談機能の推進 
改善施策の 

実施 
効果検証・ 
取組の見直し 

改善施策の 
実施・取組の

再検討 

改善施策の 
実施 

成果
指標 

教育相談等において、不登校に
関する相談・支援を行った結
果、状態が改善した割合 

82％ 83％ 84％ 85％ 

重点 
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② 不登校対策の推進       【教育指導担当】 

 
〇適応指導教室（つばさ教室）※は、学校復帰をめざして通室する児童・生徒に適切な相

談、指導及び支援を行う施設として、児童・生徒の状況に配慮した環境づくりに取り組

みます。 

〇不登校児童・生徒の登校状況を改善するため、スクールソーシャルワーカー※やスクー

ルカウンセラー※の積極的な活用を図ります。 

〇不登校児童・生徒への支援の方針として、学校復帰のみをめざすのではなく、民間のフ

リースクール※等との連携も視野に入れ、小・中学校が個別対応を行いながら、よりよ

い改善策を模索します。 

○児童・生徒一人ひとりに応じた体系的な支援を行うため、区立学校に特別な教育課程

を編成して教育を行う学びの多様化学校※（いわゆる不登校特例校）の設置をめざしま

す。 

〇タブレット端末のビデオ通話機能を使用した面談を実施するなど、不登校児童・生徒

の心に寄り添った支援に取り組みます。 

〇不登校児童・生徒が自己存在感や充実感を高められるよう、モデル校（区立小学校１

校、中学校２校）において、一人ひとりの状況に合わせたプログラムに沿って支援する

「校内別室」に取り組みます。また、モデル校の成果を検証します。 

 

 

 関連計画                                     

 

港区地域保健福祉計画       ① 

港区子ども・子育て支援事業計画  ①・② 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 

 

  

拡充 
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■ＳＤＧｓとの 

関係 

 

基本目標３ 地域社会と連携した教育の推進 

学校教育への理解を深めてもらうため、学校での取組や子どもたち

の様子を保護者や地域に向けて積極的に情報発信します。 

保護者自身が家庭内での教育について学ぶ機会をつくることなど

により、これまで以上に幼稚園、小・中学校及び家庭との連携を深め、

家庭の教育力の向上に努めます。 

コミュニティ・スクールを充実させ、保護者や地域の声を聴き、地

域とともにある学校として、ＰＴＡや地域との連携も深め、積極的な

地域参加により、地域が一体となって子どもたちの健全な育ちを支え

る環境づくりに取り組みます。 

企業や大学、ＮＰＯ等の団体、大使館など港区の豊富な人材や社会

資源を活用した特色ある教育を推進し、子どもたち一人ひとりに応

じた多様な学びの機会を創出します。 

英語によるコミュニケーション能力の向上をはじめとした国際理解教育を推進すると

ともに、イングリッシュサポートコース（ＥＳＣ）※や日本語指導といった外国人等の子

どもの学びを支える取組の充実など、国際社会で活躍する人材の育成に取り組みます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

基本目標３において拡充／重点として位置付ける事業 

・コミュニティ・スクールの推進（重点） 

・国際理解教育の充実（拡充／重点） 

・グローバル化への対応（拡充） 
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施策（１）様々な団体との協働・連携による教育の推進 
 
                ■ＳＤＧｓとの関係： 

 
子どもたち一人ひとりが、安全に、健やかに成長していくためには、保護者や地域の学

校教育への理解が不可欠です。地域共生社会※の実現に向けて、開かれた学校づくりに取

り組むとともに、地域とともにある学校として家庭や地域との連携を深め、一体となっ

て子どもの健全な育ちを支える環境づくりに取り組みます。 

様々な企業や大学、ＮＰＯ等の団体、大使館などとの協働・連携を強化し、港区の豊富

な人材や社会資源を活用することで、子どもたちの多様な学びの機会を創出します。 

 

① 地域とともにある学校づくり   【学務課、教育指導担当】 

 

○地域や保護者に各幼稚園、小・中学校の取組や子どもたちの様子について理解を深め

てもらい、子どもたちの見守りや学校運営への支援につながるよう、幼稚園・学校公開

の機会の充実や周知の強化に取り組みます。 

〇各学校の教育目標や学習活動の状況等の情報について、ホームページやＳＮＳでの発

信の充実を図るなど、保護者・地域に対して積極的な情報発信を行います。 

○地域の学習素材や地域人材を活用した授業を行ったり、地域清掃などのボランティア

活動に参加したりするなど、児童・生徒の地域の一員としての自覚を高めます。 

○区立中学校通学区域別に行う四者協議会※など、学校、家庭、地域が協力して健全育成

のための協議、情報交換を行い、地域全体で子どもの育ちを支える環境づくりに取り

組みます。 

○区立学校の児童・生徒が主体となって、在籍校や学校周辺の地域の魅力づくりに向け

た取組を考えて実行していく活動を支援することにより、区立学校や地域の魅力を児

童・生徒が発信する機会を創出し、在籍校や地域を誇りに思う心を育むとともに、地域

の諸課題の解決に向けて社会に参画する力の育成を図ります。 

 

② コミュニティ・スクールの推進   【教育長室、教育指導担当】 

 

〇保護者や地域住民が学校運営に参画することにより、地域の力を学校運営に生かす「地

域とともにある学校づくり」を推進することで、子どもが抱える課題を地域ぐるみで

解決する仕組みを構築し、質の高い学校教育の実現を図るため、コミュニティ・スクー

ル（学校運営協議会※の事業概要：53 ページ参照）の設置を推進します。 

〇年に４～６回程度、学校運営協議会※を開催し、委員から学校の経営計画や教育活動に

ついてのご意見をいただき、適宜、改善を図ります。 

〇学校の自己評価に加えて、子どもたちからの評価をもとに、学校改善に向けた学校運

営協議会※としての支援策を検討することで、質の高い教育の実現を図ります。 
 

重点 
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現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

学校運営協議会
※
新規設置数 ７ 10 ５ 

１ 
(全幼稚園、小・

中学校設置完了) 

成果
指標 

学校と委員の連携が図れてい
ると感じる協議会の割合 

92％ 93％ 95％ 97％ 

 
③ 地域学校協働活動推進事業の推進   【生涯学習スポーツ振興課】 

 

○地域の人材や企業等の協力を得て、教育の質の向上、学校運営のさらなる充実及び発

展を図るため、地域学校協働活動推進事業を推進します。学校と地域をつなぐ連絡・調

整役である地域コーディネーター※が、総合的な学習の時間等における外部講師等の派

遣（出前授業）や職場訪問・職場体験への協力を得られる企業等の情報を学校へ提供し

ます。 

○学校（園）のニーズに沿ったきめ細かな支援が行えるよう、区立幼稚園、小・中学校に

地域学校協働本部を順次設置し、学校（園）と地域の一層の連携強化を図ります。 

○地域コーディネーター※が活動を継続的かつ円滑に行えるよう、地域コーディネーター※

へ研修を実施します。 

 

④ 様々な団体との協働・連携  【教育長室、教育指導担当】 

 

○地域の事業者や大学等との協働により、地域人材を活用した環境教育※やプログラミン

グ教育※、キャリア教育※など、港区の特性を活かした特色ある教育を推進します。 

○地域防災の担い手として、自分たちの地域は自分たちで守るという意識や技能が高ま

るよう、教育課程に位置付けた地域防災訓練を各小・中学校で実施し、児童・生徒の防

災に関する主体性を育みます。 

〇児童・生徒の英語による日本文化の発信、国際交流、ボランティアなどの取組を推進し

ます。 

〇区在住、在学の中学生、高校生が探究した作品を区や区と連携している事業者・大学が

審査、表彰する探究型学習発表会を実施します。 
 
 
 関連計画                                     

 

港区生涯学習推進計画     ③ 

子ども・子育て支援事業計画  ④ 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 
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施策（２）国際社会に対応する教育の推進 
                     ■ＳＤＧｓとの関係： 

    
グローバル化のさらなる進展に伴い、国際社会に対応できる真の国際人※の育成が求め

られています。英語によるコミュニケーション能力の育成や、自国・他国の文化について

学ぶ機会の充実など、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会のレガシーも踏

まえ、国際理解教育を推進します。 

日本語活用能力が十分でない外国人児童・生徒等が増加しています。日本の学校生活へ

の適応や教科学習の理解に向けた日本語指導の充実が必要です。また、東町小学校、南山

小学校に開設しているイングリッシュサポートコース（ＥＳＣ）※について、学校や保護

者の意見等を踏まえた運営を行います。 

 

① 国際理解教育の充実      【教育指導担当】 

 

〇区の国際理解教育の大きな特色である小学校の「国際科※」、中学校の「英語科国際※」

により、英語によるコミュニケーション能力の向上に取り組むとともに、国の小学校

における教科としての英語科の導入を踏まえた国際科※カリキュラムを改訂し、「国際

科※」・「英語科国際※」の内容のさらなる充実を図ります。 

○中学校３年生を対象として、オンラインを活用した「放課後英会話教室」を実施し、実

践的な英語力の育成を図ります。 

〇自らの考えを積極的に発信するために、英語だけに頼らず、表情や振る舞いもコミュ

ニケーションの手段として活用できる真の国際人※の育成に努めます。テンプル大学日

本校との連携、大使館やインターナショナルスクールとの交流を通じた異文化体験等

により相互理解を深めるとともに、コミュニケーション能力の向上の機会として有効

活用します。 

〇オーストラリアへの小・中学生の海外派遣事業については、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大に伴い、海外渡航や現地での活動に制限があったことから、代替事業と

して、令和２（2020）年度及び令和３（2021）年度は、港区内で開催する「ＭＩＮＡＴＯ

イングリッシュプログラム」、令和４（2022）年度は、沖縄において「国内イングリッ

シュ・キャンプ」を実施してきました。令和５（2023）年度からは、小・中学校ともに

オーストラリアのパース市へ派遣しています。また、派遣期間や派遣前後の研修会、報

告会を含め、プログラム全体を振り返り、児童・生徒の実態に合わせて見直しを行うこ

とで、海外派遣事業の質の向上を図ります。 

〇これまでの港区中学生海外派遣事業の成果を踏まえ、区立中学校３年生の全生徒が海

外において英語を活用したコミュニケーションができる機会を創出する海外修学旅行

を展開し、真の国際人※育成に取り組みます。 

〇令和４（2022）年度から、一部の幼稚園に外国人講師（ＮＴ：ネイティブ・ティーチャー）

を派遣しています。幼児期から英語に慣れ親しむ機会をより一層充実させるため、配

置日数を拡充するとともに、全ての幼稚園に派遣します。 

重点 拡充 
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現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

真の国際人※育成に向けた 
プログラムの検討・改善 

検討・改善 検討・改善 検討・改善 検討・改善 

成果
指標 

「外国の人と友達になったり、外国のこ
とについてもっと知ったりしてみたいと
思いますか。」という質問に肯定的に答え

ている生徒の割合（中３） 

72％ 75％ 78％ 81％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「国際科※」「英語科国際※」の授業の実施 

区立小学校では、平成 14（2002）年度から、国際理解教育の一環として英語活動を実

施しています。この実績をもとに、平成 18（2006）年度から区立小学校８校で、平成

19（2007）年度からは全 18 校で教育課程に「国際科※」を位置付けるとともに外国人講

師（ＮＴ：ネイティブ・ティーチャー）を各学校に配置し、英語による実践的コミュニ

ケーション能力の基礎を培っています。また、区立中学校では、平成 18（2006）年度か

ら、英語によるコミュニケーション能力を図ることを目的とする週１時間の「英語科国

際※」を加え、週５時間の英語教育を実施しています（平成 23（2011）年度までは週４

時間）。 

これらの授業では、コミュニケーション能力の育成にとどまらず、発達段階に応じて

段階的に自国や他国の伝統や文化等についても学び、国際理解教育の充実を図ってい

ます。 

コラム 
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② グローバル化への対応       【教育長室、教育指導担当】 

 

○海外からの帰国児童・生徒や外国人児童・生徒が日本の生活に適応し、日本語による学

習についていけるようにするため、日本語学級での指導の工夫や、委託事業による多

言語に対応した日本語適応指導員※の配置など、日本語指導の一層の充実を図ります。

日本語の指導を必要とする児童・生徒の増加に対応するため、笄小学校、麻布小学校、

六本木中学校の日本語学級の充実を図り、より効果的な指導を行うため、日本語適応

指導の指導方法について評価・改善を行います。 

○日本語指導研修会の充実を図り、教員の外国人児童・生徒への教育に関わる資質・能力

を高めます。 

○東町小学校や南山小学校のイングリッシュサポートコース（ＥＳＣ）※において外国人

児童に多様な教育の機会を提供するとともに、日本人の児童はもとより、外国人児童

にとっても我が国と異なる文化や価値観に触れる機会を拡充し、国際理解教育の充実

を図ります。 

○学校や保護者の意見等を踏まえたイングリッシュサポートコース（ＥＳＣ）※の運営を

引き続き行います。 

○公立、私立を問わず海外への留学を希望する生徒・学生を支援します。 

 
 

 関連計画                                     

 

港区国際化推進プラン  ② 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 

 
 
 
 

  

拡充 
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■ＳＤＧｓとの 

関係 

基本目標４ 学びを支える教育環境の整備 

ＩＣＴの活用や学校行事などの積極的な見直し、スクール・サポー

ト・スタッフ※など人的資源のさらなる活用など、教職員の働き方改

革に取り組み、教員が子どもたちと向き合う時間を確保し、子どもた

ちの学びの一層の充実につながる取組を推進します。また、教職員が

ＩＣＴを効果的に活用できるよう支援します。 

教員の指導体制の充実、専門的な人材との連携など、学校が抱える

複雑・多様な課題を解決し、子どもたちに必要な資質・能力を育む

「チームとしての学校」の体制整備に取り組みます。 

児童・生徒数の増加に伴い、安全・安心な教育環境を計画的に整備

します。また、学校施設の安全点検、通学路点検などの安全対策、い

じめの防止や食物アレルギーへの適切な対応等、子どもたちの安全確

保を第一とした取組を推進し、子どもたちを事件・事故から守ります。 

防災、防犯、交通安全、感染症対策など、社会生活を営む上での様々

なリスクから自らの安全安心を守ることができる力を養う教育を進

めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

基本目標４において拡充／重点として位置付ける事業 

・教員の指導力向上（重点） 

・教員の負担軽減の推進（拡充／重点） 

・安全・安心な教育環境の整備（拡充） 
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施策（１）学校の教育力の向上 
 
               ■ＳＤＧｓとの関係： 

 
 

教員が教育活動に専念できる時間を確保し、充実した学習指導や生活指導を行うこと

ができるよう、教員の負担軽減などの環境づくりに取り組み、学校の教育力の向上を図

ります。 

 

① 教員の指導力向上       【教育人事企画課、教育指導担当】 

 

○研究パイロット校（園）※・奨励校（園）※の指定や区内教員で組織する教育研究会、

アカデミー※において実施する研究保育や研究授業をとおして、教員の指導力の向上を

図ります。 

○副校園長研修会、教務主任会、生活指導主任会、国際科※担当者会等、各研修会を実施

することにより、幼稚園、小・中学校間の情報を共有するとともに、教員の資質向上を

図ります。 

○東京都若手教員育成研修、中堅教諭等資質向上研修をとおして、教員の指導力向上を

図ります。 

○校長のリーダーシップのもと、カリキュラム・マネジメント※をとおして、職層ごとの

役割を明確にした学校経営を行うことにより、教員の資質・能力の向上を図ります。 

〇ＧＩＧＡスクール構想※などＩＣＴの活用推進により、教員が指導力の向上と負担軽減

を両立できるよう、教員のスキルに応じた実技研修を実施します。 

〇学級運営が困難に陥ることを未然に防止するため、学校を巡回して指導を行う学級運

営支援講師を教育委員会事務局に配置します。 

 

 
現状 後期計画期間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

職層に応じた研修の実施 
実施 
検証 

研修内容の 
再構築 

実施 
検証 

実施 
検証 

成果
指標 

若手（１～３年次）教員育成研修
アンケートにおいて研修内容を理
解（Ｂ以上）している教員の割合 

90％ 92％ 95％ 98％ 

 

 

 

 

 

 

重点 
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② 教員の負担軽減の推進   【教育人事企画課、教育指導担当】 

 

〇長期休業期間を中心に、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ365※等を活用したテレワークを全ての区

立幼稚園、小・中学校で推奨し、教職員の柔軟で多様な働き方を推進します。 

〇校務支援システム※を継続して整備するとともに、授業の準備に充てる時間を確保する

など、教員の事務負担の軽減を図ります。 

〇テレビ会議システム※の利用を活性化していくことで、教員の移動時間や負担を軽減す

ることにより、幼児・児童・生徒と向き合う時間を創出します。また、オンラインによ

る教員研修や研修内容の動画配信など、教員が出張により学校を不在とする負担を減

らすことで、授業準備を充実させる時間を確保します。 

〇定時退勤の取組を推進するとともに、長期休業中には閉校（園）期間を設定します。特

に夏季休業中は２週間以上の閉校（園）期間を定め、地域や保護者に周知し、年次有給

休暇・夏季休暇等を取得しやすい環境をめざします。 

〇教員の負担軽減を図り、教育の質を向上させるため、人的支援に取り組みます。部活動

指導員※や、小学校教科担任講師、授業準備や教材印刷等を補助するスクール・サポー

ト・スタッフ※、副校長を直接補佐する学校経営支援員などを各学校に配置し、一層の

充実を図ります。 

〇教員が安定した学級経営を行うことができるよう、保護者対応や子どもの見守り、学

習・給食・清掃等の指導補助をするエデュケーション・アシスタントを新たに配置しま

す。 

 

 

 
現状 後期３年間 

令和５年度末 

（見込） 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

取組
目標 

テレワーク等 
ＩＣＴ環境の整備 

改善 
実施 

改善 
実施 

改善 
実施 

改善 
実施 

成果
指標 

取組内容が推進され教員の
負担が軽減されていると 

感じる割合 
87％ 91％ 93％ 95％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

重点 拡充 
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コラム 

教職員の働き方改革 

教育委員会では、教職員が子どもと向き合う時間を創出することを目的とし、平成 30

（2018）年度から長時間勤務の縮減をはじめとした教職員の負担軽減等を図る事業を推

進してきました。 

〇主な取組 

年度 内容 

令和元（2019）年度 
モデル校（園）３か所で環境改善（執務室のレイアウト変更）

及び業務改善（意識改革のワークショップ）に取り組み、その

成果を好事例集として全ての幼稚園、小・中学校に配信 令和２（2020）年度 

令和４（2022）年度 
業務の効率化を推進するため、令和４（2022）年度に高速プリ

ンタを試験導入し、令和５（2023）年度に全ての小・中学校へ

本格導入 

令和５（2023）年度 

給食費の公会計化を実施（各学校の教職員が担っていた給食

費の徴収・管理に関する事務を教育委員会事務局の職員が担

う。） 

全ての区立中学校の全部活動に部活動指導員※を配置（都内

初） 

全ての区立小学校の高学年で教科担任制を実施（都内初） 

教職員のテレワークを本格的に実施し、柔軟で多様な働き方

を推進 
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施策（２）安全・安心で魅力ある教育環境の整備 
 
 
              ■ＳＤＧｓとの関係： 

 
児童・生徒数の増加により、区の教育需要は、今後さらに増加することが予想されま

す。今後、幼児・児童・生徒数の推移を的確に捉え、学校施設の確保を進めるとともに、

「港区公共施設マネジメント計画」に基づき、学校施設の老朽化等に的確に対応し、安

全・安心な教育環境の整備に取り組みます。 

子どもたち一人ひとりが、家庭等の状況にかかわらず、夢と希望をもって成長してい

けるよう、学びの未来応援施策を推進します。 

教員の指導体制の充実、専門的な人材との連携などの体制整備に取り組みます。 

 

① 学校施設の充実    【学務課、学校施設担当】 

 

○児童・生徒数の増加、小学校における 35 人学級の全学年での実現や、学びのスタイル

の変容が進む中で、より良い教育環境と安全・安心な教育施設を確保するために、新し

い時代の学びを実現する学校施設の在り方にふさわしい学校施設の改築や教室の増設

など、学校と協議をしながら計画的に整備を進めるとともに、改築に合わせて地震等

災害時の避難場所における設備の充実を図ります。今後の幼児・児童・生徒数の動向に

ついては、まちづくり関係部署と連携を図り、その把握に努めるとともに、学校ごとの

児童・生徒数及び学級数の将来推計を行います。また、３年度ごとに専門機関に依頼

し、開発動向等を踏まえたより詳細な推計を実施します。 

【各年度の取組内容】 改築中： 

全体計画目標 

令和８年度末 

現状 

令和５年度見込 

必要事業数 

（目標-現状） 

事業計画 

後期（実施計画） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 計 

幼稚園 12 園 幼稚園 12園 
完成１園 

（赤羽幼稚園） 

 
 

赤羽幼稚園（改築） 
 

  

完成１園 

（赤羽幼稚園） 

小学校 19 校 

小学校 19校 

改築中１校 

（御田小学校） 

 

 

御田小学校（改築） 

 

 

  

改築中１校 

（御田小学校） 

教室数増 

５校９教室 

教室数増 

５校９教室 

【普通教室化改修】 

 

御成門小学校２教室 

芝小学校１教室 

白金小学校１教室 

東町小学校１教室 

赤羽小学校 

１教室 

赤羽小学校 

３教室 

教室数増 

５校９教室 

教室数増 

２校４教室 
中学校 10校 

教室数増 

２校４教室 

【普通教室化改修】 

 

六本木中学校１教室 

六本木中学校
１教室 

六本木中学校

１教室 

港南中学校

１教室 

教室数増 

２校４教室 
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② 安全・安心な教育環境の整備    

【各総合支所管理課、子ども若者支援課、生涯学習スポーツ振興課、学務課、学校施設担当】 

 

○定期的に施設・設備の安全点検を実施するとともに、民間警備員の配置や校内非常放

送設備等の整備により、学校施設の防犯上の安全対策を充実させます。 

○児童・生徒への防犯ブザーの配付、幼稚園、小・中学校への折りたたみ式ヘルメット等

の配備、緊急時における園や学校から保護者へのメール配信など、学校やＰＴＡ等と

連携して子どもたちの安全確保に努めます。 

○安全・安心に活動できる放課後の居場所「放課ＧＯ→※」や、学童クラブ機能を付置し

た「放課ＧＯ→クラブ※」を区立小学校内に設置するため、各校に専用室を整備します。

「放課ＧＯ→みた」は、御田小学校の仮校舎の移転にあわせ学童クラブ室を整備し、令

和６（2024）年度から「放課ＧＯ→クラブみた」へ移行します。 

○国の負担と責任による無償化の実施要望を続けつつ、学校設置者として、教育に係る

保護者の負担を継続的に軽減することを目的として、区立学校における学校給食費を

不徴収とします。また、標準服や学用品などのリユース、英検や漢検などの検定料や宿

泊行事におけるバス代の公費負担などに取り組みます。 

 

③ 防災等の安全に関わる教育の推進      【教育指導担当】 

 

〇防災、防犯、交通安全、感染症対策など、社会生活を営む上での様々なリスクから自ら

の安全安心を守ることができる力を養う教育を進めます。 

○教育課程に位置付けた地域防災訓練を幼稚園、小・中学校で実施し、幼児・児童・生徒

の防災に関する知識や行動力を育成します。 

○防災訓練や防犯訓練を各幼稚園で実施し、幼児自身の安全に対する意識や行動力を育

みます。 

○警察等と連携した交通、情報モラル、不審者対応に関わる安全教育や薬物乱用防止教

室など、子どもの防犯意識、身の回りの危険から自分の身を守る意識を高め、事件や事

故に遭わないための教育を充実します。 

○社会や学校のＩＣＴ化の進展に伴い、有害情報に接する危険性が増加する中、自分に

とって必要な情報を取捨選択する能力や、インターネットやＳＮＳ（ソーシャル・ネッ

トワーキング・サービス）、携帯電話の使用における情報モラル教育※、情報を取り扱

うときのマナーを身につける教育を推進します。 

〇児童・生徒の発達の段階や学校の状況を踏まえ、子どもを性犯罪・性暴力の加害者、被

害者、傍観者にさせないための「生命（いのち）の安全教育」を推進します。 

 

 

 

 

 

拡充 
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コラム 

港区版ふるさと納税制度 

港区版ふるさと納税制度は、寄付を通じて活力あふれる地域共生

社会※の基盤づくりを推進するため、「納税者が自ら寄付先を選択

し、地域を応援する」というふるさと納税制度本来の趣旨を踏まえ、

返礼品によらず、寄付者自身が寄付の使い道をお選びになり、区の

取組を応援していただく制度です。１２の活用先からお選びいただ

くことができ、「子育て・教育分野」を指定することも可能です。 

④ 学びの未来応援施策の推進      【教育指導担当】 

 

〇学校で解決が図れない学力や家庭教育の面で支援を必要とする対象児童・生徒につい

て、小児精神科医、弁護士、スクールソーシャルワーカー※、港区子ども家庭総合支援

センター相談支援担当などで構成された会議体で解決方法を探り、個別支援計画を作

成するとともに、個別支援計画をもとにスクールソーシャルワーカー※が福祉関連機関

と連携し、将来を見通して家庭教育の健全化を図ります。 

〇子育てや家庭学習定着等に関する「学びの未来応援家庭教育講座」の開催により、家庭

教育の啓発を行うとともに保護者同士の交流を図り、児童・生徒の養育環境の改善を

図ります。 

 

 

 関連計画                                    

 

港区生活安全行動計画       ② 

港区子ども・子育て支援事業計画  ②・③・④ 

港区地域保健福祉計画       ④ 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 

 

 

▲詳細は二次元コードから 

ご確認いただけます。 
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１ 計画の推進体制 

（１）推進体制 

港区教育委員会・港区、幼稚園、小・中学校、家庭、地域、事業者・団体といった多様

な主体との協働・連携により、本計画に掲げる施策、事業を着実に推進します。 

それぞれの主体がもつ強みを取り入れ、特色と魅力のある学校教育を展開します。 

 

＜推進のイメージ図＞ 

 
 
 
 

  

家庭 

家族・保護者 

地域 

町会・自治会 

商店会、ＰＴＡなど 

事業者・団体 

大学・企業 

ＮＰＯ・大使館など 

学校教育 

幼稚園、小・中学校 
港区教育委員会 

港区 
子ども 
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（２）各主体の役割 

各主体が、港区の学校教育の担い手として役割を果たしながら協働することで、子ど

もの充実した学びを支える環境をつくることができます。 

 

①幼稚園、小・中学校 

遊びや学習を通じて協調性や規範意識を育むとともに、学力、体力の向上、子ども

の個性と創造力を伸ばす教育を推進します。保護者や地域に信頼される、魅力ある学

校教育を実現するため、地域とともにある学校づくりに取り組みます。 

 

②家庭 

家族とのかかわりの中で、子どもの家族への信頼感や愛着を育み、人と人との絆を

学ぶことや、基本的な生活習慣や規範意識を身につけさせることが求められます。学

校や地域と積極的にかかわり、ともに子どもを育む視点をもつことも必要です。 

 

③地域 

学校や家庭と協働して、子どもたちの健全な育成と学びを支える環境づくりが必要

です。子どもたちが多様な世代と交流する機会を創出し、社会性を備えた豊かな心の

育成に寄与することが求められます。 

 

④事業者・団体 

専門的な知識や人材、設備などを生かして、子どもたちの社会体験や学習の場を創

出することが求められます。学校、家庭、地域との交流の機会をもち、地域の一員と

して子どもの教育に関わることも期待されます。 

 

⑤港区教育委員会・港区 

「夢と生きがいをもち、自ら学び、考え、行動し、未来を創造する」子どもを育む

ため、学校、家庭、地域の協働・連携を支える環境づくりを推進します。生涯学習、

スポーツ、環境、防災など、子どもの健やかな成長に関わる庁内の各部局と連携し、

学校教育の充実に取り組みます。 

 

  



 

107 

２ 計画の進行管理 

（１）管理方法 

本計画に計上した取組は、計画【Ｐｌａｎ】、実行【Ｄｏ】、点検・評価【Ｃｈｅｃｋ】、

見直し・改善【Ａｃｔ】のサイクルで着実に推進します。 

毎年度、各施策の進捗状況を把握・評価し、次年度以降の施策・事業に反映します。計

画の中間年度（３年目）及び最終年度（６年目）には、社会情勢の変化や課題の整理、各

施策の達成状況の点検・評価を行い、それらの結果を踏まえ計画の見直しを行います。 
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（２）評価方法 

本計画の施策・取組に対する評価は、行政による評価、区民を対象としたアンケート調

査の結果等を踏まえて総合的に行います。なお、以下の「①行政による評価」について

は、港区ホームページ等で区民に評価結果を公表しています。 

 

①行政による評価 

ア 事業所管課による進捗・目標達成度評価［毎年度実施］ 

港区教育委員会は、本計画に掲げる全事業について、見直しや改善につなげることを

目的に、取組状況や成果指標の達成状況等について評価します。各事業所管課は、それに

対する意見を次年度以降の施策・事業に反映します。 

 

イ 港区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価［毎年度実施］ 

港区教育委員会は、本計画に計上している事業のうち、特に重点を置くべき事業につ

いて、課題や今後の取組の方向性を示すことを目的に、学識経験者の専門的な視点を活

用して点検及び評価します。各事業所管課は評価結果を次年度以降の施策・事業に反映

します。また、点検及び評価の結果は、港区議会へ報告します。 

 

ウ 事務事業評価［毎年度実施］ 

区の全事務事業について、見直しや改善等につなげるとともに、評価結果を踏まえた

予算編成を行うことを目的として、必要性、効果性及び効率性の観点から、一次評価は各

事業所管課、二次評価は企画・財政部門、三次評価は学識経験者を含む港区行政評価委員

会が実施します。各事業所管課は、評価結果に基づき、次年度以降の事務事業の見直し等

を行います。 

 

エ 政策評価［３年ごとに実施］ 

港区基本計画に掲げる各施策について、今後の方向性を示し、効果的な行政サービス

を提供することを目的として、一次評価は各事業所管課、二次評価は学識経験者や公募

区民を含む港区行政評価委員会が、専門的な視点や区民の視点から政策の３年間の達成

度を評価します。各事業所管課は評価結果を受けて政策や施策の見直し等を行います。 

 

②区民等の意見 

ア みなとタウンフォーラムや各総合支所の区民参画組織からの意見、提言 

区では、港区に住み、働き、学ぶ区民が話し合い、意見を出し合う場として、区民参画

組織である「みなとタウンフォーラム」を設置しています。その場で出た意見を取りまと

めた提言を最大限反映するよう努めます。 

 

イ 区民を対象としたアンケート調査 

３年に１回程度、港区の教育施策や学校における取組への満足度や、学校への期待・要

望等について調査します。 
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１ 港区教育ビジョンの概要 
（１）港区教育ビジョンとは 

港区教育ビジョンは、平成 27（2015）年度から令和６（2024）年度までの 10 年間を

通じて、港区の教育の根幹となる基本理念、目指す人間像、取組の方向性を示すもので、

教育基本法第 17 条第２項に基づく港区の「教育振興基本計画」です。平成 26（2014）

年 10 月に策定しました。 

また、区は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の３第１項に基づき区

長が定める「港区の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱」（港区教育

大綱）として位置付けています。 

 
（２）港区教育ビジョンの目的 

教育ビジョンは、教育委員会だけではなく、区の関係部署、学校、家庭、地域等の多

様な主体が教育の担い手となり、先進的・発展的な教育施策を推進するために、学校教

育と生涯学習を貫く港区の教育の方向性を一層明確にすることを目的としています。 

 
（３）港区が目指すこれからの教育 

①基本理念 

 
  
 
 
   
  

◆港区教育ビジョンの詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 
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②目指す人間像 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）港区の教育における基本的方向性 
 

①「徳」「知」「体」を育む学び 
・自分を大切にするとともに、他者の痛みを理解し、他者を思いやる心を育成します。 
・人権教育、道徳教育を充実し、協調性や規範意識を育みます。 
・基礎学力の確実な習得、読書活動などを通じた論理的思考力の育成に取り組みます。 
・基本的な生活習慣と正しい食習慣の確立による、健康な体づくりを支援します。 

 
②生き抜く力を育む学び 

・一人ひとりの個性と能力を伸ばし、主体的に挑戦し努力する姿勢を育みます。 
・責任感のある社会人・職業人として自立できるようにする教育を推進します。 
・自ら学ぶ姿勢やコミュニケーション能力、自ら課題を発見し、解決を図る力を育成

します。 
・平和に関する教育、国際感覚の育成、防災教育、環境教育※、ＩＣＴを活用した教育

を推進します。 
 

③生涯を通じた学び 
・豊かな環境や人材など、港区の強みを生かした幅広い学びの機会の充実を図ります。 
・自らの基盤を固める「学び直し」、自らを高める学び、人生の豊かさを支える学びを

支援します。 
・子どもから高齢者、障害者など幅広い層がスポーツに親しめる機会の充実と環境整

備を推進し、スポーツを通じて全ての人が支え合う地域づくりに取り組みます。 
 
④地域社会で支えあう学び 

・区民が相互に学びあい、支えあう環境として、生涯学習施設や図書館などを活用し
たネットワークづくりを進めます。 

・行政や学校だけではなく、区民をはじめとした多様な人や組織との協働による教育
環境の一層の充実を図ります。 

【個人として】 

○夢と生きがいをもち、生涯を通じ自ら学び、 

個性を伸ばし、行動する人 

○自立心と責任感のある人 

○郷土への誇りと愛着をもつ人 

【他者との関わりにおいて】 

○他者への思いやりや他者との絆を 

大切にする人 

○国籍や年齢、性別、障害の有無に 

かかわらず互いを尊重する人 

○他者と協調し、未来を創造する人 

【社会との関わりにおいて】 

○地域の一員として、社会に関わり、 

ともに生きる人 

○多くの世代と交流し、協働して 

社会に貢献する人 

○国際的視野をもって行動し、世界を 

リードする人 
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⑤つながり、伝え、循環する学び 
・学びを通して人と人、人と地域がつながり、「学びの循環」を一層広げていく取組を

推進します。 
 

（５）教育ビジョンの実現に向けて 

①教育行政における個別計画による取組 

 教育行政における各個別計画に基づき、具体的な取組を推進します。 

  

  

 

 

 

②学校、家庭、地域、事業者等との協働 

学校、家庭、地域、事業者など多様な主体が、港区における教育の担い手として協働

することで、区民一人ひとりの学びを支える教育環境を構築することができます。 
 

主体 期待される役割 

 

幼稚園、小・中学校 

 

 

保育所、児童館、 

子ども中高生プラザ など 

○子どもの個性と創造力を伸ばす教育、幼小中の一貫教育、保幼

小の連携した教育を推進します。 

○遊びや学習を通じて協調性や規範意識を育み、子どもの自主性

を尊重した学力、体力の向上を図ります。 

○地域に開かれた学校、児童福祉施設の環境づくりに取り組み、

多様な主体との協働による教育を推進します。 

 

家族、保護者 など 

○家族との関わりの中で、信頼感や愛着を育み、人と人との絆を

学びます。 

○子どもに基本的な生活習慣や規範意識を身に付けさせます。 

○子どもとともに成長するよう、子育てを通して様々なことを経

験します。 

 

町会・自治会、商店会、消

防団 など 

○学校や家庭と協働して、子どもたちの教育環境を整えます。 

○多世代での交流を進め、ともに学ぶ機会を創出します。 

○行政と協働して、多くの人の学びの成果が生きる地域社会をつ

くります。 

 

大学、企業、ＮＰＯ、 

ボランティア団体、 

大使館 など 

○行政や区民と協働して、積極的に地域の教育に関わります。 

○専門的な知識や設備を生かして、学校や地域に学習の機会を提

供します。 

○ワーク・ライフ・バランスの取組を通じて、従業員の学びの機

会の創出・拡充を図ります。 

 
  

港区学校教育推進計画 

港区生涯学習推進計画 港区立図書館サービス推進計画 

港区スポーツ推進計画 

学校 

児童福祉施設 

地域 

家庭 

事業者・団体 
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２ 港区学校教育推進計画検討委員会 

（１）港区学校教育推進計画検討委員会設置要綱 

平成 31 年４月 24 日 

31 港教学教第 512 号 

（設置） 

第１条 港区学校教育推進計画の策定にあたり、様々な視点を踏まえ検討するため、港

区学校教育推進計画検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次の事項について検討する。 

（１）港区学校教育推進計画の策定に関すること。 

（２）その他港区教育委員会（以下「教育委員会」という。）が必要と認める事項 

（構成） 

第３条 委員会は、次に掲げる区分により、教育委員会が委嘱し、又は任命する委員 11

人以内をもって構成する。 

（１）区民（公募） ２人以内 

（２）教育・地域関係団体 ２人以内 

（３）学識経験者 ４人以内 

（４）区立学校（幼稚園）長 ３人以内 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から第２条に規定する事項について教育委員会に報告

をする年度の末日までとする。 

２ 委員が欠けた場合は補欠委員を置く。補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（組織） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、学識経験者の委員のうちから委員の互選により選出し、会務を統括する。 

３ 副委員長は、委員のうちから委員長が指名し、委員長を補佐し、委員長に事故がある

ときは、その職務を代理する。 

（委員会） 

第６条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（委員会の公開） 

第７条 委員会は、公開とする。ただし、出席委員の過半数の同意を得て、非公開とする

ことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、教育委員会事務局学校教育部教育人事企画課において処理する。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別

に定める。 

付 則 

この要綱は、平成 31 年４月 26 日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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（２）港区学校教育推進計画検討委員会委員名簿 

所属等 氏名 

東京学芸大学 副学長 ◎松田 恵示 

関西学院大学 客員教授 〇大崎 麻子 

明海大学 教授 石鍋 浩 

中央大学 講師 榎本 竜二 

区立小学校ＰＴＡ代表 加藤 なぎさ 

区立中学校ＰＴＡ代表 篠田 徹也 

公募区民 中川 涼子 

公募区民 新部 遥希 

麻布幼稚園長 酒井 正美 （～令和５年３月） 

三光幼稚園長 藤井 未知江（令和５年４月～） 

南山小学校長 難波 明夫 （～令和５年３月） 

御田小学校長 齋藤 恵  （令和５年４月～） 

高陵中学校長 平川 恒美 （～令和５年３月） 

お台場学園 港陽中学校長 大島 一浩 （令和５年４月～） 

◎委員長、〇副委員長 

 

（３）港区学校教育推進計画検討委員会開催経過 

開催日程 主な議事 

令和４年度 第１回 

令和４年９月５日 

〇委員長・副委員長の選任について 

〇港区学校教育推進計画の改定スケジュールについて 

〇アンケート調査◇（案）について 

令和４年度 第２回 

令和５年２月７日 
〇アンケート調査◇の結果について 

令和５年度 第１回 

令和５年５月 19 日 
〇港区学校教育推進計画の改定方針（案）について 

令和５年度 第２回 

令和５年８月４日 
〇港区学校教育推進計画（改定素案）について 

令和５年度 第３回 

令和５年９月８日 
〇港区学校教育推進計画（改定素案）について 

令和５年度 第４回 

令和６年１月 19 日 

〇パブリックコメント等の実施結果について 

〇港区学校教育推進計画（改定案）について 

◇「港区学校教育推進計画の改定に向けたアンケート調査（保護者向け）」及び「港区

の教育についてのアンケート調査（子ども向け）」  
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３ 港区学校教育推進計画検討会 

（１）港区学校教育推進計画検討会設置要綱 

令和元年６月 10 日 

31 港教学教第 1137 号 

（設置） 

第１条 港区学校教育推進計画の策定にあたり、区政全般に対して施策の横断的な展開を

図るため、港区学校教育推進計画検討会（以下「検討会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 検討会は、次の事項について検討する。 

（１）港区学校教育推進計画の策定に関すること。 

（２）その他港区教育委員会が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 検討会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、教育委員会事務局学校教育部長をもって充て、会務を統括する。 

３ 副会長は、教育委員会事務局学校教育部教育人事企画課長をもって充て、会長を補佐

し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 委員は、別表第１に揚げる者をもって充てる。 

（検討会） 

第４条 検討会は、会長が招集する。 

２ 会長は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第５条 検討会の庶務は、教育委員会事務局学校教育部教育人事企画課教職員人事係にお

いて処理する。 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定

める。 

付 則 

この要綱は、令和元年６月 10 日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

総合支所協働推進課長 

保健福祉支援部障害者福祉課長 

子ども家庭支援部保育課長 

企画経営部情報政策課長 

総務部人権・男女平等参画担当課長 

教育委員会事務局学校教育部学務課長 

教育委員会事務局学校教育部学校施設担当課長 

教育委員会事務局学校教育部教育指導担当課長 
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（２）港区学校教育推進計画検討会委員名簿 

所属 氏名 

教育委員会事務局学校教育部長 
◎上村 隆  （～令和５年３月） 

◎吉野 達雄 （令和５年４月～） 

教育委員会事務局学校教育部教育人事企画課長 
〇瀧島 啓司 （～令和５年３月） 

〇村松 弘一 （令和５年４月～） 

赤坂地区総合支所協働推進課長 坂本 俊行 

保健福祉支援部障害者福祉課長 
小笹 美由紀（～令和５年３月） 

宮本 裕介 （令和５年４月～） 

子ども家庭支援部保育課長 
木下 典子 （～令和５年３月） 

桑原 砂美 （令和５年４月～） 

総務部情報政策課長 野々山 哲 （～令和５年３月） 

企画経営部情報政策課長 菊池 太佑 （令和５年４月～） 

総務部人権・男女平等参画担当課長 藤咲 絢介 

教育委員会事務局学校教育部学務課長 
佐々木 貴浩（～令和５年３月） 

鈴木 健  （令和５年４月～） 

教育委員会事務局学校教育部学校施設担当課長 井谷 啓人 

教育委員会事務局学校教育部教育指導担当課長 篠﨑 玲子 

◎会長、〇副会長 

 

（３）港区学校教育推進計画検討会開催経過 

開催日程 主な議事 

令和４年度 第１回 

令和４年９月 27 日 

〇港区学校教育推進計画の改定スケジュールについて 

〇アンケート調査◇（案）について 

令和４年度 第２回 

令和５年２月 20 日 
〇アンケート調査◇の結果について 

令和５年度 第１回 

令和５年５月 24 日 
〇港区学校教育推進計画の改定方針（案）について 

令和５年度 第２回 

令和５年８月９日 
〇港区学校教育推進計画（改定素案）について 

令和５年度 第３回 

令和５年９月 14 日 
〇港区学校教育推進計画（改定素案）について 

令和５年度 第４回 

令和６年１月 26 日 

〇パブリックコメント等の実施結果について 

〇港区学校教育推進計画（改定案）について 

◇「港区学校教育推進計画の改定に向けたアンケート調査（保護者向け）」及び「港区

の教育についてのアンケート調査（子ども向け）」  
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４ 区立幼稚園、小・中学校一覧 

（１）区立幼稚園                令和６（2024）年２月１日現在 

幼稚園名 所在地 

赤羽幼稚園 三田２‐６‐２ 

芝浦幼稚園 芝浦４‐８‐18 

高輪幼稚園 高輪２‐12‐31 

白金台幼稚園 白金台３‐７‐１ 

三光幼稚園 白金３‐13‐８ 

港南幼稚園 港南４‐３‐27 

麻布幼稚園 麻布台１‐５‐15 

南山幼稚園 元麻布３‐８‐15 

本村幼稚園 南麻布３‐９‐33 

中之町幼稚園 赤坂９‐２‐26 

青南幼稚園 南青山４‐18‐17 

にじのはし幼稚園 台場１‐１‐５ 
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（２）区立小学校                令和６（2024）年２月１日現在 
小学校名 所在地 

御成門小学校 芝公園３‐２‐４ 

芝小学校 芝２‐21‐３ 

赤羽小学校 三田２‐６‐２ 

芝浦小学校 芝浦４‐８‐18 

芝浜小学校 芝浦１‐16‐31 

御田小学校 三田４‐11‐38 

高輪台小学校 高輪２‐８‐24 

白金小学校 白金台１‐４‐26 

白金の丘学園 白金の丘小学校 白金４‐１‐12 

港南小学校 港南４‐３‐28 

麻布小学校 麻布台１‐５‐15 

南山小学校 元麻布３‐８‐15 

本村小学校 南麻布３‐９‐33 

笄小学校 西麻布３‐11‐16 

東町小学校 南麻布１‐８‐11 

赤坂学園 赤坂小学校 赤坂８‐13‐29 

青山小学校 南青山２‐21‐２ 

青南小学校 南青山４‐21‐15 

お台場学園 港陽小学校 台場１‐１‐５ 

注）御成門小学校は、令和６（2024）年４月から小中一貫教育校へ移行し「御成門学園 

御成門小学校」となります。 

注）御田小学校は、改築工事のため令和６（2024）年４月から「白金 3-18-2」で運営

します。 

 
（３）区立中学校                令和６（2024）年２月１日現在 

中学校名 所在地 

御成門中学校 西新橋３‐25‐30 

三田中学校 三田４‐13‐13 

高松中学校 高輪１‐16‐25 

港南中学校 港南４‐３‐３ 

白金の丘学園 白金の丘中学校 白金４‐１‐12 

六本木中学校 六本木６‐８‐16 

高陵中学校 西麻布４‐14‐８ 

赤坂学園 赤坂中学校 赤坂９‐２‐３ 

青山中学校 北青山１‐１‐９ 

お台場学園 港陽中学校 台場１‐１‐５ 

注）御成門中学校は、令和６（2024）年４月から小中一貫教育校へ移行し「御成門学園 

御成門中学校」となります。  
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＜区立幼稚園、小・中学校配置図＞ 
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５ 主な小・中学校運営要員一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆職によっては小学校、中学校のみに配置している場合があります。  

【東京都が費用を負担】 

＜常勤職員＞ 

校長 

 副校長 

 教諭 

 養護教諭 

 事務職員 

 栄養士 

＜会計年度任用職員・委託等＞ 

 非常勤教員 

 特別支援教室専門員  

 時間講師 

 巡回心理士 

 スクールカウンセラー※ 

【区が費用を負担】 

＜常勤職員＞ 

事務職員 

用務職員 

＜会計年度任用職員＞ 

 ゼネラルサポートティーチャー 

 小学校教科担任講師 

 イングリッシュサポートコース講師 

特別支援教育講師 

 サイエンスアドバイザー※ 

サイエンスアシスタント※◇ 

 学校経営支援員（副校長補佐）◇ 

スクール・サポート・スタッフ※◇ 

 学校運営補助員 

 言語指導員 

 学校栄養指導員 

 エデュケーション・アシスタント◇  

＜委託・ボランティア等＞ 

 部活動指導員※ 

部活動サポートスタッフ◇ 

 ネイティブティーチャー 

 日本語適応指導員※ 

 学習支援員※ 

介助員 

医療的ケア児の看護師◇ 

スクールカウンセラー※ 

 スクールソーシャルワーカー※ 

校内別室指導支援員◇ 

 学校司書※・学校図書館支援員 

 給食調理員 

学校警備員 

登下校誘導員 

 ＩＣＴ支援員※◇ 

学校法律弁護士 

スクールボランティア※ 

◇印は配置に
当たり補助金
を活用 
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６ 関連計画一覧 

名称等 内容 

港区男女平等参画行動計画 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

あらゆる分野・施策に男女平等参画・女性活躍の視点を反映させ、

全ての人が性別等にとらわれず自分らしく豊かに生きることので

きる男女平等参画社会の実現に向けた計画です。 

港区生活安全行動計画 

計画期間： 

令和６年度～令和８年度 

防犯、防火などの生活安全の観点から区を取り巻く課題を示し、今

後の方向性と取組を具体的に明らかにするアクションプランで

す。 

港区地域保健福祉計画 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童福祉その他の福祉

の各分野の共通的な事項や、健康づくり・保健に関する事項等の地

域保健福祉施策を総合的に定めた計画です。 

港区高齢者保健福祉計画、港区障害者計画等、関係する計画を一体

的に改定・策定しました。 

港区国際化推進プラン 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

国籍や民族が異なる人々が文化的違いを認め合いながら、一人ひ

とりの人権を尊重し、地域社会の一員としてともに考え、行動し、

支え合う「多文化共生社会」の実現をめざす計画です。 

港区子ども・子育て支援事業計画 

計画期間： 

令和２年度～令和６年度 

幼児期の教育・保育、子育て支援のニーズを把握し、幼稚園・保育

園及び地域子ども・子育て支援事業等の提供体制の確保を計画的

に推進することを目的とした計画です。 

港区環境基本計画 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

環境分野に関する取組の基本的な方向性を示す計画であり、「港区

地球温暖化対策地域推進計画」、「港区環境率先実行計画」、「港区生

物多様性地域戦略」、「港区気候変動適応計画」、「港区環境教育等行

動計画」を包容しています。 

港区文化芸術振興プラン 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

「多様な人と文化が共生し文化芸術を通じて皆の幸せをめざす世

界に開かれた『文化の港』」を将来像とし、誰もが文化芸術を通じ

て心豊かで潤いのある生活を送ることができる社会をめざす計画

です。 

港区ＤＸ推進計画 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

区民生活に関わるＩＣＴ環境の変化に的確に対応するとともに、

港区基本計画で示された目標の実現に向けて、情報化の視点から

施策の方向性を示す計画です。 

港区幼児教育振興アクションプラン 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

公私立幼稚園で協議を重ね、港区全体の幼稚園教育の更なる充実

をめざすとともに、港区全体の幼児期の教育をリードする総合的

な行動計画です。 

港区生涯学習推進計画 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

区における生涯学習を推進する体制を整えるとともに、全ての人

の学びの意欲に応え、学習の成果を生かせるよう自主的な学習支

援に取り組むための基本的な考え方や施策を示した計画です。 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 
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名称等 内容 

港区スポーツ推進計画 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

区民の「する」「みる」「ささえる」スポーツ活動の拡大に向けた具

体的な取組と今後のスポーツ施策の基本的な方向性を示した計画

です。 

港区立図書館サービス推進計画 

計画期間： 

令和３年度～令和８年度 

あらゆる人の生涯を通じた豊かな学びを支える図書館を実現する

ため、今後の図書館サービスの基本的な方向性と具体的な取組を

示した計画です。 

 

 

◆関連計画の詳細は右の二次元コードからご確認いただけます。 
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７ 用語解説 

頭文字 用語 説明 
掲載 

ページ 

Ａ ＡＩ 
“Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ”

の略で、人工知能のこと。 
15,80 

Ｄ ＤＸ  

“Ｄｉｇｉｔａｌ Ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ”

の略。ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより

良い方向に変化させること。 

15 

Ｇ ＧＩＧＡスクール構想 

令和元年（2019）12 月に文部科学省から発表されたプ

ロジェクト。ＧＩＧＡとは”Ｇｌｏｂａｌ ａｎｄ

Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｇａｔｅｗａｙ ｆｏｒ  

Ａｌｌ”の略。小学校の児童、中学校の生徒 1 人に 1

台のＰＣと、全国の学校に高速大容量の通信ネットワ

ークを整備し、多様な子どもたちに最適化された創造

性を育む教育を実現する構想。 

７,11,16 

19,43,97 

Ｉ ＩＣＴ支援員 学校ＩＣＴの専門家のこと。 79,80,121 

Ｍ 

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ365 
Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ社から最新ツールを常に提供され

るサブスクリプションサービスのこと。 
98 

ＭＩＮＡＴＯカリキュラム 
港区において、小・中学校の指導の内容を、教科ごと

に単元系統配列表にまとめたカリキュラムのこと。 
46,47,84 

Ｓ 

ＳＤＧｓ 

「誰一人取り残さない（ｌｅａｖｅ ｎｏ ｏｎｅ  

ｂｅｈｉｎｄ）」持続可能でよりよい社会の実現をめざ

す世界共通の目標のこと。「港区学校教育推進計画と 

ＳＤＧｓの関係」については、p.62 を参照。 

11,15,20 

49,62,77 

86 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０ 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空

間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と

社会的課題の解決を両立する社会。 

16 

ＳＴＥＡＭ教育 

Ｓｃｉｅｎｃｅ/科学、Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ/技術、

Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ/工学、Ａｒｔ/芸術、 

Ｍａｔｈｅｍａｔｉｃｓ/数学等の各教科での学習を

実社会での課題解決に生かしていくための教育。 

11,64,77 

82 
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頭文字 用語 説明 
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ページ 

あ行 

アカデミー 

区立中学校の通学区域を単位とする各幼稚園、小・中

学校による研究グループの名称。各アカデミーで区立

幼稚園、小学校、中学校が連携した教育活動や指導方

法について、研究を行っている。 

11,46,77 

84,97 

医療的ケア児 
人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引等の医療

的ケアが日常的に必要な子ども。 

10,16,17 

18,76 

イングリッシュサポートコ

ース（ＥＳＣ） 

外国人児童に多様な教育の機会を提供するため、通常

の学級に外国人児童を受け入れ、英語で授業等を行う

学級のこと。 

11,54,90 

93,95 

インクルーシブ教育 

障害のある子どもを含むすべての子どもに対して、一

人ひとりの教育的ニーズにあった適切な教育的支援を

通常の学級において行う教育。 

10,17,42 

63,64,66 

75 

英語科国際 

文部科学省の教育課程特例校の認可を受け、区立中学

校において平成 18（2006）年度から週１時間実施して

いる、英語によるコミュニケーション能力の向上を目

的とした教育。コミュニケーション能力の育成にとど

まらず、発達段階に応じて段階的に自国や他国の伝統

や文化等についても学び、国際理解教育の充実を図っ

ている。 

20,54,93 

94 

か行 

学習支援員 

通常の学級に在籍している発達障害等、特別な教育的

支援が必要な児童・生徒に対し、通常の学級の全体指

導において、一人ひとりに応じた個別の学習支援を行

う者。 

42,75,76 

121 

各種検定受検の奨励 

平成 18（2006）年度から他自治体に先駆けて漢字検定・

英語検定・数学検定の受検に必要な費用の一部を区が

負担し、児童・生徒の学習意欲を高めるとともに、保護

者負担の軽減を図っている。 

71 

架け橋期 
義務教育開始前後の５歳児から小学校１年生の２年間

をいう。 
17,84,85 

学校運営協議会 

保護者や地域住民の学校運営や教育活動への意見を反

映させるなど、学校と保護者や地域との協働により、

子どもの豊かな成長をともに支える仕組み。平成 29

（2017）年４月に改正された「地方教育行政の組織及

び運営に関する法律」により、学校運営協議会の設置

が努力義務化された。 

53,91,92 

学校司書 

学校図書館の運営の改善及び向上を図り、児童又は生

徒及び教員の学校図書館の利用を一層促進するため、

専ら学校図書館の職務に従事する職員。「学校図書館

法」第６条第１項で設置に努めるよう規定されている。

港区では、平成 29（2017）年度から各小・中学校に配

置している。 

10,27,66 

72,121 
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頭文字 用語 説明 
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ページ 

か行 

家庭で大切にしたいことハ

ンドブック 

３、４歳児の保護者に向けて、保育園、幼稚園等と家

庭との連続性や連携に向けて、時期ごとに家庭で大切

にしてほしいポイントをまとめたハンドブック。 

85 

カリキュラム・マネジメン

ト 

各学校が教育目標を実現するために、教育課程を計画

的かつ組織的に編成・実施・評価し、教育の質を向上

すること。 

27,97 

環境教育 

環境や環境問題に対する興味・関心を高め、必要な知

識・技術・態度を獲得させるために行われる教育活動

のこと。 

11,20,49 

64,77,86 

92,112 

キャリア教育 

一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤

となる能力や態度を育てることをとおして、キャリア

発達を促す教育。 

75,92 

教育センター相談員 

教育センターにおいて、幼児・児童・生徒及び保護者

に対して来所相談業務を行う相談員のこと。相談員は、

心理士の資格をもっている。 

23,68,88 

共生社会 

障害のある人と障害のない人が交流を通じて相互理解

を図り、互いに支え合いながらともに暮らす地域社会

のこと。「地域共生社会」に同じ。 

17 

区費採用講師 

区費で採用する講師のことで、小学校１年生の学級や、

各小・中学校で学力向上を目的とするコース別指導等

のために配置している。 

72,84 

研究奨励校（園） 

自校（園）の教育課題や現在の学校教育における教育

課題の解決のモデルとなる研究を深め、広く研究成果

を周知し、他の教育課題解決の参考となるよう研究を

実践する学校（園）。 

79,97 

研究パイロット校（園） 

港区教育委員会の諸施策推進の一環として、教育課題

解決のための実践的な研究を先進的に行い、広く一般

に研究成果を周知するとともに、港区の学校教育の質

を高めることに寄与する学校（園）。 

97 

校務支援システム 

児童・生徒の情報を取り扱う校務処理を電子システム

化したもの。校内で連絡するためのイントラメールや

掲示板など、グループウェア機能も併せ持ち、教職員

の作業効率化を図ることができる。 

12,71,98 

国際科 

文部科学省の教育課程特例校の認可を受け、区立小学

校において小学校１年生から週２時間、外国人講師 

（ＮＴ：ネイティブ・ティーチャー）を各学校に配置

し、英語による実践的コミュニケーション能力の基礎

を培う教育（平成 19（2007）年度から全校実施）。コミ

ュニケーション能力の育成にとどまらず、発達段階に

応じて段階的に自国や他国の伝統や文化等についても

学び、国際理解教育の充実を図っている。 

20,54,93 

94,97 
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頭文字 用語 説明 
掲載 

ページ 

さ行 

サイエンスアシスタント 
小学校において、理科の観察や実験の支援、授業準備

を行う者。 
82,121 

サイエンスアドバイザー 
中学校において、理科の観察や実験の支援、学習活動

の支援を行う者。 
82,121 

司書教諭 

学校図書館の専門的職務を担う教員。学校図書館法で

は、学級数が合計 12 学級以上の学校には、必ず司書教

諭を置かなければならないとされている。 

27 

主体的・対話的で深い学び 

学ぶことに興味・関心を持ち自己の学習を振り返って

次へとつなげる「主体的な学び」、多様な人との対話を

通じて自己の考えを広げていく「対話的な学び」、習得

した知識等を活用した見方・考え方を課題の解決に生

かしていく「深い学び」により、「どのように学ぶか」

という学びの質を高めることが重要とされた。 

17,27,71 

72,81 

小 1 問題 

小学校入学後、児童が集団行動をとれなかったり、落

ち着きがなく静かに授業を受けられなかったり、授業

中に立ち歩いたりなど、授業が正常に成立しない状況

となること。「小１プロブレム」とも呼ばれる。 

46,47,84 

小学校入学前教育カリキュ

ラム 

５歳児前期から保育園、幼稚園修了までの姿を含む５

歳児全体のカリキュラムと、小学校 1 年生入学当初か

ら１学期頃までのスタートカリキュラムをつなぐカリ

キュラムのこと。 

46,47,84 

85 

少人数習熟度別指導 

各教科等の授業において、１つの学級を習熟度別に２

つのグループに分けたり、２つの学級を３つのグルー

プに分けて少人数で授業を行う授業形態・方法。 

72 

情報モラル教育 

一人ひとりが情報化の進展が生活に及ぼす影響を理解

し、情報に関する問題に適切に対処し、積極的に情報

社会に参加しようとする創造的な考え方を育む教育。 

79,101 

真の国際人 

自らの考えを積極的に発信するために、英語などの語

学はもとより、表情や振る舞いもコミュニケーション

の手段として活用して、自国や他国の伝統や文化を理

解しながら、広く国際社会で活躍できる人材。 

93,94 

心理検査（ＷＥＢＱＵ） 

オンラインを活用した楽しい学校生活を送るためのア

ンケートのこと。児童・生徒一人ひとりについての理

解と対処方法、学級集団の状態と今後の学級経営の方

針を把握することができる。 

20,68 

スクールカウンセラー 

臨床心理士資格、臨床発達心理士又は学校カウンセ

ラー・ガイダンスカウンセラー等の心理ケアに関わる

資格を有し、各学校で児童・生徒のカウンセリングを

行う者。 

23,50,68 

88,89,121 

スクール・サポート・スタッ

フ 

教員に代わって資料作成や授業準備等を行うことで、

教員をサポートするスタッフのこと。 
96,98,121 
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さ行 

スクールソーシャルワーカー 

臨床心理士資格、臨床発達心理士又は学校カウンセ

ラー・ガイダンスカウンセラー等のほか、社会福祉士、

精神保健福祉士等のソーシャルワークに関わる資格を

有する者。問題を抱える児童・生徒が置かれた環境の

改善・関係機関との連携により、問題の解決を行う。 

88,89,102 

121 

スクールボランティア 

学力向上を目的として、平成 15（2003）年度より区立

小・中学校に配置している、学習指導等の補助にあた

る者。港区内及び近隣の大学と提携し、教員志望の学

生等を配置している。 

72,121 

スタートカリキュラム 

小学校に入学した子どもが幼稚園、保育園・認定こど

も園などの遊びや生活を通した学びと育ちを基礎とし

て、主体的に自己を発揮し、新しい学校生活を作り出

していくためのカリキュラムのこと。 

84 

た行 

地域共生社会 

障害のある人と障害のない人が交流を通じて相互理解

を図り、互いに支え合いながらともに暮らす地域社会

のこと。「共生社会」に同じ。 

15,42,75 

91,102 

地域コーディネーター 

地域学校協働本部が設置されている学校において、学

校と地域をつなぐ連絡・調整者。地域コーディネーター

として活動する場合、校長の推薦を得ることが必要。 

92 

地域部活動 

区立中学校の生徒が自分の興味・関心に応じてスポー

ツや文化芸術に取り組むことができるよう、他の区立

中学校に在籍する生徒でも入部することができる部活

動のこと。 

74 

中 1 ギャップ 

小学校から中学校に進級する際に、生活スタイルが大

きく変化するため、新しい環境になじめず、授業につ

いていけなかったり、不登校となったり、いじめが発

生するなどの現象のこと。 

46,47,84 

ティームティーチング 

授業場面において、２人以上の教職員が連携・協力を

とおして一人ひとりの子ども及び集団の指導の展開を

図り、責任をもつ指導方法及び形態。 

72 

適応指導教室（つばさ教室） 

長期欠席をしている不登校の小・中学生を対象に、学

籍のある学校とは別に、学習の援助をしながら本籍校

に復帰することを目標に運営している教室。 

23,79,89 

テキストコーディング 

プログラムを文字によって記述する手法のこと。図形

やブロックなどを組み合わせてプログラミングする手

法と比べて難易度が高い一方で、より複雑な処理が可

能となる。 

79 

テレビ会議システム 

タブレット型端末を活用し、会議において移動するこ

となく離れた拠点からの会議参加を可能とするシステ

ムのこと。 

84,98 
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ページ 

た行 

電子黒板 

ペンで書き込んだ内容の保存・再生、パソコンやスキ

ャナーとの連動による画像の提示・保存などができる、

電子化されたホワイトボードのこと。 

43,79 

道徳教育推進教師 
学習指導要領の改訂によって新たに示された「道徳教

育の推進を主に担当する教師」のこと。 
68 

道徳授業地区公開講座 

小・中学校、中等教育学校及び特別支援学校における

道徳授業の活性化を図るとともに、保護者・都民の参

加のもと、家庭、学校、地域社会の連携による道徳教

育の推進に資するための東京都教育委員会主催の公開

講座。 

68 

特別支援学級 

障害があることにより、通常の学級における指導だけ

では、その能力を十分に伸ばすことが困難な児童・生

徒に対して、きめ細かな指導を行うため、特別に設置

している少人数の学級。 

33,42,75 

79 

特別支援教室 

通常の学級に在籍する発達障害等のある児童・生徒が、

落ち着いた学習環境の中で個別指導を受けるために学

校内に設置している教室。 

42,75 

な行 日本語適応指導員 

帰国児童・生徒や外国人児童・生徒が日本の生活や授

業に適応できるよう、基本的に児童・生徒の母語を用

いながら日本語の指導を行う者。 

54,95,121 

は行 

部活動指導員 

学校の教育計画に基づき、生徒の自主的、自発的な参

加により行われるスポーツ、文化、科学等に関する教

育活動（学校の教育課程として行われるものは除く）

である部活動において、技術的な指導を行う者。 

12,19,74 

98,99,121 

副籍制度 

都立特別支援学校の小・中学部に在籍する児童・生徒

が、居住する地域の公立小・中学校に副次的な籍をも

ち、直接的・間接的な交流を通じて、居住する地域と

のつながりの維持・継続を図る制度。 

42 

フリースクール 
不登校の子どもに対し、学習活動、教育相談、体験活

動などの活動を行っている民間の施設のこと。 
89 

プログラミング教育 
令和２（2020）年度から必修化された、プログラミン

グ的思考力を育てる教育のこと。 

11,66,79 

92 

プログラミング的思考力 
自分が意図した動作を実現するために必要な組合せ

を、論理的に考えていく力。 
79 

放課ＧＯ→ 
小学生が放課後等の時間に、安全・安心に活動できる

よう学校内で実施している居場所づくり事業。 
101 

放課ＧＯ→クラブ 

放課ＧＯ→に加え、小学校１年生から６年生で、保護

者の就労などの事情で、放課後に家庭での保護を受け

られない児童の日常生活と健全育成の場として実施し

ている学童クラブ事業。 

101 
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ま行 

学びの多様化学校 

不登校児童生徒の実態に配慮した特別の教育課程を編

成して教育を実施する必要がある場合に、文部科学大

臣の指定に基づき設置される学校のこと。いわゆる不

登校特例校。 

より個に応じた体系的な指導を受けられる環境をつく

り、不登校児童生徒の学びを保障する。 

89 

みなエコ 

港区学校版環境マネジメントシステム、通称「みなと

子どもエコアクション」のこと。 

各幼稚園、小・中学校での日常的な取組の中で、子ど

もたちの環境意識の向上や学校生活の中での環境負荷

の低減、地域に根ざした環境活動の推進の実現を目的

としている。 

86,87 

みなと科学教室 

驚きや発見という子どもの知的好奇心を大切にし、一

人ひとりが科学の不思議に触れる体験学習をとおし

て、論理的・科学的な思考力の向上を図るために、区

立小学校５年生を対象に港区立みなと科学館において

実施している科学教室のこと。 

82 

みなときっずなび 
５歳児の保護者に向けて、就学までに家庭で大切にし

て取り組んでほしいことをまとめたリーフレット。 
85 

や行 

ヤングケアラー 
本来は大人が担うと想定されている家事や家族の世話

などを日常的に行っている子どものこと。 
88 

ヤングケアラーコーディネ

ーター 

ヤングケアラーを支援する専門的知見のあるコーディ

ネーター。潜在的なヤングケアラーの早期発見と多機

関・多職種連携によるヤングケアラー支援の強化を図

る。 

88 

要保護児童対策地域協議会 

児童福祉法第２５条の２の規定により、要保護児童の

適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切

な支援を図ることを目的に、市町村などの地方公共団

体が設置する協議会。 

69 

四者協議会 

民生・児童委員の担当地区ごとに開催される協議会の

ことで、学校、民生・児童委員、子ども家庭支援セン

ター、児童相談センター等の関係機関が、いじめ防止

に関する学校や地域の現状及び課題について、情報の

共有化を図るとともに、解決に向けた取組について協

議を行うもの。 

91 

ら行 理数教育 

理数的な事象を考察・分析するために、数学を基礎と

して論理的な思考力を育成するとともに、コンピュー

タを有効に活用し、問題解決を図る能力を養う教育。 

11,43,52 

64,77,78 

82 
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港区平和都市宣言 

 

かけがえのない美しい地球を守り、世界の恒久平和 

を願う人びとの心は一つであり、いつまでも変わるこ 

とはありません。 

私たちも真の平和を望みながら、文化や伝統を守り、 

生きがいに満ちたまちづくりに努めています。 

このふれあいのある郷土、美しい大地をこれから生 

まれ育つこどもたちに伝えることは私たちの務めです。 

私たちは、我が国が『非核三原則』を堅持すること 

を求めるとともに、ここに広く核兵器の廃絶を訴え、 

心から平和の願いをこめて港区が平和都市であること 

を宣言します。 

 

   昭和 60 年８月 15 日 
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港区学校教育推進計画（素案）からの修正について 

 

 

 

 

 

番号 ページ 該当項目 修正箇所 修正理由 備考 

１ 16 
第２章 １（２）①オ 

こども家庭庁の創設 

新規追加 

令和５（2023）年 12 月には、こども基本法に基づき、子ども政策

を総合的に推進するため、政府全体の子ども施策の基本的な方針等を

定める「こども大綱」が閣議決定されました。 

最新の情報を反映するため。 ⑥ 

２ 25 

第２章 ２（１）① 

区立小・中学校におけ

るいじめの推移 

令和４年度の数値を追加 最新の情報を反映するため。 ⑥ 

３ 68 

第３章 基本目標１

施策（１）③  

いじめ防止推進事業

の充実 

新規追加 

〇いじめに関係した児童・生徒の心をケアするため、スクールカウン

セラーによる教育相談や教育センター相談員による相談体制の整

備を推進します。 

いじめに関係した児童・生徒に

対するアプローチを明記する

ため。 

③ 

備考欄における凡例 

① 区民意見募集結果に伴う修正 

② 教育委員会での意見に伴う修正 

③ 区民文教常任委員会での意見に伴う修正 

④ 検討委員会・検討会での意見に伴う修正 

⑤ 基本計画・各個別計画との整合を図った修正 

⑥ 素案公表以降の状況変化等に伴う修正 

令和６年２月１４日 

教育委員会議案資料 No.５-２ 
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番号 ページ 該当項目 修正箇所 修正理由 備考 

４ 71 

第３章 基本目標１

施策（２）①  

基礎学力・活用力の習

得 

新規追加 

〇放課後等の受験対策への生徒ニーズを踏まえ、区立中学校の希望す

る生徒を対象とした進路支援を実施します。中学校入学直後からの

学習支援を行うことで、生徒の希望や学力に応じた進路実現を図り

ます。 

変更 

「拡充」事業に変更 

事業構築に伴い修正する必要

が生じたため。 
⑥ 

５ 74 

第３章 基本目標１

施策（３）③ 

スポーツを楽しむ心

の育成 

新規追加 

○（一社）日本障がい者サッカー連盟による、障害理解や多様性への

気づきを学ぶプログラムを実施します。障害者サッカー選手とのサ

ッカー体験のほか、デフスポーツ体験、手話での交流機会を創出す

ることで、スポーツをともに楽しむ心を育成します。 

事業構築に伴い修正する必要

が生じたため。 
⑥ 

６ 81 

第３章 基本目標２

施策（１）① 

コラム デジタル教

科書を活用した授業

の推進 

新規追加 

一方で、タブレット端末等電子機器の活用時間増加に伴う目の疲労

や視力低下といった健康への悪影響を防止するため、健康啓発リーフ

レット「ＭＩＮＡＴＯタブレットルール」を作成する等引き続き対策

に取り組みます。 

タブレット端末活用の弊害に

も配慮している旨を明記する

ため。 

① 

７ 85 

第３章 基本目標２

施策（２）② 

小学校入学前教育の

充実  

修正前 

〇保護者のニーズや地域、施設の状況などを踏まえ、公私立幼稚園全

体で幼稚園の受入れ体制と預かり保育の充実に取り組みます。 

修正後 

〇保護者のニーズや地域、施設の状況などを踏まえ、公私立幼稚園全

体で幼稚園の受入れ体制と預かり保育の充実に取り組むとともに、

認定こども園など多様な施設運営形態を調査し、適切な区立幼稚園

の今後のあり方を検討します。 

多様な側面から区立幼稚園の

今後のあり方を検討すること

としたため。 

③,⑥ 
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番号 ページ 該当項目 修正箇所 修正理由 備考 

８ 93 

第３章 基本目標３

施策（２）① 

国際理解教育の充実 

修正前 

〇これまでの港区中学生海外派遣事業の成果を踏まえ、令和６（2024）

年度以降、区立中学校３年生の全生徒が海外でコミュニケーション

をとる海外修学旅行の機会を設け、真の国際人育成に向けた取組を

強化していきます。 

修正後 

〇これまでの港区中学生海外派遣事業の成果を踏まえ、区立中学校３

年生の全生徒が海外において英語を活用したコミュニケーション

ができる機会を創出する海外修学旅行を展開し、真の国際人育成に

取り組みます。 

より適切な表現とするため。 ③ 

９ 93 

第３章 基本目標３

施策（２）① 

国際理解教育の充実 

修正前 

〇令和４（2022）年度から、一部の幼稚園に外国人講師（ＮＴ：ネイ

ティブ・ティーチャー）を配置しています。今後、幼児期から英語

に慣れ親しむ機会をより一層充実させるため、配置日数・園の拡充

を検討します。 

修正後 

〇令和４（2022）年度から、一部の幼稚園に外国人講師（ＮＴ：ネイ

ティブ・ティーチャー）を派遣しています。幼児期から英語に慣れ

親しむ機会をより一層充実させるため、配置日数を拡充するととも

に、全ての幼稚園に派遣します。 

事業構築に伴い修正する必要

が生じたため。 
⑥ 

10 94 

第３章 基本目標３

施策（２）① 

国際理解教育の充実 

修正前 

取組目標：海外修学旅行プログラムの検討・改善 

修正後 

取組目標：真の国際人育成に向けたプログラムの検討・改善 

海外修学旅行に限らず、プロ

グラムを検討・改善すること

を明確化するため。 

③ 
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番号 ページ 該当項目 修正箇所 修正理由 備考 

11 95 

第３章 基本目標３ 

施策（２）② 

グローバル化への対

応 

新規追加 

○公立、私立を問わず海外への留学を希望する生徒・学生を支援しま

す。 

事業構築に伴い修正する必要

が生じたため。 
⑥ 

12 97 

第３章 基本目標４ 

施策（１）① 

教員の指導力向上 

新規追加 

〇学級運営が困難に陥ることを未然に防止するため、学校を巡回して

指導を行う学級運営支援講師を教育委員会事務局に配置します。 

事業構築に伴い修正する必要が

生じたため。 
⑥ 

13 98 

第３章 基本目標４ 

施策（１）② 

教員の負担軽減 

修正前 

〇教員が安定した学級経営を行うことができるよう、保護者対応や子

どもの見守り、学習・生活指導の補助をする会計年度任用職員の設

置をめざします。 

修正後 

〇教員が安定した学級経営を行うことができるよう、保護者対応や子

どもの見守り、学習・給食・清掃等の指導補助をするエデュケーシ

ョン・アシスタントを新たに配置します。 

変更 

「拡充」事業に変更 

事業構築に伴い修正する必要

が生じたため。 
⑥ 

14 101 

第３章 基本目標４ 

施策（２）② 

安全・安心な教育環境

の整備 

修正前 

○子どもたちが安心して教育を受けられる環境を整備するため、区立

学校における学校給食費の保護者負担ゼロの継続を検討するとと

もに、標準服や学用品などのリユース、英検や漢検などの検定料や

宿泊行事におけるバス代の公費負担など、保護者負担の軽減に取り

組みます。 

修正後 

○国の負担と責任による無償化の実施要望を続けつつ、学校設置者と

して、教育に係る保護者の負担を継続的に軽減することを目的とし

事業構築に伴い修正する必要

が生じたため。 
①,⑥ 
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番号 ページ 該当項目 修正箇所 修正理由 備考 

て、区立学校における学校給食費を不徴収とします。また、標準服

や学用品などのリユース、英検や漢検などの検定料や宿泊行事にお

けるバス代の公費負担などに取り組みます。 

15 102 

第３章 コラム 

港区版ふるさと納税

制度 

新規追加 

港区版ふるさと納税制度は、寄付を通じて活力あふれる地域共生社

会の基盤づくりを推進するため、「納税者が自ら寄付先を選択し、地

域を応援する」というふるさと納税制度本来の趣旨を踏まえ、返礼品

によらず、寄付者自身が寄付の使い道をお選びになり、区の取組を応

援していただく制度です。１２の活用先からお選びいただくことがで

き、「子育て・教育分野」を指定することも可能です。 

港区版ふるさと納税制度を活

用して区の事業を応援できる

ことについてより多くの方に

知っていただくため。 

⑥ 

16 107 
第４章 ２（１） 

管理方法 

修正前 

毎年度、各施策の進捗を点検・評価し、次年度以降の施策・事業に

反映します。 

修正後 

毎年度、各施策の進捗状況を把握・評価し、次年度以降の施策・事

業に反映します。 

区民意見を受け、表現を修正し

たため。 
① 

17 108 
第４章 ２（２） 

評価方法 

新規追加 

なお、以下の「①行政による評価」については、港区ホームページ

等で区民に評価結果を公表しています。 

区民意見を受け、表現を修正し

たため。 
① 

18 108 

第４章 ２（２）①ア 

事業所管課による進

捗・目標達成度評価

［毎年度実施］ 

修正前 

本計画に掲げる全事業について、取組状況や成果指標の達成状況、

課題等を各事業推進課において評価し、その結果を事業の見直しや改

善等につなげることを目的に実施します。 

修正後 

港区教育委員会は、本計画に掲げる全事業について、見直しや改善

につなげることを目的に、取組状況や成果指標の達成状況等について

区民意見を受け、表現を修正し

たため。 
① 
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番号 ページ 該当項目 修正箇所 修正理由 備考 

評価します。各事業所管課は、それに対する意見を次年度以降の施策・

事業に反映します。 

19 108 

第４章 ２（２）①イ 

港区教育委員会の権

限に属する事務の管

理及び執行の状況の

点検及び評価［毎年度

実施］ 

修正前 

ウ 港区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点

検及び評価［毎年度実施］ 

本計画に計上している事業について、取組状況及びその成果を学識

経験者の専門的な視点で点検及び評価し、課題や今後の取組の方向性

を示すことを目的に実施します。 

修正後 

イ 港区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の点

検及び評価［毎年度実施］ 

港区教育委員会は、本計画に計上している事業のうち、特に重点を

置くべき事業について、課題や今後の取組の方向性を示すことを目的

に、学識経験者の専門的な視点を活用して点検及び評価します。各事

業所管課は評価結果を次年度以降の施策・事業に反映します。また、

点検及び評価の結果は、港区議会へ報告します。 

区民意見を受け、表現を修正し

たため。 
① 

20 108 

第４章 ２（２）①ウ 

事務事業評価［毎年度

実施］ 

修正前 

イ 事務事業評価［毎年度実施］ 

各事務事業の必要性、効果性、実施手法の効率性等について評価し、

その結果を事業の見直しや改善等につなげることを目的として実施

します。 

修正後 

ウ 事務事業評価［毎年度実施］ 

区の全事務事業について、見直しや改善等につなげるとともに、評

価結果を踏まえた予算編成を行うことを目的として、必要性、効果性

及び効率性の観点から、一次評価は各事業所管課、二次評価は企画・

区民意見を受け、表現を修正し

たため。 
① 
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番号 ページ 該当項目 修正箇所 修正理由 備考 

財政部門、三次評価は学識経験者を含む港区行政評価委員会が実施し

ます。各事業所管課は、評価結果に基づき、次年度以降の事務事業の

見直し等を行います。 

21 108 

第４章 ２（２）①エ 

政策評価 

［３年ごとに実施］ 

修正前 

港区基本計画に掲げる施策の実施状況や効果等について、学識経験

者の専門的な視点や区民の視点から政策の達成度を評価するととも

に、各種施策について今後の方向性を明らかにすることを目的として

実施します。 

修正後 

港区基本計画に掲げる各施策について、今後の方向性を示し、効果

的な行政サービスを提供することを目的として、一次評価は各事業所

管課、二次評価は学識経験者や公募区民を含む港区行政評価委員会

が、専門的な視点や区民の視点から政策の３年間の達成度を評価しま

す。各事業所管課は評価結果を受けて政策や施策の見直し等を行いま

す。 

区民意見を受け、表現を修正し

たため。 
① 

22 121 

資料編 ５  

主な小・中学校運営要

員一覧 

「特別支援学級非常勤講師」「特別支援教室巡回指導講師」「医療的ケ

ア児の学習支援講師」を「特別支援教育講師」に統合し、「エデュケ

ーション・アシスタント」、「給食調理員」を追加 

最新の情報を反映するため。 ⑥ 

23 130 
資料編 ７  

用語解説 

新規追加 

「学びの多様化学校」 

不登校児童生徒の実態に配慮した特別の教育課程を編成して教育

を実施する必要がある場合に、文部科学大臣の指定に基づき設置され

る学校のこと。いわゆる不登校特例校。 

より個に応じた体系的な指導を受けられる環境をつくり、不登校児

童生徒の学びを保障する。 

より分かりやすい資料とする

ため。 
① 
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港区学校教育推進計画（令和３年度～令和８年度）令和５年度改定版（素案）についてのご意見と区の考え方 

 

１ 区民意見募集（パブリックコメント）の概要 

 募 集 期 間 令和５年１１月２５日（土）から令和５年１２月２５日（月）まで 

募 集 方 法 郵便、インターネット、ＦＡＸ、持参 

 閲 覧 場 所 区ホームページ、教育長室（区役所７階）、区政資料室（区役所３階）、総合案内（区役所 1 階）、 

       各総合支所管理課・台場分室、港区立図書館（みなと図書館・高輪図書館分室を除く） 

 意 見 数 ８件（内訳 郵便：４件 インターネット：３件 持参：１件） 

 

２ 区民説明会の概要 

 日程・会場 令和５年１２月 ８日（金）午後 ６時から 生涯学習センター ３０３学習室 

       令和５年１２月１０日（日）午前１０時から 本庁舎９階 ９１１会議室 

 意 見 数 ８件（参加者数 １２月８日：０名、１２月１０日：３名） 

 

３ 意見の種別と対応状況 

① 意見を反映し、計画（素案）を修正したもの ３件 

② 計画（素案）の中で意見の趣旨を反映しており、修正の必要がないもの ７件 

③ 計画（素案）には記載していないが、既存事業等で対応しており、修正の必要がないもの １件 

④ 意見の内容が対応不可能なもの ０件 

⑤ その他、区に対する意見・要望・質問として受けたもの ５件 

合  計 １６件 

  

参考資料 
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区民意見募集（パブリックコメント） 

No. 
関連 

ページ 
区分 意見内容 区の考え方 

対応 

状況 

１ ９ 郵便 

子どもが焦らず選択肢を広げられるよう、ま

た、「将来の夢」は職業と認識しないよう、小

中高の教諭は子どもに「将来の夢」を伝えない

でください。 

「夢と生きがいをもち、自ら学び、考え、行動し、未来を創造す

る子ども」をめざすべき子どもの姿としております。子どもたち

一人ひとりが個性を伸ばして、多様な能力を育むことができるよ

う取り組んでおります。 

 

⑤ 

２ ７９ 郵便 

子どものためにもインターネット上にある性

的な広告を停止してください。 

児童・生徒が有害情報に接したり、トラブルに巻き込まれたりす

ることがないよう、家庭への情報提供やＳＮＳに関するルールづ

くり等の働きかけ、保護者向けの研修会などを行っております。 

 

⑤ 

３ １０１ 郵便 

給食費を無償化すべき。 物価高騰に対応するため、令和５(2023)年９月から令和６(2024)

年３月まで区立学校給食費を不徴収としました。学校設置者とし

て、子どもに直接効果が及ぶ給食支援を通じて教育に係る保護者

負担を継続的に軽減するため、令和６年度以降、区立学校給食費

を不徴収とします。 

① 

４ - 郵便 

授業時間を８時間から６時間にした方が良い

のではないか。 

区立小・中学校では、１日最大６コマ授業となっております。小

学校は１コマ当たり４５分、中学校は１コマ当たり５０分です。

今後も適切な運用に取り組みます。 

⑤ 

５ 
７５,

７６ 
インターネット 

子供が特別支援教室のお世話になっています。

港区はこうした特性のある子に対する支援が

充実していて本当にありがたいです。 

学校公開などに行くと、支援が必要そうなのに

支援に繋がっていないお子さんを見かけるこ

とがあり、支援を受けるようになるまでの道の

りについてもう少し工夫できないだろうかと

も思います。 

児童・生徒の特性に合った必要な支援を行うため、入学前や保護

者の希望に応じて、学校と保護者で支援方法について検討してい

ます。特別支援教室の利用や学習支援員の配置など適切な支援が

受けられるよう、今後も取り組んでまいります。 

 
② 

６ 
７５,

７６ 
インターネット 

特性のある子やその保護者、そうした子と共に

学ぶ子供たちがより快適な学校生活を送れる

よう、そして多様性の理解やいじめ防止のた

め、発達特性に関する啓発や、より相談しやす

い場の提供についてご検討いただけたらと思

います。 

特別支援教育の考え方や最近の動向、実践について、理解を深め、

教員や保護者の抱える特別支援教育の課題解決を図ることを目

的に年１回「特別支援教育講演会」を実施しています。 

また、保育園・幼稚園入園から高校卒業までの切れ目ない相談支

援体制を強化するため、関係機関から成るコンソーシアムを設立

し、対応しております。 

② 
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No. 
関連 

ページ 
区分 意見内容 区の考え方 

対応 

状況 

７ 
７５,

７６ 
インターネット 

就学前は「ぱお」での集まりや勉強会などで相

談したり、悩んでいるのは 1人ではないと実感

できたのですが、就学後はそうした機会がほと

んどなく、しばしば孤独を感じます。 

就学後もなにかフォローがれば大変心強いで

す。 

障害がある子どもを育てる保護者の不安や悩みに寄り添い、保護

者が孤立せずに、子どもの成長や将来を一緒に考えていけるよ

う、特別支援コンシェルジュを中心とした保護者のコミュニティ

「みんなと Café ひだまり」を定期的に開催しています。開催の

際は、区立学校の保護者の皆様にメールでご案内しております。 

② 

８ 
９７,

９８ 
持参 

学校の先生がもっと、いろんな場所を視察した

方がいい。 

決められた場所だけ見るのではなく成果を出

している現場を自由に見るべき。 

研究パイロット校（園）の指定や区内教員で組織する教育研究会、

アカデミーにおいて実施する研究保育や研究授業をとおして、教

員の指導力向上を図っております。その中で他自治体での先進的

な取組も適宜視察しております。一例として、今年度は、ＪＡＥ

Ｔ全日本教育工学研究協議会全国大会（青森大会）に参加し、令

和６年度の「東京都港区大会」開催に向けた研究に取り組んでお

ります。 

③ 

９ ７８ 区民説明会 

タブレットの１人１台配付やコロナ禍によっ

て、スクリーンタイムが増加している。ICT 活

用、プログラミング教育も大切だが、様々な懸

念（視力の低下、神経の高ぶりによる不眠とそ

れに伴う成長の遅れ）がある。 

令和２年度からコロナの影響を受け、学校にタブレットを導入し

ましたが、ご指摘のとおり、視力の問題が現れ、文部科学省も問

題視しています。港区ではタブレットルールを定め、タブレット

の使用時間を制限するなど呼びかけをしています。学校だけでは

なく家庭での利用もあるため、今後、生活指導面の課題として検

討してまいります。 

ご意見を踏まえ、８１ページのコラムへ、タブレットルールに関

する内容を追記いたします。 

① 

１０ ８９ 区民説明会 

不登校特例校を港区でも設置していくという

ことか。 

ご認識のとおりです。設置を検討しております。 

 

 

② 

１１ ８９ 区民説明会 

不登校特例校とはどのようなものか。 学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）とは、不登校児童生

徒の実態に配慮し、特別の教育課程を編成して教育を実施するこ

とができる学校です。学校に行きたくても行けないような状況に

ある子どもたちのために、もともと通っていた学校とは別の場所

で柔軟な教育プログラムを組むことができます。 

ご意見を踏まえ、１３０ページの用語解説へ、学びの多様化学校

（いわゆる不登校特例校）を追記いたします。 

① 

１２ ８９ 区民説明会 

不登校特例校は２３区では他にどこが設置し

ているのか。 

東京都内には令和５年度時点で８校設置（公立学校５校・私立学

校３校）されています。このうち、特別区が設置しているのは２

校（大田区・世田谷区教育委員会）となります。 

⑤ 
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No. 
関連 

ページ 
区分 意見内容 区の考え方 

対応 

状況 

１３ 
６７,

８９ 
区民説明会 

性的マイノリティであることを理由として不

登校になる子もいる。不登校特例校では、多様

性などの教育も大切と考えているが、どのよう

に取り組むのか。 

不登校になる理由は様々ですので、個々に寄り添った指導等に取

り組んでまいります。また、子ども達に人権教育や道徳教育を行

うと共に、教員向けの人権教育研修会を定期的に開催し、性自認・

性的指向を含めた多様な人権課題について理解増進を図ってお

ります。 

② 

１４ ９３ 区民説明会 

英語が話せることが「国際人」ではない。翻訳

ツールもある中では単なる語学力ではなく、

様々な文化を学ぶことや多様性を認めあうこ

とが重要であり、それこそが国際人育成ではな

いか。港区として「国際人」についてどのよう

に考えているか。 

「真の国際人」は「自らの考えを積極的に発信するために、英語

などの語学はもとより、表情や振る舞いもコミュニケーションの

手段として活用して、自国や他国の伝統や文化を理解しながら、

広く国際社会で活躍できる人材」として定義しています。 

このことから単なる語学力習得にとどまらず、異文化理解、多文

化共生も重要なテーマとしております。 

今後実施予定の中学生の海外修学旅行についても、実際に外国に

行って多様な人々と出会い、その文化を体験することで、国際理

解を深めることができるものと考えております。 

② 

１５ ９３ 区民説明会 

中学生の海外修学旅行について、行けない子・

行きたくない子はいないのか。 

行けないと回答した生徒は把握しておりませんが、行きたくない

（他の国内の場所がよい）と回答した生徒はおりました。今後も

多様なご家庭に配慮して取り組んでまいります。 

⑤ 

１６ 
８６,

９３ 
区民説明会 

シンガポールより長野での自然体験（農業等）

の方が良いという子どもの話も聞く。海外に行

きたくない子にはそういう選択肢があっても

よいのではないか。 

現在も新潟県・群馬県等での自然体験のプログラムは実施してお

ります。また、全ての幼稚園、小・中学校にビオトープを配備し、

身近な生き物の観察や飼育をとおして、その生態等について学ぶ

環境学習を推進しています。 

② 

 


